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受益者のみなさまへ

毎々、格別のご愛顧にあずかり厚くお礼申
し上げます。

さて、「ダイワＢＲＩＣｓリターンズ・
ファンド」は、このたび、第₁₂期の決算を行
ないました。

ここに、期中の運用状況をご報告申し上げ
ます。

今後とも一層のお引立てを賜りますよう、
お願い申し上げます。

<4791>

ダイワＢＲＩＣｓリターンズ・ファンド
★当ファンドの仕組みは次の通りです。
商 品 分 類 追加型投信／海外／株式
信 託 期 間 約 9 年間（2009年 2 月13日～2018年 2 月20日）
運 用 方 針 信託財産の成長をめざして運用を行ないます。

主要投資対象

当 フ ァ ン ド
次の各ファンドの受益
証券（振替受益権を含
みます。）

ＢＮＰパリバ・ブラジル
株式ファンド（FOFs用）

（適格機関投資家専用）

ＢＮＰパリバ・ブラジ
ル株式マザーファンド
の受益証券

ダ イ ワ ・ ロ シ ア 株
ファンド（FOFs 用）

（適格機関投資家専用）

ダ イ ワ・ ロ シ ア 株 マ
ザーファンドの受益証
券

ダイワ ・ダイナミック・
インド株ファンド（FOFs 用）

（適格機関投資家専用）

ダイワ・インド株アク
ティブ・マザーファン
ドの受益証券

チャイナ龍翔（FOFs用）
（適格機関投資家専用）

チャイナ・エクイティ・
マザーファンドの受益
証券

当ファンドの
運 用 方 法

①主として、ブラジル、ロシア、インドおよび
中国地域（中国、香港、台湾）の株式を主要投
資対象とする複数の投資信託証券に投資するこ
とにより、信託財産の成長をめざします。
②各投資信託証券への配分は、主要投資対象国
（※）の成長性、政治社会情勢、市場環境、株
価バリュエーション、流動性等を分析して、信
託財産の純資産総額の25％±15％程度の範囲内
とします。
※主要投資対象国： ブラジル、ロシア、インド、

中国
③為替変動リスクを回避するための為替ヘッジ
は原則として行ないません。

投資信託証券
組 入 制 限 無制限

分 配 方 針

分配対象額は、経費控除後の配当等収益と売買
益（評価益を含みます。）等とし、原則として、
基準価額の水準等を勘案して分配金額を決定し
ます。ただし、分配対象額が少額の場合には、
分配を行なわないことがあります。



ダイワＢＲＩＣｓリターンズ・ファンド

■最近 5 期の運用実績

決　　算　　期
基　　準　　価　　額 ＭＳＣＩエマージング・マー

ケット指数（配当込み、円換算） 投資信託
受益証券
組入比率

純 資 産
総　　額（分配落） 税込み

分配金
期　中
騰落率 （参考指数） 期　中

騰落率
円 円 ％ ％ ％ 百万円

₈ 期末（2013年 ₂ 月20日） ₁₃, ₃₇₈ ₂₀₀ ₂₇. ₇ ₂₂, ₅₁₀ ₃₀. ₀ ₉₇. ₂ ₃₆₉
₉ 期末（2013年 ₈ 月20日） ₁₁, ₅₆₆ ₀ △ ₁₃. ₅ ₂₁, ₂₆₉ △ ₅. ₅ ₉₈. ₅ ₂₃₄
10期末（2014年 ₂ 月20日） ₁₂, ₀₄₅ ₀ ₄. ₁ ₂₂, ₈₀₃ ₇. ₂ ₉₈. ₃ ₁₉₉
11期末（2014年 ₈ 月20日） ₁₃, ₈₇₆ ₅₀₀ ₁₉. ₄ ₂₆, ₄₆₈ ₁₆. ₁ ₉₈. ₂ ₁₃₈
12期末（2015年 ₂ 月20日） ₁₄, ₃₀₆ ₀ ₃. ₁ ₂₈, ₀₅₄ ₆. ₀ ₉₈. ₁ ₁₂₀

（注 ₁ ）基準価額の騰落率は分配金込み。
（注 ₂ ） ＭＳＣＩエマージング・マーケット指数（配当込み、円換算）は、ＭＳＣＩ Inc. の承諾を得て、ＭＳＣＩエマージング・マーケット指数

（配当込み、米ドルベース）をもとに円換算し、当ファンド設定日を₁₀, ₀₀₀として大和投資信託が計算したものです。ＭＳＣＩエマージン
グ・マーケット指数は、ＭＳＣＩ Inc. が開発した株価指数で、同指数に対する著作権、知的所有権その他一切の権利はＭＳＣＩ Inc. に帰属
します。またＭＳＣＩ Inc. は、同指数の内容を変更する権利および公表を停止する権利を有しています。

（注 ₃ ）海外の指数は、基準価額への反映を考慮して、現地前営業日の終値を採用しています。

■当期中の基準価額と市況の推移
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ダイワＢＲＩＣｓリターンズ・ファンド

《運用経過》

◆基準価額等の推移について
【基準価額・騰落率】

期首：₁₃, ₈₇₆円　期末：₁₄, ₃₀₆円　騰落率：₃. ₁％
【基準価額の主な変動要因】

ブラジル、ロシア、インドおよび中国地域の株式に投資した結果、基準価額は値上がりしました。株式は、ロシア株、イ
ンド株などが上昇したことで、全体としてプラス要因となりました。一方で為替は、ロシア・ルーブルが対円で大幅安と
なったことなどから、全体ではマイナス要因となりました。

◆投資環境について
○ブラジル株式市況

ブラジル株式市況は、前期からの流れを引継ぎ上昇して始まりましたが、₂₀₁₄年 ₉ 月に格付会社ムーディーズが信用格
付け見通しをネガティブに引下げたことから悲観的な見方が広がり、下落に転じました。₁₀月の大統領選決選投票ではル
セフ大統領の続投が決定し、第 ₂ 次ルセフ政権の閣僚人事に市場の関心が集まる中で神経質な展開が続きました。その
後、ＯＰＥＣ（石油輸出国機構）総会での減産見送り決定で原油価格が急落したことなどを受け、₂₀₁₅年 ₁ 月にかけて株
式市場は軟調に推移しました。しかし期末にかけては、コモディティ価格の底入れの兆しやブラジル国内のインフレの沈
静化が好感され、下落幅を縮小しました。

○ロシア株式市況
ロシア株式市況は、期首から₂₀₁₄年₁₀月中旬にかけて、世界経済の先行き不安や、米国の量的金融緩和終了と利上げ開

始への警戒感、原油価格の下落、不安定なウクライナ情勢などから、軟調な値動きとなりました。₁₀月下旬には、ＥＣＢ
（欧州中央銀行）の追加刺激策への期待や米国経済に対する悲観的な見方の後退に加え、ウクライナへの天然ガス供給再
開をめぐりロシアとウクライナが合意に達するとの見通しが強まったことなども好感されて反発しましたが、₁₂月に入る
と、米国の追加制裁への警戒感やロシア・ルーブル安の加速、国内景気見通しの不透明感などから下落しました。₂₀₁₅年
₁ 月から期末にかけては、ウクライナ情勢の緊迫化などから調整する局面もありましたが、上昇基調となりました。株価
水準が割安であるほか、ＥＣＢの量的緩和決定、原油価格の反発、ウクライナ情勢の緊張緩和、ギリシャ債務交渉の楽観
的な見方などが投資家心理の改善につながりました。

年　　月　　日 基　　準　　価　　額 ＭＳＣＩエマージング・マーケット指数
（配当込み、円換算）

投資信託
受益証券
組入比率騰 落 率 （参考指数） 騰 落 率

円 ％ ％ ％
（期首）₂₀₁₄年 ₈ 月₂₀日 ₁₃, ₈₇₆ ― ₂₆, ₄₆₈ ― ₉₈. ₂

₈ 月末 ₁₄, ₃₂₃ ₃. ₂ ₂₆, ₇₄₀ ₁. ₀ ₉₈. ₅
₉ 月末 ₁₄, ₁₄₄ ₁. ₉ ₂₆, ₂₅₆ △ ₀. ₈ ₉₇. ₈
₁₀月末 ₁₃, ₄₉₉ △ ₂. ₇ ₂₆, ₂₁₁ △ ₁. ₀ ₉₈. ₄
₁₁月末 ₁₄, ₈₁₀ ₆. ₇ ₂₈, ₅₀₅ ₇. ₇ ₉₈. ₃
₁₂月末 ₁₃, ₇₂₆ △ ₁. ₁ ₂₇, ₅₉₀ ₄. ₂ ₉₈. ₇

₂₀₁₅年 ₁ 月末 ₁₃, ₇₃₄ △ ₁. ₀ ₂₇, ₄₈₆ ₃. ₈ ₉₈. ₅
（期末）₂₀₁₅年 ₂ 月₂₀日 ₁₄, ₃₀₆ ₃. ₁ ₂₈, ₀₅₄ ₆. ₀ ₉₈. ₁

（注）騰落率は期首比。
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ダイワＢＲＩＣｓリターンズ・ファンド

○インド株式市況
インド株式市況は、期首から₂₀₁₄年₁₀月中旬にかけて上値の重い展開が続きました。モディ政権による外資企業の投資

活性化政策や補助金削減等による財政赤字削減に対する期待感などが支援材料となった一方で、鉱工業生産の伸び率が市
場予想を下回ったことや欧州および中国の景気悪化懸念などがマイナス材料となりました。₁₀月中旬から₁₁月末にかけて
は、インフレ率の低下から早期利下げ観測が高まり、経済成長加速への期待により株式市場は上昇基調となりました。₁₂
月に入ると、原油価格の急落から世界的にリスク回避姿勢が強まり下落に転じましたが、原油価格に下げ止まりの兆しが
出てきたことやＥＣＢが量的金融緩和を決定したこと、ＲＢＩ（インド準備銀行）が緊急利下げを実施したことなどが好
感され、期末にかけて再び上昇基調となりました。

○中国株式市況
中国株式市況は、中国の景気減速への懸念や米国の量的緩和終了後の早期利上げ観測はあったものの、中国政府による

景気支援策や国有企業の構造改革などへの取り組みを背景に、堅調に推移しました。また、的を絞った金融緩和策や₂₀₁₄
年₁₁月に実施された利下げが市場へのサプライズとなったほか、インフラ・プロジェクトの承認件数の増加、₁₁月に開始
された香港・上海株式市場の相互取引の将来性への期待なども支援材料となりました。

○為替相場
・ブラジル ･ レアル

ブラジル・レアルは、対円で下落基調となりました。期首から₂₀₁₄年₁₀月末にかけては、ブラジル大統領選挙をめぐ
る世論調査の結果などに左右される展開が続きました。その後、₁₀月末のブラジル中央銀行の利上げをきっかけにレア
ルが上昇する場面や日銀の追加緩和策を受けて円が独歩安となる局面もあったものの、米国の利上げ期待や原油安など
からレアルは軟調に推移しました。期末には、ブラジル当局のレアル買い介入姿勢が後退するとの思惑などから、レア
ルは一段安となりました。

・ロシア・ルーブル
ロシア・ルーブルは、対円で下落基調となりました。原油価格の下落やロシア中央銀行の為替介入政策の変更を受け

て下方圧力が強まり大幅利上げが発表されたものの、資本規制導入への警戒感からさらにルーブル安が進行しました。
ロシア中央銀行とロシア政府が通貨防衛策を発表し反発する局面もありましたが、原油価格の一段の下落やウクライナ
情勢の緊迫化、大手格付会社による外貨建て長期債の格下げなどを受けて下落しました。期末にかけては、原油価格の
反発などを手がかりに下落幅を縮小しました。

・インド・ルピー
インド・ルピーは、対円で上昇基調となりました。期首から₂₀₁₄年₁₂月にかけては、日銀による追加金融緩和の実施

や日本の₂₀₁₄年 ₇ － ₉ 月期実質ＧＤＰ（国内総生産）成長率が市場予想を大幅に下回ったことなどを受けて円安が進行
したことで、上昇基調となりました。₁₂月に入ると、リスク回避傾向の強まりから他の新興国通貨とともにインド・ル
ピーも下落しましたが、インド経済への成長期待などを背景に期末にかけては上昇傾向を取り戻しました。

・香港ドル
香港ドルは米ドルペッグ制（米ドルに連動する政策）を採用しているため、米ドルに連動した動きとなりました。香

港ドルは対円で大幅に上昇しました。
◆前期における「今後の運用方針」

〈投資信託受益証券組入比率〉
当面₉₀～₁₀₀％とする運用を継続する方針です。

〈ポートフォリオ〉
・「ＢＮＰパリバ・ブラジル株式ファンド（FOFs 用）（適格機関投資家専用）」、「ダイワ・ロシア株ファンド（FOFs

用）（適格機関投資家専用）」、「ダイワ・ダイナミック・インド株ファンド（FOFs 用）（適格機関投資家専用）」、
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ダイワＢＲＩＣｓリターンズ・ファンド

「チャイナ龍翔（FOFs 用）（適格機関投資家専用）」の投資信託証券を通じて、ブラジル、ロシア、インドおよび
中国地域（中国、香港、台湾、韓国、シンガポール）の株式に投資を行ない、信託財産の成長をめざします。

・投資対象ファンドの組入比率は、主要投資対象国（ブラジル、ロシア、インド、中国）の成長性、政治社会情勢、市
場環境、株価バリュエーション、流動性等を分析して、それぞれ信託財産の純資産総額の₂₅％±₁₅％の範囲内としま
す。

・当面の景況感や今後の企業業績見通しなどについては、新興国の成長率が巡航速度に落ち着きつつある中、政府の景
気刺激策や構造改革によって一定の成長率が維持されることが期待される中国市場が、相対的に魅力的と考えます。

◆ポートフォリオについて
○当ファンド

投資対象ファンドの組入比率は、主要投資対象国（ブラジル、ロシア、インド、中国）の成長性、政治・社会情勢、市
場環境、株価バリュエーション、流動性等を分析して、信託財産の純資産総額の₂₅％±₁₅％の範囲内で決定しました。相
対的に高い経済や企業業績の成長見通しなどから中国市場が魅力度の高い市場と判断し、「チャイナ龍翔（FOFs 用）（適
格機関投資家専用）」の組入比率を高位としました。一方で、地政学的リスクの高まりや経済成長の減速が懸念された
「ダイワ・ロシア株ファンド（FOFs 用）（適格機関投資家専用）」は、組入比率を低位としました。

○ＢＮＰパリバ・ブラジル株式ファンド（FOFs 用）（適格機関投資家専用）
今後の金利上昇懸念による不動産セクターへの影響を考慮して、株価が高値圏にあると判断した銘柄を売却する一方、

金利上昇による利益の増加が見込まれる銀行セクターの組入れを継続しました。また、大統領選挙の行方に左右される相
場展開を想定し、慎重なスタンスで運用を行ないました。選挙後の輸出関連の銘柄の上昇を見込む一方、紙・パルプや保
険セクターなどへのセクター配分を抑える運用を行ないました。また期末にかけては、汚職疑惑をめぐる先行き不透明感
から PETROBRAS（エネルギー）を一部売却しました。

○ダイワ・ロシア株ファンド（FOFs 用）（適格機関投資家専用）
ルーブル安の恩恵や堅調なキャッシュフローが見込まれる素材セクターを積極的に組入れ、規制リスクが懸念され、業

績見通しに不透明感が高い公益事業セクターに対しては慎重な投資姿勢を維持しました。株価水準に割安感があると判断
した MOBILE TELESYSTEMS（電気通信サービス）の買増しや業績拡大が見込まれた ALROSA（素材）などの組入れ
を引上げました。一方で、国内景気と経済制裁の影響が懸念された VTB BANK（金融）やニッケル価格の下落による業
績見通しが悪化した MMC NORILSK NICKEL（素材）などを一部売却しました。

○ダイワ・ダイナミック・インド株ファンド（FOFs 用）（適格機関投資家専用）
主にインド経済の発展に必要なインフラ（社会基盤）投資と消費の拡大に関連すると判断される銘柄の中から、高い利

益成長が見込まれる銘柄に分散投資を行ないました。業種では、インフラ投資拡大の恩恵が期待される資本財・サービス
や素材に加え、所得水準の向上や民間消費の拡大に伴い業績拡大が見込まれる一般消費財・サービス、生活必需品、景気
回復による不動産投資や資金需要の回復の恩恵が期待される金融を組入上位としました。個別銘柄では、天然ガス価格の
引上げ等の恩恵が期待された RELIANCE INDUSTRIES（エネルギー）、規制緩和や資金需要回復による業績拡大が期待
された HOUSING DEVELOPMENT FINANCE（金融）、ICICI BANK（金融）、STATE BANK OF INDIA（金融）、堅
調なタバコ事業だけでなく、事業の多角化を通じた収益拡大が期待された ITC（生活必需品）の組入比率を高位としま
した。

○チャイナ龍翔（FOFs 用）（適格機関投資家専用）
中国経済の成長からメリットを受ける有望な銘柄の中より、高い利益成長が見込まれる企業を精査・選別し、₁₁₀銘柄

程度を組入れました。地域別では、韓国やシンガポールなどが出遅れた一方、投資対象国のうち₉₀％以上を占める中国は
堅調に推移しました。セクター別では、的を絞った緩和策の恩恵を受けるとみられた銀行などの金融、香港市場も含めた
潜在的な需要が期待できる携帯電話会社などの電気通信サービス、欧米での景気回復の恩恵を受けるとみられた情報技術
セクターなどを高位の組入れとしました。個別銘柄では、中国の大手ソフトウエア会社や携帯電話会社、銀行などの銘柄
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などを組入れました。株式組入比率は、期を通じておおむね₉₅～₉₇% 程度と高位水準で推移させました。
◆ベンチマークとの差異について

当ファンドは運用の評価または目標基準となるベンチマークを設けておりません。
以下のグラフは、当ファンドの基準価額と参考指標との騰落率の対比です。

（％）
7. 0
6. 0
5. 0
4. 0
3. 0
2. 0
1. 0
0. 0

当　期
（2014. 8. 20～2015. 2. 20）

基準価額
ＭＳＣＩエマージング・マーケット指数
（配当込み、円換算）

◆分配金について
当期は、経費控除後の配当等収益が少額だったため、収益分配を見送らせていただきました。
なお、留保益につきましては、運用方針に基づき運用させていただきます。

■分配原資の内訳（ 1 万口当り）

項 目
当 期

₂₀₁₄年 ₈ 月₂₁日
～₂₀₁₅年 ₂ 月₂₀日

当 期 分 配 金 （ 税 込 み ） （円） ―
対 基 準 価 額 比 率 （％） ―
当 期 の 収 益 （円） ―
当 期 の 収 益 以 外 （円） ―

翌 期 繰 越 分 配 対 象 額 （円） ₄, ₃₀₅
（注 ₁ ） 「当期の収益」は「経費控除後の配当等収益」および「経費控除後の有価

証券売買等損益」から分配に充当した金額です。また、「当期の収益以外」
は「収益調整金」および「分配準備積立金」から分配に充当した金額です。

（注 ₂ ） 円未満は切捨てており、当期の収益と当期の収益以外の合計が当期分配金
（税込み）に合致しない場合があります。

（注 ₃ ） 当期分配金の対基準価額比率は当期分配金（税込み）の期末基準価額（分
配金込み）に対する比率で、ファンドの収益率とは異なります。

《今後の運用方針》

○当ファンド
「ＢＮＰパリバ・ブラジル株式ファンド（FOFs 用）（適格機関投資家専用）」、「ダイワ・ロシア株ファンド（FOFs 用）

（適格機関投資家専用）」、「ダイワ・ダイナミック・インド株ファンド（FOFs 用）（適格機関投資家専用）」、「チャイナ
龍翔（FOFs 用）（適格機関投資家専用）」の投資信託証券を通じて、ブラジル、ロシア、インドおよび中国地域（中国、
香港、台湾、韓国、シンガポール）の株式に投資を行ない、信託財産の成長をめざします。投資対象ファンドの組入比率

5



ダイワＢＲＩＣｓリターンズ・ファンド

は、主要投資対象国（ブラジル、ロシア、インド、中国）の成長性、政治社会情勢、市場環境、株価バリュエーション、流
動性等を分析して、それぞれ信託財産の純資産総額の₂₅％±₁₅％の範囲内とします。

○ＢＮＰパリバ・ブラジル株式ファンド（FOFs 用）（適格機関投資家専用）
「ＢＮＰパリバ・ブラジル株式マザーファンド」の受益証券への投資を通じて、株価バリュエーションに十分留意しつつ

持続的成長が可能な企業を選別し、業種分散を図ったポートフォリオ運用に注力します。第 ₂ 次ルセフ政権による財政支出
の削減や増税による財政状況の改善に加え、レアル安による経常収支の改善などによって中長期的にはブラジル経済が回復
に向かうとの見方がある一方で、短期的には、通貨政策や米国の利上げ時期をめぐる思惑など不透明な要素が意識されま
す。このような投資環境を踏まえ、今後の運用方針については慎重なスタンスを継続します。

当マザーファンドの外貨建資産の運用にあたっては、ＢＮＰパリバ　アセットマネジメント　ブラジルに運用の指図にか
かる権限を委託し、今後の運用を行なってまいります。

○ダイワ・ロシア株ファンド（FOFs 用）（適格機関投資家専用）
「ダイワ・ロシア株マザーファンド」の受益証券への投資を通じて、豊富な天然資源の強みを背景に国内需要の拡大など

産業構造の変化が進むロシア経済において、成長が期待される企業に投資することにより、信託財産の中長期的な成長をめ
ざして運用を行ないます。当面は、原油価格、ルーブル、ウクライナ情勢の動向を注視します。ルーブル安の恩恵や堅調な
キャッシュフロー、相対的に高い配当が期待できる素材セクターに注目している一方で、国内景気や経済制裁の影響が懸念
される銀行株、規制リスクが懸念され、業績見通しに不透明感が高い公益事業セクターに対して慎重な見方をしています。

当マザーファンドの外貨建資産の運用にあたっては、デカ・インベストメント社に運用の指図にかかる権限を委託し、今
後の運用を行なってまいります。

○ダイワ・ダイナミック・インド株ファンド（FOFs 用）（適格機関投資家専用）
「ダイワ・インド株アクティブ・マザーファンド」の受益証券への投資を通じて、主にインド経済の発展に必要なインフ

ラ投資と消費の拡大に関連すると判断される銘柄の中から、株価動向を踏まえ、財務内容が良好で安定的な利益成長が見込
まれる企業を中心に投資してまいります。業種では、インフラ投資拡大の恩恵が見込まれる素材や資本財・サービス、所得
水準の向上や民間消費の拡大に伴い業績拡大が見込まれる一般消費財・サービス、生活必需品、景気回復による不動産投資
や資金需要の回復の恩恵が期待される金融などに注目していきます。

当マザーファンドの外貨建資産の運用にあたっては、SBI Funds Management Private Limited の助言を受け、ダイワ・
アセット・マネジメント（シンガポール）リミテッドに運用の指図にかかる権限を委託し、今後の運用を行なってまいりま
す。

○チャイナ龍翔（FOFs 用）（適格機関投資家専用）
「チャイナ・エクイティ・マザーファンド」の受益証券への投資を通じて、中国地域の株式を実質的な主要投資対象と

し、中国の経済成長からメリットを受ける有望な投資テーマ（アイデア）にフォーカスして投資してまいります。中国経済
については、インフラ投資に加え不動産投資も徐々に回復に向かうとみられ、共に今後の景気回復に重要な役割を果たして
いくとみています。さらに、小売売上や自動車販売などの伸びが加速するなど、景気回復に好循環が生まれてきているとみ
られます。業種では、構造改革や都市化の進展による恩恵が見込める電力やガス、水道、再生エネルギー、情報技術、イン
ターネット関連、ヘルスケアなどに注目していきます。

当マザーファンドの外貨建資産の運用にあたっては、ダイワ・エス・ビー・インベストメンツ（香港）・リミテッドに運
用の指図にかかる権限を委託し、今後の運用を行なってまいります。
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■利害関係人との取引状況
当期中における利害関係人との取引はありません。

■組入資産明細表
ファンド・オブ・ファンズが組入れた邦貨建ファンドの
明細

フ ァ ン ド 名 当 期 末
口 数 評価額 比 率

株式ファンド 千口 千円 ％ 

ダイワ・ダイナミック・インド株ファンド
（FOFs 用）（適格機関投資家専用） ₁₂, ₀₃₃. ₆₇₆ ₂₉, ₂₈₇ ₂₄. ₂ 
ダイワ・ロシア株ファンド

（FOFs 用）（適格機関投資家専用） ₁₁, ₃₇₅. ₄₄₃ ₃₀, ₅₁₆ ₂₅. ₂ 
BNP パリバ・ブラジル株式ファンド

（FOFs 用）（適格機関投資家専用） ₂₂, ₄₁₂. ₄₅₂ ₂₈, ₅₈₂ ₂₃. ₆ 
チャイナ龍翔（FOFs 用）

（適格機関投資家専用） ₁₂, ₁₉₂. ₇₆₄ ₃₀, ₁₉₆ ₂₅. ₀ 

合 計 口 数、 金 額 ₅₈, ₀₁₄. ₃₃₅ ₁₁₈, ₅₈₃ 
銘柄数＜比率＞ ₄ 銘柄  ＜₉₈. ₁％＞ 

（注 ₁ ）比率欄は、純資産総額に対する評価額の比率。
（注 ₂ ）評価額の単位未満は切捨て。

■売買および取引の状況
投資信託受益証券

（₂₀₁₄年 ₈ 月₂₁日から₂₀₁₅年 ₂ 月₂₀日まで）
買　　　　付 売　　　　付

口 数 金 額 口 数 金 額
千口  千円 千口 千円

ダイワ・ダイナミック・
インド株ファンド（FOFs 用）

（適格機関投資家専用）
― ― ₄, ₉₈₁. ₇₂₃ ₁₁, ₀₀₀ 

ダイワ・ロシア株
ファンド（FOFs 用）

（適格機関投資家専用）
₁, ₇₆₆. ₈₉₃ ₄, ₀₀₀ ₂, ₁₂₀. ₈₉₅ ₅, ₅₀₀ 

BNP パリバ・ブラジル
株式ファンド（FOFs 用）

（適格機関投資家専用）
₄, ₅₅₃. ₁₆₇ ₆, ₅₀₀ ₄, ₃₃₅. ₅₅₈ ₆, ₅₀₀ 

チャイナ龍翔（FOFs 用）
（適格機関投資家専用） ₄₇₁. ₆₉₉ ₁, ₀₀₀ ₄, ₆₆₂. ₃₈₆ ₁₀, ₅₀₀ 

（注 ₁ ）金額は受渡し代金。
（注 ₂ ）金額の単位未満は切捨て。

■ 1 万口当りの費用の明細

項　　　目
当期

項　　目　　の　　概　　要（₂₀₁₄. ₈. ₂₁～₂₀₁₅. ₂. ₂₀）
金　額 比　率

信託報酬  ₆₄円 ₀. ₄₅₇％ 信託報酬＝期中の平均基準価額×信託報酬率 
　　　　　期中の平均基準価額（月末値の平均値）は₁₃, ₉₁₇円です。

（投信会社）  （₈）  （₀. ₀₅₄） 投信会社分は、ファンドの運用と調査、受託銀行への運用指図、基準価額の計算、目論見書・運用報告書の作成等の対価
（販売会社）  （₅₃）  （₀. ₃₈₁） 販売会社分は、運用報告書等各種書類の送付、口座内での各ファンドの管理、購入後の情報提供等の対価
（受託銀行）  （₃）  （₀. ₀₂₂） 受託銀行分は、運用財産の管理、投信会社からの指図の実行の対価

売買委託手数料  ― ― 売買委託手数料＝期中の売買委託手数料／期中の平均受益権総口数 
売買委託手数料は、有価証券等の売買の際、売買仲介人に支払う手数料

有価証券取引税  ― ― 有価証券取引税＝期中の有価証券取引税／期中の平均受益権口数 
有価証券取引税は、有価証券の取引の都度発生する取引に関する税金

その他費用  ₁   ₀. ₀₀₄   その他費用＝期中のその他費用／期中の平均受益権口数
（監査費用）  （₁）  （₀. ₀₀₄） 監査費用は、監査法人等に支払うファンドの監査に係る費用
合　　　　計  ₆₄   ₀. ₄₆₁  

（注 ₁ ）期中の費用（消費税のかかるものは消費税を含む）は追加、解約によって受益権口数に変動があるため、項目の概要の簡便法により算出した結果です。
（注 ₂ ）金額欄は各項目ごとに円未満を四捨五入してあります。
（注 ₃ ）比率欄は ₁ 万口当りのそれぞれの費用金額を期中の平均基準価額で除して100を乗じたものです。

■投資信託財産の構成
₂₀₁₅年 ₂ 月₂₀日現在

項 目 当　　　期　　　末
評　価　額 比　　 率

千円 ％
投 資 信 託 受 益 証 券 ₁₁₈, ₅₈₃ ₉₇. ₆ 

コ ー ル ・ ロ ー ン 等、 そ の 他 ₂, ₉₄₆ ₂. ₄ 

投 資 信 託 財 産 総 額 ₁₂₁, ₅₃₀ ₁₀₀. ₀ 
（注）評価額の単位未満は切捨て。
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■資産、負債、元本および基準価額の状況
₂₀₁₅年 ₂ 月₂₀日現在

項 目 当 期 末
（Ａ）資 産 121， 530， 014円

コ ー ル   ・ ロ ー ン 等 ₂, ₉₄₆, ₃₅₅  
投 資 信 託 受 益 証 券（評価額） ₁₁₈, ₅₈₃, ₆₅₉  

（Ｂ）負 債 596， 110  
未 払 信 託 報 酬 ₅₉₀, ₉₄₁  
そ の 他 未 払 費 用 ₅, ₁₆₉  

（Ｃ）純 資 産 総 額（Ａ－Ｂ） 120， 933， 904  
元 本 ₈₄, ₅₃₄, ₃₃₀  
次 期 繰 越 損 益 金 ₃₆, ₃₉₉, ₅₇₄  

（Ｄ）受 益 権 総 口 数 ₈4， 534， 330口
1 万口当り基準価額（Ｃ／Ｄ） 14， 306円

＊ 期首における元本額は₁₀₀, ₀₂₀, ₃₁₀円、当期中における追加設定元本額は
₁, ₅₇₀, ₉₉₉円、同解約元本額は₁₇, ₀₅₆, ₉₇₉円です。

＊当期末の計算口数当りの純資産額は₁₄, ₃₀₆円です。

■損益の状況
当期　自₂₀₁₄年 ₈ 月₂₁日　至₂₀₁₅年 ₂ 月₂₀日

項 目 当 期
（Ａ）配 当 等 収 益 605円

受 取 利 息 ₆₀₅
（Ｂ）有価証券売買損益 4， 202， 093

売 買 益 ₁₂, ₃₁₇, ₁₅₃
売 買 損 △ ₈, ₁₁₅, ₀₆₀

（Ｃ）信 託 報 酬 等 △ 596， 110
（Ｄ）当 期 損 益 金（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 3， 606， 5₈₈
（Ｅ）前期繰越損益金 5， 071， 100
（Ｆ）追加信託差損益金 27， 721， ₈₈6

（配 当 等 相 当 額）（ ₈, ₃₀₆, ₇₀₇）
（売 買 損 益 相 当 額）（ ₁₉, ₄₁₅, ₁₇₉）

（Ｇ）合 計（Ｄ＋Ｅ＋Ｆ） 36， 399， 574
次期繰越損益金（Ｇ） 36， 399， 574
追 加 信 託 差 損 益 金 ₂₇, ₇₂₁, ₈₈₆

（配 当 等 相 当 額）（ ₈, ₃₀₆, ₇₀₇）
（売 買 損 益 相 当 額）（ ₁₉, ₄₁₅, ₁₇₉）
分 配 準 備 積 立 金 ₈, ₆₇₇, ₆₈₈

（注 ₁ ） 信託報酬等には信託報酬に対する消費税等相当額を含めて表示しておりま
す。

（注 ₂ ） 追加信託差損益金とは、追加信託金と元本との差額をいい、元本を下回る
場合は損失として、上回る場合は利益として処理されます。

（注 ₃ ） 収益分配金の計算過程は「収益分配金の計算過程（総額）」の表を参照。

【本資料は、受益者のみなさまにファンドの運用状況をお知らせするためのものであり、投資の勧誘を目的としたものではありません。】

■収益分配金の計算過程（総額）
項 目 当 期

（ａ）経 費 控 除 後 の 配 当 等 収 益 ₅₄₅円
（ｂ）経費控除後の有価証券売買等損益 ₃, ₆₀₆, ₀₄₃
（ｃ）収 益 調 整 金 ₂₇, ₇₂₁, ₈₈₆
（ｄ）分 配 準 備 積 立 金 ₅, ₀₇₁, ₁₀₀
（ｅ）当 期 分 配 対 象 額（ａ＋ｂ＋ｃ＋ｄ） ₃₆, ₃₉₉, ₅₇₄
（ｆ）分 配 金  ₀
（ｇ）翌 期 繰 越 分 配 対 象 額（ｅ－ｆ） ₃₆, ₃₉₉, ₅₇₄
（ｈ）受 益 権 総 口 数 ₈₄, ₅₃₄, ₃₃₀口

　当ファンドは少額投資非課税制度「ＮＩＳＡ（ニーサ）」の
適用対象です。非課税口座における取扱いについては販売会
社にお問い合わせください。

《お知らせ》
●運用報告書（全体版）の電子交付について

　2014年12月 1 日施行の法改正により、運用報告書は「交
付運用報告書」と「運用報告書（全体版）」（本書）の 2 種
類になりましたが、「運用報告書（全体版）」については、
交付に代えて電子交付する旨を信託約款に定めました。

●書面決議手続きの改正について
　重大な約款変更や繰上償還の際に行なう書面決議につい
て、2014年12月 1 日施行の法改正により以下の点が変更さ
れたことに伴い、信託約款の該当箇所の変更を行ないまし
た。
・ 書面決議の可決要件が、「受益者の半数以上の賛成かつ

受益者の保有する議決権の 3 分の 2 以上の賛成を得るこ
と」から「受益者の保有する議決権の 3 分の 2 以上の賛
成を得ること」に変更されました。

・ 投資信託の併合を行なう際、すべての場合で書面決議が
必要とされてきましたが、その併合が受益者の利益に及
ぼす影響が軽微なものであるときは、当該併合に関する
書面決議が不要となりました。

・ 書面決議に反対した受益者による受益権買取請求の規定
について、一部解約請求に応じる投資信託（当ファンド
は該当します。）には適用されなくなりました。
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受益者のみなさまへ
平素は格別のご愛顧を賜り厚くお礼申し上げます。
BNP パリバ・ブラジル株式ファンド（FOFs 用）（適
格機関投資家専用）は、₂₀₁₄年₁₁月₁₀日に第₁₂期決
算を行いました。
ここに、期中の運用状況と収益分配金をご報告申し
上げます。
今後とも一層のご愛顧を賜りますよう、お願い申し
上げます。

■当ファンドの仕組みは次の通りです。
商品分類 追加型投信／海外／株式

信託期間 設定日 ︵₂₀₀₉年 ₂ 月₁₆日）から無期限

運用方針
マザーファンド受益証券への投資を通じて、中長期
的に信託財産の着実な成長を目的として運用を行い
ます。

主要運用
対 象

BNP パリバ・ブ
ラジル株式ファ
ンド（FOFs 用）

（適格機関投資家
専用）

BNP パリバ・ブラジル株式マ
ザーファンド受益証券を主要投
資対象とします。

BNP パリバ・ブ
ラ ジ ル 株 式 マ
ザーファンド

主として、ブラジルに本社を置
く企業もしくはブラジル国内に
て主に事業活動を営む企業が発
行する株式等を投資対象としま
す。

組入制限

BNP パリバ・ブ
ラジル株式ファン
ド（FOFs 用）

（適格機関投資家
専用）

 マザーファンド受益証券への投資
割合には制限を設けません。

 株式への実質投資割合には制限を
設けません。

 外貨建資産への実質投資割合には
制限を設けません。

BNP パリバ・ブ
ラ ジ ル 株 式 マ
ザーファンド

 株式への投資割合には制限を設け
ません。

 外貨建資産への投資割合には制限
を設けません。

分配方針

決算時（年 ₂ 回。毎年 ₅ 月₁₀日および₁₁月₁₀日（休
業日の場合は翌営業日））に原則として、分配を行
います。分配金額は、基準価額の水準、市況動向
等を勘案して委託会社が決定します。ただし、分配
対象額が少額の場合、分配を行わないこともありま
す。

お問い合わせ窓口
BNP パリバ インベストメント・パートナーズ株式会社　
電話番号：0120︲996︲222
受付時間：毎営業日 午前10時～午後 5 時

BNPパリバ・ブラジル株式ファンド（FOFs用）
（適格機関投資家専用）

BNPパリバ インベストメント・パートナーズ株式会社
東京都千代田区丸の内1︲9︲1　グラントウキョウ ノースタワー

運用報告書

追加型投信／海外／株式
第12期（決算日 2014年11月10日）



ＢＮＰパリバ・ブラジル株式ファンド（FOFs 用）（適格機関投資家専用）

■当期中の基準価額等の推移

年　 月 　日
基 準 価 額 ボベスパ指数

（円換算ベース） 株　式
組　入
比　率

新株予約
権付社債

（転換社債）
比　　率騰落率 （参考指数） 騰落率

円 ％ ％ ％ ％
（期首）₂₀₁₄年 ₅ 月₁₂日 ₁₄, ₈₈₅ ― ₁₄₄. ₈ ― ₉₅. ₁ ₀. ₅

₅ 月末 ₁₄, ₄₉₅ △ ₂. ₆ ₁₄₁. ₆ △ ₂. ₂ ₉₆. ₆ ₀. ₅
₆ 月末 ₁₄, ₇₉₁ △ ₀. ₆ ₁₄₅. ₅ ₀. ₅ ₉₆. ₂ ₀. ₅
₇ 月末 ₁₅, ₅₆₅ ₄. ₆ ₁₅₄. ₃ ₆. ₅ ₉₆. ₆ ₀. ₅
₈ 月末 ₁₆, ₇₁₅ ₁₂. ₃ ₁₆₅. ₃ ₁₄. ₂ ₉₅. ₉ ₀. ₄
₉ 月末 ₁₄, ₇₆₅ △ ₀. ₈ ₁₄₄. ₇ △ ₀. ₁ ₉₅. ₃ ₀. ₅
₁₀月末 ₁₄, ₃₇₅ △ ₃. ₄ ₁₄₁. ₀ △ ₂. ₆ ₉₆. ₅ ₀. ₅

（期末）₂₀₁₄年₁₁月₁₀日 ₁₄, ₃₁₉ △ ₃. ₈ ₁₄₁. ₂ △ ₂. ₅ ₉₅. ₇ ₀. ₆
（注 ₁ ）基準価額は ₁ 万口当たり。
（注 ₂ ）騰落率は期首比です。
（注 ₃ ） 当ファンドはマザーファンドを組み入れますので、「株式組入比率」、「新株

予約権付社債（転換社債）比率」は実質比率を記載しております。
（注 ₄ ） ボベスパ指数（円換算ベース）は参考指数として併記しており、ブルーム

バーグのデータをもとに、ＢＮＰパリバ インベストメント・パートナーズ
株式会社が₂₀₀₉年 ₂ 月₁₆日を₁₀₀として指数化しております。また、基準価
額への反映を考慮して、現地前営業日の終値を記載しております。なお、ボ
ベスパ指数（円換算ベース）は当ファンドのベンチマークではありません。

■最近 5 期の運用実績

決 　算 　期
基　準　価　額 ボベスパ指数

（円換算ベース） 株式
組入
比率

新株予約
権付社債

（転換社債）
比　　率

純資産
総　額（分配落）税込み

分配金
期　中
騰落率 （参考指数） 期　中

騰落率
円 円 ％ ％ ％ ％ 百万円

₈ 期（2012年₁₁月12日） ₁₃, ₃₆₅ ₀ △ ₅. ₉ ₁₃₂. ₀ △ ₇. ₈ ₉₇. ₃ ― ₆₀
₉ 期（2013年 ₅ 月10日） ₁₇, ₁₃₁ ₀ ₂₈. ₂ ₁₆₄. ₁ ₂₄. ₃ ₉₆. ₃ ― ₈₈
₁₀期（2013年₁₁月11日） ₁₃, ₉₀₀ ₀ △ ₁₈. ₉ ₁₃₂. ₆ △ ₁₉. ₂ ₉₃. ₆ ― ₅₇
₁₁期（2014年 ₅ 月12日） ₁₄, ₈₈₅ ₀ ₇. ₁ ₁₄₄. ₈ ₉. ₂ ₉₅. ₁ ₀. ₅ ₅₁
₁₂期（2014年₁₁月10日） ₁₄, ₃₁₉ ₀ △ ₃. ₈ ₁₄₁．₂ △  ₂．₅ ₉₅. ₇ ₀. ₆ ₃₂

（注 ₁ ）基準価額は ₁ 万口当たり。
（注 ₂ ） 当ファンドはマザーファンドを組み入れますので、「株式組入比率」、「新株

予約権付社債（転換社債）比率」は実質比率を記載しております。
（注 ₃ ） ボベスパ指数（円換算ベース）は参考指数として併記しており、ブルーム

バーグのデータをもとに、ＢＮＰパリバ インベストメント・パートナーズ
株式会社が₂₀₀₉年 ₂ 月₁₆日を₁₀₀として指数化しております。また、基準価
額への反映を考慮して、現地前営業日の終値を記載しております。なお、ボ
ベスパ指数（円換算ベース）は当ファンドのベンチマークではありません。

■分配原資の内訳（単位：円、 1 万口当たり、税引前）
項 目 当 期

当 期 分 配 金 ―円
当 期 の 収 益 ―
当 期 の 収 益 以 外 ―

翌 期 繰 越 分 配 対 象 額 ₁₁, ₄₈₇
（注） 当期の収益、当期の収益以外は小数点以下切捨てで算出しているため合計が

当期分配金と一致しない場合があります。

■当期の運用状況と今後の運用方針
（₂₀₁₄年 ₅ 月13日から₂₀₁₄年₁₁月₁₀日まで）

設定以来の基準価額の推移
26, 000
24, 000
22, 000
20, 000
18, 000
16, 000
14, 000
12, 000
10, 000
8, 000
6, 000
2009/2/16
（設定日）

（円）

2010/5/10
（第 3期決算日）

2011/11/10
（第 6期決算日）

2013/5/10
（第 9期決算日）

2014/11/10
（第12期決算日）

（ご参考）ボべスパ指数（円換算ベース）の推移
245
230
215
200
185
170
155
140
125
110
95
80
65
2009/2/16 2010/5/10 2011/11/10 2013/5/10 2014/11/10
（注）上記のグラフは、ボベスパ指数（円換算ベース）のインデックスの値を、

2009年 2 月16日を100として指数化して表示しております。なお、上記
は参考情報として掲げたものであり、当ファンドのベンチマークではあ
りません。

1 ．当期の運用状況
●基準価額の推移と変動要因

当期末の基準価額は₁₄, ₃₁₉円となり、当期中は₃. ₈％の下落となり
ました。当ファンドは主要投資対象であるＢＮＰパリバ・ブラジル株
式マザーファンドを高位に組み入れる運用を行ったために、ブラジル
株式市況および為替市況の影響を大きく受けました。

ブラジル株式市場が下落したことや、為替市場におけるブラジル・
レアルの対円および対ドルでの下落（当ファンドは ADR（米国預託
証書）といった米ドル建て株式等にも投資しております。また、レア
ルと円との為替取引は米ドルを介して行われます。）がマザーファン
ドの基準価額の下落につながり、当ファンドの基準価額のマイナス要
因となりました。

●収益分配金
当決算期においては、キャピタル・ゲイン重視のファンド運用方針

に鑑み、分配金のお支払いは見送りとさせていただきました。なお、
分配金に充てなかった留保益については、特に制限を設けず、元本と
同一の運用を行います。
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ＢＮＰパリバ・ブラジル株式ファンド（FOFs 用）（適格機関投資家専用）

業種別構成比（ＧＩＣＳ10分類） 

2014年11月10日現在

（注）業種別構成比は対保有株式時価総額比率。

生活必需品
18. 0%

金融
41. 6%

素材
14. 6%

エネルギー
11. 7%

資本財・サービス
5. 9%

その他の業種
8. 2%

ＢＮＰパリバ・ブラジル株式マザーファンド
株式組入上位10銘柄

₂₀₁₄年₁₁月₁₀日現在

順位 銘　　　　　　柄 業　種 比率
₁ イタウ・ウニバンコ－ＰＲＦ 金融 ₁₂. ₈％
₂ ブラデスコ銀行－ＡＤＲ（ＰＲＦ） 金融 ₇. ₃％
₃ インベスティメントス・イタウ－ＰＲＦ 金融 ₆. ₁％
₄ ペトロブラス－ＰＲＦ エネルギー ₅. ₁％
₅ ＢＢセグリダーデ・パルティチパソエス 金融 ₄. ₄％
₆ スザノ・パペル・エ・セルロース 素材 ₄. ₄％
₇ アンベブ－ＡＤＲ 生活必需品 ₃. ₇％
₈ ペトロブラス－ＡＤＲ（ＰＲＦ） エネルギー ₃. ₅％
₉ アンベブ 生活必需品 ₃. ₄％
₁₀ ブラジレイラ・デ・ディストリブイソン－ＰＲＦ 生活必需品 ₃. ₃％

株式組入銘柄総数 ₅₂銘柄
（注 ₁ ） 業種は原則としてＧＩＣＳ（世界産業分類基準）のセクター分類に準じて表

示。
（注 ₂ ）同一企業であっても、株式種別によってそれぞれ別銘柄として表記。
　　 　 ＰＲＦ：優先株、ＡＤＲ：米国預託証書。

（注 ₃ ）組入比率は対純資産総額比率。

●運用状況
当ファンドは、ＢＮＰパリバ・ブラジル株式マザーファンドを高位

に組み入れる運用を継続いたしました。

2 ．当期の投資環境
＜ブラジル株式市況＞

当期中のブラジル株式市場は、₂₀₁₄年 ₉ 月上旬までは上昇が続いた
ものの、その後は反落し、期末にはほぼ期初を下回る水準にまで下落
しました。代表的なボベスパ指数の当期末の終値は前期末比₂. ₅％安
の₅₂, ₇₂₅. ₃₈ポイントとなりました。
主な株価変動要因
●　当期はボベスパ指数が₅₄, ₀₀₀ポイントを回復して始まったもの

の、ブラジル国内の経済見通しが引き下げられたことや弱い経済

指標を背景に ₆ 月上旬まで下落基調で推移しました。その後は、
₁₀月開催の大統領選に関する世論調査でルセフ大統領の支持率が
低下したことで政府系企業を中心に株が買われたことや、米国の
株価が市場最高値を連日更新したこと、サッカーＷ杯開幕に伴う
ブラジルへの期待感の高まりなどを背景に、 ₆ 月中旬まで相場は
上昇しました。しかし、経済活動指数の低下からブラジル経済に
対する悲観的な見方が強まったことや、政権交代への期待による
株価上昇は行き過ぎとの見方から国有企業の株式を中心に売られ
ると共に、利益確定目的と見られる売り圧力も強まったことから
相場は軟調に推移しました。 ₇ 月に入り ₆ 月の米雇用統計や、 ₆
月の中国製造業活動が今年に入って最も速いペースで拡大したこ
とを受けて、世界経済の見通しが改善し、欧米株式をはじめブラ
ジル株式市場も上昇しました。また、自国開催となったサッカー
ワールドカップ（Ｗ杯）でのブラジル敗退が、政権交代と経済成
長見通しの改善につながるとの観測が広がり相場を押し上げまし
た。 ₇ 月下旬から ₈ 月中旬にかけては、ポルトガルの大手銀行

（バンコ・エスピリト・サント）の経営危機やアルゼンチンのデ
フォルト（債務不履行）、ウクライナ問題をめぐるロシアと欧米
の対立の深刻化や、現職のルセフ大統領の再選の可能性が高まっ
たことなどを嫌気し軟調な相場展開となりました。 ₈ 月中旬から
新大統領候補者への期待が高まったことや、ブラジル中央銀行が
融資を促進させる政策を発表したこと、地政学的リスクが和らい
だことなどに伴い投資家心理が改善するなど株式市場は上昇し、
ボベスパ指数は ₉ 月上旬に当期中の高値である年初来の高値を更
新しました。

●　しかし、上昇相場は長くは続かず、ブラジル国内の冴えない景気
見通しや株価の急速な上昇への反動などから利益確定の売りが見
られ、さらに ₉ 月 ₉ 日には米国の格付会社ムーディーズがブラジ
ルの信用格付け見通しをネガティブに引き下げたことから、経済
成長見通しについて悲観的な見方が広がり市場は下落しました。
その後も、₁₀月の大統領選挙をめぐる新たな世論調査で現職のル
セフ大統領の支持率拡大により、政権交代による構造改革への期
待感が薄れ、更なる株式市場の下落となりました。₁₀月 ₅ 日の大
統領選挙第 ₁ 回投票の結果、新大統領候補者のネべス氏への期待
が高まったことから市場は上昇しました。₁₀月の上旬から中旬に
かけては、₁₀月₂₆日の決選投票へ向けた新たな世論調査の結果に
左右される相場展開となりました。大統領選挙を接戦で制した現
職ルセフ氏が再選を決め、悲観的に受け止めた投資家からの売り
で市場は下落しました。しかし、₁₀月₂₈日および₂₉日に開催され
た COPOM（定例金融政策委員会）で想定外の政策金利の引き上
げを中央銀行が決定したことを市場は好感し、市場は値を戻しつ
つ期を終えました。

＜ブラジル為替市況＞
当期中、ブラジル・レアルは対円で ₉ 月上旬に高値を付けました

が、その後、期末にかけ下落しました。当期末のレアル / 円レートは
前期末比₁. ₀％安の ₁ レアル＝₄₄. ₇₀円となりました。（出所：一般社
団法人投資信託協会）
主なレアル変動要因
●　期初から ₈ 月上旬までは方向感の無い展開で推移しました。 ₈ 月

中旬には₁₀月開催の大統領選に関する世論調査で新大統領候補者
への支持率が高まり市場への期待が高まったことや、ブラジル中
央銀行が融資を促進させる政策を発表したこと、地政学的リスク
が和らいだことなどに伴い投資家のリスク回避姿勢が緩みレアル
が上昇し、期中の高値を付けました。

●　その後、米国経済の回復の兆候により、金融当局による利上げ時
期の前倒しが検討されているとの見方から、ドルが新興国通貨に
対して上昇しました。また、ブラジル国内では、大統領選挙に関
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ＢＮＰパリバ・ブラジル株式ファンド（FOFs 用）（適格機関投資家専用）

■売買及び取引の状況
（₂₀₁₄年 ₅ 月₁₃日から₂₀₁₄年₁₁月₁₀日まで）

親投資信託受益証券の設定、解約状況
設 定 解 約

口 数 金 額 口 数 金 額

ＢＮＰパリバ・
ブラジル株式
マザーファンド

千口 千円 千口 千円

₁₀, ₉₆₂ ₇, ₀₀₀ ₃₈, ₄₈₄ ₂₄, ₈₅₀

（注）単位未満は切り捨て。

■ 1 万口（元本10， 000円）当たりの費用の明細
項 目 当 期

（ａ）信 託 報 酬 ₇₃円
（投 信 会 社） （ ₆₅）  
（販 売 会 社） （ ₂）  
（受 託 銀 行） （ ₆）  

（ｂ）売 買 委 託 手 数 料 ₂₂  
（株 式） （ ₂₂）  

（ｃ）有 価 証 券 取 引 税 ₅  
（株 式） （ ₅）  

（ｄ）保 管 費 用 等 ₁₃  
合 計 ₁₁₃  

（注 ₁ ） 期中の費用（消費税等のかかるものは消費税等を含む）は、追加・解約に
より受益権口数に変動があるため、下記の簡便法により算出した結果で
す。

（a）信託報酬＝期中の平均基準価額×信託報酬率
（b）売買委託手数料、（c）有価証券取引税、（d）保管費用等は、期中の各
金額を各月末現在の受益権口数の単純平均で除したものです。

（注 ₂ ）消費税は報告日の税率を採用しています。
（注 ₃ ） 各項目ごとに円未満は四捨五入してあります。
（注 ₄ ） 売買委託手数料、有価証券取引税および保管費用等は、このファンドが組

み入れているマザーファンドが支払った金額のうち、当ファンドに対応する
ものを含みます。

（注 ₅ ）保管費用等には、監査費用が含まれます。

為替の推移（レアル／円）
56
54
52
50
48
46
44
42
40
38
36

（レアル／円）

2010/5/102009/2/16 2014/11/102011/11/10 2013/5/10

（出所：ブルームバーグ）

する世論調査で、ルセフ現大統領のリードが拡大したことを受
け、政権交代による改革期待が後退したことからレアルが売られ
軟調に推移しました。₁₀月に入り、エボラ出血熱伝染の拡大、香
港の民主化運動などを背景に世界的な株安や原油安から、レアル
をはじめ新興国通貨は売られました。ブラジル国内では大統領選
挙をめぐる新たな世論調査の結果に左右される展開が見られ、₁₀
月₂₉日の利上げをきっかけにレアルが上昇する場面が見られまし
た。₁₀月₃₁日には日銀の予想外の巨額追加緩和により円が急落し
ました。₁₁月に入り市場は落ち着きを取り戻しつつも、方向感の
無いまま期を終えました。

3 ．今後の運用方針
今後もマザーファンドへの投資を通じ、主として、ブラジルに本社

を置く企業、もしくはブラジル国内にて主に事業活動を営む企業が発
行する株式等に実質的に投資を行い、中長期的に投資信託財産の着実
な成長を目指した運用を引き続き行ってまいります。よって、ＢＮＰ
パリバ・ブラジル株式マザーファンドの組入比率は高位に保つことを
基本とし運用してまいります。

■ 株式売買金額の平均組入株式時価総額に対する割合

項 目
当 期

ベ ビ ー フ ァ ン ド ＢＮＰパリバ・ブラジル株式
マ ザ ー フ ァ ン ド

（ａ）期 中 の 株 式 売 買 金 額 ―千円 ₃₂, ₂₁₄, ₁₄₂千円

（ｂ）期中の平均組入株式時価総額 ―千円 ₂₃, ₄₃₃, ₈₇₄千円

（ｃ）売 買 高 比 率 （ａ）／（ｂ） ― ₁. ₃₇
（注 ₁ ）（b）は各月末現在の組入株式時価総額の平均。
（注 ₂ ）金額の単位未満は切り捨て。
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ＢＮＰパリバ・ブラジル株式ファンド（FOFs 用）（適格機関投資家専用）

■投資信託財産の構成
₂₀₁₄年₁₁月₁₀日現在

項 目
当 期 末

評 価 額 比 率
千円 ％

ＢＮＰパリバ・ブラジル株式マザーファンド ₃₂︐₁₂₇ ₉₈．₂
コ ー ル ・ ロ ー ン 等、 そ の 他 ₅₉₉ ₁．₈
投 資 信 託 財 産 総 額 ₃₂︐₇₂₆ ₁₀₀．₀

（注 ₁ ）金額の単位未満は切り捨て。
（注 ₂ ） ＢＮＰパリバ・ブラジル株式マザーファンドにおいて、当期末における外

貨建て純資産（₂₂, ₁₃₄, ₅₃₁千円）の投資信託財産総額（₂₂, ₄₆₃, ₇₄₉千円）
に対する比率は₉₈. ₅％です。

（注 ₃ ） 外貨建て資産は、期末の時価をわが国の対顧客電信売買相場の仲値により
邦貨換算したものです。なお、₂₀₁₄年₁₁月₁₀日における邦貨換算レートは
₁ 米ドル＝₁₁₄. ₃₆円、 ₁ ブラジルレアル＝₄₄. ₇₀円です。

■資産、負債、元本及び基準価額の状況
₂₀₁₄年₁₁月₁₀日現在

項 目 当 期 末
（Ａ）資 産 32, 726, 0₈6円

コ ー ル  ・ ロ ー ン 等 ₅₉₈, ₆₀₃
ＢＮＰパリバ ・ブラジル株式
マ ザ ー フ ァ ン ド（評価額） ₃₂, ₁₂₇, ₄₈₃

（Ｂ）負 債 1₈3, 336
未 払 信 託 報 酬 ₁₇₈, ₆₃₅
そ の 他 未 払 費 用 ₄, ₇₀₁

（Ｃ）純 資 産 総 額（Ａ－Ｂ） 32, 542, 750
元 本 ₂₂, ₇₂₇, ₀₂₃
次 期 繰 越 損 益 金 ₉, ₈₁₅, ₇₂₇

（Ｄ）受 益 権 総 口 数 22, 727, 023口
1 万口当たり基準価額（Ｃ／Ｄ） 14, 319円

（注）期首元本額 ₃₄, ₇₂₈, ₉₄₈円
期中追加設定元本額 ₅, ₁₆₅, ₀₇₇円
期中一部解約元本額 ₁₇, ₁₆₇, ₀₀₂円
₁ 口当たり純資産額 ₁. ₄₃₁₉円

■損益の状況
 当期　自 ₂₀₁₄年 ₅ 月₁₃日　至 ₂₀₁₄年₁₁月₁₀日

項 目 当 期
（Ａ）配 当 等 収 益 6円

受 取 利 息 ₆
（Ｂ）有価証券売買損益 △ 922, 72₈

売 買 益 ₁, ₁₈₄, ₇₃₆
売 買 損 △ ₂, ₁₀₇, ₄₆₄

（Ｃ）信 託 報 酬 等 △ 1₈3, 336
（Ｄ）当 期 損 益 金（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） △ 1, 106, 05₈
（Ｅ）前期繰越損益金 △ 339, ₈55
（Ｆ）追加信託差損益金 11, 261, 640

（配 当 等 相 当 額）（ ₁₉, ₉₆₀, ₇₉₆）
（売 買 損 益 相 当 額）（△ ₈, ₆₉₉, ₁₅₆）

（Ｇ）　　　計　　　 （Ｄ＋Ｅ＋Ｆ） 9, ₈15, 727
（Ｈ）収 益 分 配 金 0

次期繰越損益金（Ｇ＋Ｈ） 9, ₈15, 727
追 加 信 託 差 損 益 金 ₁₁, ₂₆₁, ₆₄₀

（配 当 等 相 当 額）（ ₁₉, ₉₈₁, ₆₇₉）
（売 買 損 益 相 当 額）（△ ₈, ₇₂₀, ₀₃₉）
分 配 準 備 積 立 金 ₆, ₁₂₅, ₀₃₄
繰 越 損 益 金 △ ₇, ₅₇₀, ₉₄₇

（注 ₁ ） 損益の状況の中で（Ｂ）有価証券売買損益は期末の評価換えによるものを含み
ます。

（注 ₂ ） 損益の状況の中で（Ｃ）信託報酬等には信託報酬に対する消費税等相当額を含
めて表示しています。

（注 ₃ ） 損益の状況の中で（Ｆ）追加信託差損益金とあるのは、信託の追加設定の際、
追加設定をした価額から元本を差し引いた差額分をいいます。

（注 ₄ ） 投資信託財産の運用指図に係る権限の全部又は一部を委託するために要する
費用は₆₅, ₂₇₁円です。

（注 ₅ ） 計算期間末における費用控除後の配当等収益（₃₆₁, ₀₅₃円）、費用控除後の有
価証券等損益額（ ₀ 円）、信託約款に規定する収益調整金（₁₉, ₉₈₁, ₆₇₉円）
および分配準備積立金（₅, ₇₆₃, ₉₈₁円）より分配対象収益は₂₆, ₁₀₆, ₇₁₃円
（₁₀, ₀₀₀口当たり₁₁, ₄₈₇円）ですが、当期に分配した金額はありません。

■組入れ資産の明細
親投資信託残高

₂₀₁₄年₁₁月₁₀日現在

種 類
期首 ︵ 前期末 ︶ 当 期 末

口　数 口　数 評価額
千口 千口 千円

Ｂ Ｎ Ｐ パ リ バ ・ ブ ラ ジ ル
株 式 マ ザ ー フ ァ ン ド ₇₈, ₇₂₈ ₅₁, ₂₀₇ ₃₂, ₁₂₇

（注 ₁ ）単位未満は切り捨て。
（注 ₂ ） ＢＮＰパリバ・ブラジル株式マザーファンド全体の受益権口数は₃₄, ₈₈₃, ₈₅₈

千口です。

■利害関係人との取引状況等
（₂₀₁₄年 ₅ 月₁₃日から₂₀₁₄年₁₁月₁₀日まで）

　当期中に利害関係人との取引はありません。

※ 利害関係人とは、投資信託及び投資法人に関する法律第11条第 ₁ 項に規定される
利害関係人です。
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ＢＮＰパリバ・ブラジル株式ファンド（FOFs 用）（適格機関投資家専用）

■外国口座税務コンプライアンス法
＜ FATCA リスクファクター＞
外国口座税務コンプライアンス法による源泉徴収が投資信託からの支払いに影響を与える可能性があります。
米国の外国口座税務コンプライアンス法（「FATCA」）により、FATCA の要求する情報を提供しない特定の投資家に対する支払いに対して、源泉徴
収税が課される可能性があります。そのような源泉徴収に係る金額が、当投資信託に関係する支払いから源泉徴収される場合、投資信託委託会社又は
その他の者が、追加での支払いを求められることはありません。投資しようとしている方は、「＜ FATCA の開示＞　外国口座税務コンプライアンス
法」の部分をご参照ください。
外国口座税務コンプライアンス法による報告により、投資家の当投資信託の保有について開示しなければならない場合があります。
日米間の合意により、当投資信託の保有者の情報を集めて、アメリカの内国歳入庁（「IRS」）へ開示する必要がある場合があります。開示される情報
は、投資家及びその直接又は間接的な受益者、実質的な所有者、被支配関係にある者の本人確認情報を含みますが、これに限られません。従って、上
記のような情報の報告義務を投資信託委託会社が遵守するため、投資家は自己及びその直接又は間接的な受益者、実質的な所有者、被支配関係にある
者についての情報に関する投資信託委託会社からの合理的な要求を遵守するよう求められることになります。投資家がそのような要求を遵守しない場
合、当投資信託からの支払いに関して当該投資家について源泉徴収又は控除がされることがあります。また、投資信託の一部解約、強制的な売却をさ
れることもあります。

＜ FATCA の開示＞
外国口座税務コンプライアンス法
1986年アメリカ内国歳入法第1471条から第1474条（「FATCA」）は、新しい報告体制を課し、米国外の金融機関（「外国金融機関」又は FATCA に規
定する「FFI」）が受け、又は行う、特定の支払いに対して30％の源泉徴収がされる場合があります。当投資信託は FFI に分類されます。
米国と日本の間には、FATCA に関して政府間合意（「IGA」）が発効しています。この IGA によって、当投資信託は、その受ける支払いから FATCA
による源泉徴収を受けないことが期待されます。さらに、当投資信託はその行う支払から、源泉徴収を行う必要がないことも期待されます。IGA のも
とにおいても、米国内国歳入庁へ保有者の特定の情報を報告する必要がある場合があります。開示される情報は、投資家及びその直接又は間接的な受
益者、実質的な所有者、被支配関係にある者の本人確認情報を含みますが、これに限られません。従って、上記のような情報の報告義務を投資信託委
託会社が遵守するため、投資家は自己及びその直接又は間接的な受益者、実質的な所有者、被支配関係にある者についての情報に関する投資信託委託
会社からの合理的な要求を遵守するよう求められることになります。投資家がそのような要求を遵守しない場合、当投資信託からの支払いに関して当
該投資家について源泉徴収又は控除がされることがあります。また、投資信託の一部解約、強制的な売却をされることもあります。
IRS サーキュラー230の遵守を確保するため、以下の通り各納税者に通知します。 （A）ここに記載された税金に関する説明は、各納税者に課される米
国連邦所得税に関する罰則を回避する目的で書かれたものではなく、また、そのために利用することはできません。（B）このような税金の記載はここ
に記載された取引や事項を促進又は勧誘することを支援するために書かれています。（C）納税者は独立した税務アドバイザーから当該納税者の個別の
状況に基づいたアドバイスを受けるべきです。
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ＢＮＰパリバ・ブラジル株式ファンド（FOFs 用）（適格機関投資家専用）

決　 算　 期
基準価額 株　式

組　入
比　率

ボベスパ指数
（円換算ベース）

新株予約
権付社債

（転換社債）
比　　率

純資産
総　額期　中

騰落率 （参考指数）期　中
騰落率

円 ％ ％ ％ ％ 百万円
₁₀期（2012年₁₁月12日） ₅, ₇₂₆ △ ₅. ₅ ₉₈. ₀ ₅₄. ₂ △ ₇. ₈ ― ₃₀, ₆₁₇
₁₁期（2013年 ₅ 月10日） ₇, ₃₈₈ ₂₉. ₀ ₉₇. ₃ ₆₇. ₄ ₂₄. ₃ ― ₃₅, ₆₉₀
₁₂期（2013年₁₁月11日） ₆, ₀₁₇ △ ₁₈. ₆ ₉₄. ₄ ₅₄. ₄ △ ₁₉. ₂ ― ₂₅, ₉₃₂
₁₃期（2014年 ₅ 月12日） ₆, ₄₇₁ ₇. ₅ ₉₆. ₅ ₅₉. ₄ ₉. ₂ ₀. ₅ ₂₅, ₁₁₉
₁₄期（2014年₁₁月10日） ₆, ₂₇₄ △ ₃. ₀ ₉₆. ₉ ₅₈. ₀ △ ₂. ₅ ₀. ₆ ₂₁, ₈₈₇

（注 ₁ ）基準価額は ₁ 万口当たり。
（注 ₂ ） ボベスパ指数（円換算ベース）は参考指数として併記しており、ブルーム

バーグのデータをもとに、ＢＮＰパリバ インベストメント・パートナーズ
株式会社が₂₀₀₇年₁₁月₁₆日を₁₀₀として指数化しております。また、基準価
額への反映を考慮して、現地前営業日の終値を記載しております。なお、ボ
ベスパ指数（円換算ベース）は当ファンドのベンチマークではありません。

年　月　日
基 準 価 額 ボベスパ指数

（円換算ベース） 株　式
組　入
比　率

新株予約
権付社債

（転換社債）
比　　率騰落率 （参考指数） 騰落率

円 ％ ％ ％ ％
（期首）₂₀₁₄年 ₅ 月₁₂日 ₆, ₄₇₁ ― ₅₉. ₄ ― ₉₆. ₅ ₀. ₅

₅ 月末 ₆, ₃₀₁ △ ₂. ₆ ₅₈. ₁ △ ₂. ₂ ₉₇. ₇ ₀. ₅
₆ 月末 ₆, ₄₄₀ △ ₀. ₅ ₅₉. ₇ ₀. ₅ ₉₇. ₁ ₀. ₅
₇ 月末 ₆, ₇₈₆ ₄. ₉ ₆₃. ₃ ₆. ₅ ₉₇. ₅ ₀. ₅
₈ 月末 ₇, ₂₉₈ ₁₂. ₈ ₆₇. ₉ ₁₄. ₂ ₉₆. ₇ ₀. ₅
₉ 月末 ₆, ₄₄₁ △ ₀. ₅ ₅₉. ₄ △ ₀. ₁ ₉₉. ₂ ₀. ₅
₁₀月末 ₆, ₂₉₇ △ ₂. ₇ ₅₇. ₉ △ ₂. ₆ ₉₇. ₈ ₀. ₅

（期末）₂₀₁₄年₁₁月₁₀日 ₆, ₂₇₄ △ ₃. ₀ ₅₈. ₀ △ ₂. ₅ ₉₆. ₉ ₀. ₆
（注 ₁ ）基準価額は ₁ 万口当たり。
（注 ₂ ）騰落率は期首比です。
（注 ₃ ） ボベスパ指数（円換算ベース）は参考指数として併記しており、ブルーム

バーグのデータをもとに、ＢＮＰパリバ インベストメント・パートナーズ
株式会社が₂₀₀₇年₁₁月₁₆日を₁₀₀として指数化しております。また、基準価
額への反映を考慮して、現地前営業日の終値を記載しております。なお、ボ
ベスパ指数（円換算ベース）は当ファンドのベンチマークではありません。

■当期の運用状況と今後の運用方針
（₂₀₁₄年 ₅ 月₁₃日から₂₀₁₄年₁₁月₁₀日まで）

ＢＮＰパリバ・ブラジル株式マザーファンド
運用報告書　＜第14期＞　決算日　2014年11月10日

■当ファンドの仕組みは次の通りです。

運 用 方 針

① 当ファンドは、主として、ブラジルに本社を置く企業、もしくはブラジル国内にて主に事業活動を営む企業が発行する株式等に投資を行い、中長
期的に投資信託財産の成長を目指した運用を行います。ただし、上記の株式等以外に、投資対象企業のＡＤＲ（米国預託証書）やＧＤＲ（グロー
バル預託証書）等も投資対象とすることがあります。

② 投資する株式の選定においては、経済状況などを考慮しながら業種別の企業動向等の見通しを行うと同時に、定量および定性的な個別企業の分析
を行い、バリュエーション上株価が割安と判断され、かつ企業収益が堅調であると考えられる株式を選択します。

③ 株式への組入比率は高位に保つことを基本とします。
④外貨建資産への投資にあたっては、原則として為替ヘッジは行いません。
⑤ 資金動向、市況動向、その他の要因（当初設定日直後、償還の準備に入ったとき等を含みます。）等によっては、上記のような運用ができない場合

があります。
⑥ ＢＮＰパリバ アセットマネジメント ブラジル（BNP Paribas Asset Management Brasil LTDA.）に運用指図に関する権限を委託します。

主要運用対象 主として、ブラジルに本社を置く企業、もしくはブラジル国内にて主に事業活動を営む企業が発行する株式等を投資対象とします。

組 入 制 限

株 式 投資割合には制限を設けません。
外 貨 建 資 産 投資割合には制限を設けません。
デ リ バ テ ィ ブ ヘッジ目的に限定します。
投 資 信 託 証 券 信託財産の純資産総額の ₅ ％以下とします。

設定以来の基準価額の推移
13, 000
12, 000
11, 000
10, 000
9, 000
8, 000
7, 000
6, 000
5, 000
4, 000
3, 000
2, 000

2007/11/16
（設定日）

（円）

2009/5/10
（第 3期決算日）

2010/11/10
（第 6期決算日）

2012/5/10
（第 9期決算日）

2013/11/11
（第12期決算日）

2014/11/10
（第14期決算日）

■最近 5 期の運用実績

■当期中の基準価額等の推移
（ご参考）ボべスパ指数（円換算ベース）の推移

125
115
105
95
85
75
65
55
45
35
25
2007/11/16 2009/5/10 2010/11/10 2012/5/10 2013/11/11 2014/11/10
（注）上記のグラフは、ボベスパ指数（円換算ベース）のインデックスの値を、

2007年11月16日を100として指数化して表示しております。なお、上記
は参考情報として掲げたものであり、当ファンドのベンチマークではあ
りません。
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ＢＮＰパリバ・ブラジル株式ファンド（FOFs 用）（適格機関投資家専用）

■ 株式売買金額の平均組入株式時価総額に対する割合

項 目 当 期
（ａ）期 中 の 株 式 売 買 金 額 ₃₂, ₂₁₄, ₁₄₂千円

（ｂ）期中の平均組入株式時価総額 ₂₃, ₄₃₃, ₈₇₄千円

（ｃ）売 買 高 比 率 （ａ）／（ｂ） ₁. ₃₇
（注 ₁ ）（b）は各月末現在の組入株式時価総額の平均。
（注 ₂ ）金額の単位未満は切り捨て。

■ 1 万口（元本10， 000円）当たりの費用の明細

項 目 当　　　期
（ａ）売 買 委 託 手 数 料 ₁₀円

（株 式） （ ₁₀）  
（ｂ）有 価 証 券 取 引 税 ₂  

（株 式） （ ₂）  
（ｃ）保 管 費 用 等 ₅  

合 計 ₁₇  
（注 ₁ ） 期中の費用（消費税等のかかるものは消費税等を含む）は、追加・解約に

より受益権口数に変動があるため、下記の簡便法により算出した結果で
す。

（a）売買委託手数料、（b）有価証券取引税、（c）保管費用等は、期中の各
金額を各月末現在の受益権口数の単純平均で除したものです。

（注 ₂ ）各項目ごとに円未満は四捨五入してあります。

■売買および取引の状況
株　　　　式

（₂₀₁₄年 ₅ 月₁₃日から₂₀₁₄年₁₁月₁₀日まで）
買 付 売 付

株 数 金 額 株 数 金 額

外
　
　
国

百株 千ドル 百株 千ドル 

ア メ リ カ ₃₃, ₇₀₂ ₃₉, ₆₉₉ ₃₂, ₅₆₁ ₄₄, ₀₁₈
（ ₂₀₇）（ ―）

百株 千ブラジルレアル 百株  千ブラジルレアル

ブ ラ ジ ル ₁₂₉, ₀₉₄ ₂₃₇, ₆₃₅ ₁₇₀, ₉₆₉ ₂₇₃, ₂₅₂
（ ₈, ₂₈₇）（ ₄, ₂₇₁）（ ₁, ₂₀₁） ︵ ₄, ₂₅₄︶

（注 ₁ ）金額は受け渡し代金。
（注 ₂ ）単位未満は切り捨て。
（注 ₃ ） （　）内は株式分割、予約権行使、合併等による増減分で、上段の数字には

含まれておりません。

1 ．当期の運用状況
●基準価額の推移と変動要因

当期末の基準価額は₆, ₂₇₄円となり、当期中は₃. ₀％の下落でした。
当ファンドは主要投資対象であるブラジル株式を高位に組み入れる運
用を行ったために、ブラジル株式市況および為替市況の影響を大きく
受けました。

ブラジル株式市場が下落したことや、為替市場におけるブラジル・
レアルの対円および対ドルでの下落（当ファンドは ADR（米国預託
証書）といった米ドル建て株式等にも投資しております。また、レア
ルと円との為替取引は米ドルを介して行なわれます。）が当ファンド
の下落につながり、当ファンドの基準価額のマイナス要因となりまし
た。
　

●運用状況
期を通して、旱魃（かんばつ）による悪影響が懸念され、正常化に

は時間を要するとの見込みから公益セクターの組み入れを減らした配
分を維持しました。今後の金利上昇懸念による不動産セクターへの影
響を考慮して、株価が高値圏にあったと思われる銘柄を売却する一
方、金利上昇による利益の増加が見込まれる銀行セクターへの組み入
れを継続しました。また、大統領選挙の行方に左右される相場展開を
想定し、慎重なスタンスで運用を行いました。選挙後の輸出関連の銘
柄の上昇を見込み紙パルプや保険セクターなどへのセクター配分の調
整を図る運用をしました。

2 ．当期の投資環境
　₁₁頁のＢＮＰパリバ・ブラジル株式ファンド（FOFs 用）（適格機関
投資家専用）の投資環境（株式および為替市況）をご覧下さい。

3 ．今後の運用方針
大統領選挙は、現職のルセフ氏が再選を果たしましたが、ブラジル

経済の低迷から株価が軟調に推移するとの予想や、政府による経営介
入が今後も続くことを想定する投資家が多数存在するなど、マイナス
の影響を懸念する見方があります。一方で、大統領選が僅差での勝利
であったことから、与党を率いるルセフ氏が野党との協調も図り金融
市場に配慮した政策を今後取っていくと期待する向きもあります。し
たがって、弊社においては慎重な運用スタンスを継続します。銘柄選
択にあたっては、株価バリュエーションに充分留意すると共に、持続
的成長が可能な企業を選別し、業種分散をはかったポートフォリオ運
用をすることで対応して行きたいと考えます。

（将来の市場環境の変動等により、当該運用方針が変更される場合
があります。）
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ＢＮＰパリバ・ブラジル株式ファンド（FOFs 用）（適格機関投資家専用）

銘　　　　　　　　　　　柄
期首（前期末） 当 期 末

株　　数 株　　数 評 価 額 業 種 等外貨建金額 邦貨換算金額
百株 百株 千ドル 千円

（アメリカ）
GERDAU SA -SPON ADR ₂, ₅₃₉ ₇, ₀₇₅ ₃, ₂₀₄ ₃₆₆, ₅₂₀ 素材
BRF-BRASIL FOODS SA-ADR ₇₂₇ ― ― ― 食品・飲料・タバコ
PETROLEO BRASILEIRO SA ADR ₃₅ ₁, ₄₀₅ ₁, ₅₃₁ ₁₇₅, ₁₉₅ エネルギー
PETROLEO BRASILEIRO-SPON ADR ₆, ₆₅₂ ₅, ₈₈₅ ₆, ₆₃₃ ₇₅₈, ₅₅₈ エネルギー
ITAU UNIBANCO HOLDING SA-ADR ₁, ₆₁₆ ₈₂₃ ₁, ₁₆₁ ₁₃₂, ₇₇₂ 銀行
VALE SA-SP ADR ₁, ₀₁₅ ― ― ― 素材
VALE SA-SP PREF ADR ₈, ₆₇₆ ₆, ₄₂₅ ₅, ₂₂₉ ₅₉₈, ₀₉₇ 素材
BANCO BRADESCO-ADR ₈, ₃₃₃ ₉, ₈₈₂ ₁₃, ₉₃₄ ₁, ₅₉₃, ₅₄₅ 銀行
COSAN LTD-CLASS A SHARES ₂, ₁₃₂ ₂, ₀₁₂ ₁, ₈₉₅ ₂₁₆, ₇₉₀ 食品・飲料・タバコ
TIM PARTICIPACOES SA-ADR ₈₈ ₃₀₁ ₇₈₀ ₈₉, ₂₂₂ 電気通信サービス
TELEFONICA BRASIL-ADR ₂, ₂₅₃ ₃₆₆ ₇₀₄ ₈₀, ₆₁₈ 電気通信サービス
AMBEV SA-ADR ₉, ₈₆₃ ₁₁, ₁₀₃ ₇, ₁₂₈ ₈₁₅, ₂₁₆ 食品・飲料・タバコ

小　　　　　計 株　数、金　額 ₄₃, ₉₃₂ ₄₅, ₂₈₀ ₄₂, ₂₀₄ ₄, ₈₂₆, ₅₃₇
銘柄数＜比率＞ ₁₂ ₁₀ ― ＜₂₂. ₁％＞

百株 百株 千ブラジルレアル 千円
（ブラジル）
BRF SA ₃, ₁₅₃ ₂, ₃₂₉ ₁₅, ₁₅₅ ₆₇₇, ₄₂₉ 食品・飲料・タバコ
CYRELA BRAZIL REALTY ₄, ₁₁₄ ― ― ― 耐久消費財・アパレル
VALE SA ₄₃ ₃₉ ₉₆ ₄, ₂₉₃ 素材
CIA PARANAENSE DE ENERGI-PFB ₉₁₄ ― ― ― 公益事業
VALE SA-PREF A ₉, ₀₁₀ ₆, ₂₈₉ ₁₃, ₀₂₀ ₅₈₂, ₀₀₅ 素材
TIM PARTICIPACOES SA ₇, ₀₄₂ ₁, ₈₁₃ ₂, ₄₀₆ ₁₀₇, ₅₇₆ 電気通信サービス
USINAS SIDER MINAS GER-PF A ₆, ₁₀₁ ₄, ₈₂₁ ₂, ₇₅₈ ₁₂₃, ₂₈₃ 素材
ITAUSA-INVESTIMENTOS ITAU-PR ₃₄, ₀₃₁ ₃₀, ₆₅₉ ₂₉, ₈₉₂ ₁, ₃₃₆, ₂₀₂ 銀行
LOJAS AMERICANAS SA-PREF ₁, ₈₂₉ ₃₅₀ ₅₂₀ ₂₃, ₂₇₉ 小売
GERDAU SA-PREF ― ₁₀₉ ₁₂₆ ₅, ₆₄₆ 素材
METALURGICA GERDAU SA-PREF ₂, ₃₁₆ ₂, ₂₆₄ ₃, ₁₄₃ ₁₄₀, ₅₁₆ 素材
PETROBRAS-PETROLEO BRAS ₁₈₅ ₁₈₅ ₂₅₅ ₁₁, ₄₃₄ エネルギー
PETROLEO BRAS-PR ₁₈, ₆₃₃ ₁₇, ₃₅₇ ₂₄, ₇₆₈ ₁, ₁₀₇, ₁₅₇ エネルギー
ANHANGUERA EDUCACIONAL PARTI ₆₁₇ ― ― ― 消費者サービス
KROTON EDUCACIONAL SA COMMON ₁, ₀₆₀ ₈, ₀₉₆ ₁₄, ₃₃₀ ₆₄₀, ₅₅₆ 消費者サービス
CCR SA ₇, ₈₆₂ ₇, ₇₆₆ ₁₃, ₅₁₃ ₆₀₄, ₀₅₈ 運輸
BANCO BRADESCO SA-PREF ₃, ₄₇₉ ₃, ₉₉₈ ₁₄, ₄₃₅ ₆₄₅, ₂₆₇ 銀行
ALL AMERICA LATINA LOGISTICA ― ₃, ₇₁₃ ₂, ₃₉₈ ₁₀₇, ₂₂₀ 運輸
NATURA COSMETICOS ₁, ₂₅₅ ― ― ― 家庭用品・パーソナル用品

■組入れ資産の明細
（1）外 国 株 式

₂₀₁₄年₁₁月₁₀日現在

■利害関係人との取引状況等
（₂₀₁₄年 ₅ 月₁₃日から₂₀₁₄年₁₁月₁₀日まで）

　当期中に利害関係人との取引はありません。

※ 利害関係人とは、投資信託及び投資法人に関する法律第11条第 ₁ 項に規定される
利害関係人です。
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ＢＮＰパリバ・ブラジル株式ファンド（FOFs 用）（適格機関投資家専用）

銘　　　　　　　　　　　柄
期首（前期末） 当 期 末

株　　数 株　　数 評 価 額 業 種 等外貨建金額 邦貨換算金額
百株 百株 千ブラジルレアル 千円

CIA SIDERURGICA NACIONAL SA ₂₀₈ ₂₀₈ ₁₆₃ ₇, ₃₁₇ 素材
BRADESPAR SA PREF ₄, ₂₃₅ ₂, ₄₉₂ ₃, ₇₁₄ ₁₆₆, ₀₁₉ 素材
SUZANO PAPEL E CELULOSE SA ₁₁, ₁₇₁ ₁₉, ₄₈₂ ₂₁, ₃₃₃ ₉₅₃, ₆₂₃ 素材
ITAU UNIBANCO HOLDING SA PREF ₁₅, ₈₆₂ ₁₇, ₃₈₇ ₆₂, ₈₅₄ ₂, ₈₀₉, ₆₁₆ 銀行
BRASKEM SA-PREF A ₄, ₈₈₂ ― ― ― 素材
ULTRAPAR PARTICIPACOES SA ― ₁, ₆₀₃ ₈, ₂₃₈ ₃₆₈, ₂₄₈ エネルギー
COSAN SA INDUSTRIA COMERCIO ₂, ₉₈₁ ₃, ₂₂₁ ₁₀, ₁₆₄ ₄₅₄, ₃₇₁ 食品・飲料・タバコ
LIGHT SA ₁, ₁₃₁ ― ― ― 公益事業
ROSSI RESIDENCIAL SA ₁, ₉₆₂ ₁, ₉₆₂ ₁₆₆ ₇, ₄₅₅ 耐久消費財・アパレル
MMX MINERACAO E METALICOS SA ₁, ₁₇₂ ― ― ― 素材
BR PROPERTIES SA ₃, ₇₃₁ ― ― ― 不動産
PDG REALTY SA ₁, ₅₄₄ ₁, ₅₄₄ ₁₆₆ ₇, ₄₅₅ 耐久消費財・アパレル
BR MALLS PARTICIPACOES SA ₅, ₂₇₇ ₃₆₈ ₆₂₆ ₂₇, ₉₈₄ 不動産
JBS SA ₃, ₀₆₁ ― ― ― 食品・飲料・タバコ
EVEN CONSTRUTORA E INCORPORA ₉, ₃₉₇ ― ― ― 耐久消費財・アパレル
MARFRIG GLOBAL FOODS S. A. ₄, ₉₄₃ ₂, ₀₈₅ ₁, ₂₀₉ ₅₄, ₀₆₄ 食品・飲料・タバコ
MULTIPLAN EMPREENDIMENTOS ₂₁₈ ₂, ₅₁₈ ₁₂, ₀₅₁ ₅₃₈, ₆₉₁ 不動産
MINERVA SA ₄, ₂₁₂ ₆, ₁₁₂ ₇, ₃₄₁ ₃₂₈, ₁₆₆ 食品・飲料・タバコ
ESTACIO PARTICIPACOES SA ₁, ₅₇₃ ₉₁₉ ₂, ₆₅₉ ₁₁₈, ₈₈₃ 消費者サービス
DURATEX SA ₉, ₉₇₂ ₁, ₃₆₅ ₁, ₁₂₂ ₅₀, ₁₆₃ 素材
BM&F BOVESPA SA ₉, ₀₁₇ ₁₁, ₅₄₃ ₁₁, ₅₇₈ ₅₁₇, ₅₅₈ 各種金融
BRASIL PHARMA SA ₁, ₇₈₅ ― ― ― 食品・生活必需品小売り
TELEFONICA BRASIL SA ₁, ₂₈₁ ₉₅₄ ₄, ₆₇₇ ₂₀₉, ₀₈₆ 電気通信サービス
CETIP SA-MERCADOS ORGANIZADO ₆, ₂₁₈ ₁, ₃₅₀ ₄, ₃₀₇ ₁₉₂, ₅₂₉ 各種金融
DIRECIONAL ENGENHARIA SA ₃, ₁₄₆ ₁, ₆₉₃ ₁, ₆₄₂ ₇₃, ₄₃₆ 不動産
MILLS ESTRUTURAS E SERVICOS ₂, ₈₃₇ ₃, ₅₈₁ ₄, ₂₉₈ ₁₉₂, ₁₂₅ 資本財
CIA BRASILEIRA DE DIS-PREF ₁₇₄ ₁, ₅₅₂ ₁₆, ₀₉₂ ₇₁₉, ₃₂₉ 食品・生活必需品小売り
CIELO SA ― ₉₄₈ ₃, ₆₆₇ ₁₆₃, ₉₅₁ ソフトウェア・サービス
OI SA ₄, ₀₀₅ ― ― ― 電気通信サービス
OI SA-PREFERENCE ₈, ₃₉₄ ₁₆, ₇₄₄ ₂, ₀₀₉ ₈₉, ₈₁₉ 電気通信サービス
BB SEGURIDADE PARTICIPACOES ₃, ₂₃₃ ₆, ₈₄₆ ₂₁, ₆₄₀ ₉₆₇, ₃₃₆ 保険
AMBEV SA ₃, ₅₁₃ ₁₀, ₀₉₂ ₁₆, ₅₉₂ ₇₄₁, ₆₉₅ 食品・飲料・タバコ
VIA VAREJO SA ₁, ₆₄₁ ₁, ₇₈₂ ₄, ₂₅₁ ₁₉₀, ₀₄₂ 小売
KLABIN SA-UNIT ₁₄, ₅₀₅ ₅, ₂₉₆ ₆, ₆₁₅ ₂₉₅, ₇₂₅ 素材
KLABIN SA RTS ₄₃₉ ― ― ― 素材
AMBEV SA RTS ₄ ― ― ― 食品・飲料・タバコ
BRASIL PHARMA RTS ₇₄₂ ― ― ― 食品・生活必需品小売り
COSAN LOGISTICA SA ― ₁, ₈₈₇ ₇₁₇ ₃₂, ₀₆₉ 運輸

小　　　　　計 株　数、金　額 ₂₅₀, ₁₃₂ ₂₁₅, ₃₄₄ ₃₆₆, ₇₂₆ ₁₆, ₃₉₂, ₆₉₅
銘柄数＜比率＞ ₅₂ ₄₂ ― ＜₇₄. ₉％＞

合　　　　　計 株　数、金　額 ₂₉₄, ₀₆₅ ₂₆₀, ₆₂₄ ― ₂₁, ₂₁₉, ₂₃₂
銘柄数＜比率＞ ₆₄ ₅₂ ― ＜₉₆. ₉％＞

（注 ₁ ）邦貨換算金額は、期末の時価をわが国の対顧客電信売買相場の仲値により邦貨換算したものです。
（注 ₂ ）邦貨換算金額欄の＜　＞内は、純資産総額に対する各国別株式評価額の比率。
（注 ₃ ）株数・評価額の単位未満は切り捨て。ただし、株数が単位未満の場合は小数で記載。
（注 ₄ ）―印は組み入れなし。
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ＢＮＰパリバ・ブラジル株式ファンド（FOFs 用）（適格機関投資家専用）

（2）公社債
Ａ　債券種類別開示
外国（外貨建）公社債

2014年₁₁月10日現在

作　成　期 当 期 末

区 分 数　　　量
評 価 額

組入比率
う ち Ｂ Ｂ 格
以 下 組 入
比 率

残存期間別組入比率

外貨建金額 邦貨換算金額 ₅ 年以上 ₂ 年以上 ₂ 年未満
千ブラジルレアル 千円 ％ ％ ％ ％ ％

ブ ラ ジ ル ₄₄, ₄₀₀ ₂, ₇₇₂ ₁₂₃, ₉₄₃ ₀. ₆ ― ― ₀. ₆ ―

合 計 ₄₄, ₄₀₀ ₂, ₇₇₂ ₁₂₃, ₉₄₃ ₀. ₆ ― ― ₀. ₆ ―
（注 ₁ ）邦貨換算金額は、期末の時価をわが国の対顧客電信売買相場の仲値により邦貨換算したものです。
（注 ₂ ）組入比率は、純資産総額に対する評価額の割合。
（注 ₃ ）評価額の単位未満は切り捨て。
（注 ₄ ）―印は組み入れなし。
（注 ₅ ）評価については金融商品取引業者、価格情報会社等よりデータを入手しています。

Ｂ　個別銘柄開示
外国（外貨建）公社債

2014年₁₁月10日現在

作　　　　成　　　　期 当 期 末

銘　　　　　　　柄 種　類 利　率 数　　　量
評 価 額

償還年月日
外 貨 建 金 額 邦貨換算金額

％ 千ブラジルレアル 千円
（ブラジル）
KLABIN SA

新株予約権付社債
（転換社債）券 ₁₂. ₂₄ ₄₄, ₄₀₀ ₂, ₇₇₂ ₁₂₃, ₉₄₃ ₂₀₁₉⊘₁⊘₈

合　　　　　　　計 ― ― ― ― ₁₂₃, ₉₄₃ ―
（注 ₁ ）邦貨換算金額は、期末の時価をわが国の対顧客電信売買相場の仲値により邦貨換算したものです。
（注 ₂ ）評価額の単位未満は切り捨て。
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ＢＮＰパリバ・ブラジル株式ファンド（FOFs 用）（適格機関投資家専用）

■資産、負債、元本及び基準価額の状況
₂₀₁₄年₁₁月₁₀日現在

項 目 当 期 末
（Ａ）資 産 22, 716, 134, 771円

コ ー ル  ・ ロ ー ン 等 ₅₇₇, ₁₉₆, ₀₉₁
株 式（評価額） ₂₁, ₂₁₉, ₂₃₂, ₆₈₈
公 社 債（評価額） ₁₂₃, ₉₄₃, ₂₆₆
未 収 入 金 ₇₁₁, ₉₀₁, ₉₈₈
未 収 配 当 金 ₈₃, ₆₈₁, ₄₈₄
未 収 利 息 ₁₇₉, ₂₅₄

（Ｂ）負　　　　　債 ₈2₈, 4₈6, 65₈
未 払 金 ₅₇₈, ₄₈₆, ₆₅₈
未 払 解 約 金 ₂₅₀, ₀₀₀, ₀₀₀

（Ｃ）純 資 産 総 額（Ａ－ B） 21, ₈₈7, 64₈, 113
元 本 ₃₄, ₈₈₃, ₈₅₈, ₄₀₀
次 期 繰 越 損 益 金 △ ₁₂, ₉₉₆, ₂₁₀, ₂₈₇

（Ｄ）受 益 権 総 口 数 34, ₈₈3, ₈5₈, 400口
1 万口当たり基準価額（Ｃ／Ｄ） 6, 274円

期首元本額 ₃₈, ₈₁₅, ₃₆₁, ₆₃₁円
期中追加設定元本額 ₁₀, ₉₆₂, ₉₇₆円
期中一部解約元本額 ₃, ₉₄₂, ₄₆₆, ₂₀₇円
₁ 口当たり純資産額 ₀. ₆₂₇₄円

（注 ₁ ） 当マザーファンドを投資対象とする投資信託の当期末元本額は、ＢＮＰパ
リバ・ブラジル・ファンド（株式型）₂₉, ₀₆₆, ₆₉₆, ₆₅₈円、ＢＮＰパリバ・
ブラジル・ファンド（バランス型）₅, ₇₆₅, ₉₅₄, ₄₀₄円、ＢＮＰパリバ・ブラジ
ル株式ファンド（ＦＯＦｓ用）（適格機関投資家専用）₅₁, ₂₀₇, ₃₃₈円です。

（注 ₂ ） 貸借対照表上の純資産総額が元本を下回っており、その差額は₁₂, ₉₉₆, ₂₁₀, ₂₈₇
円です。

■損益の状況
当期　自₂₀₁₄年 ₅ 月₁₃日　至₂₀₁₄年₁₁月₁₀日

項 目 当 期
（Ａ）配 当 等 収 益 3₈3, 010, 979円

受 取 配 当 金 ₃₈₂, ₈₉₉, ₇₈₉
受 取 利 息 ₁₁₁, ₁₉₀

（Ｂ）有価証券売買損益 △ 94₈, 692, 422
売 買 益 ₂, ₄₃₆, ₃₉₈, ₅₆₁
売 買 損 △ ₃, ₃₈₅, ₀₉₀, ₉₈₃

（Ｃ）信 託 報 酬 等 △ 17, ₈₈1, 641
（Ｄ）当 期 損 益 金（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） △ 5₈3, 563, 0₈4
（Ｅ）前期繰越損益金 △ 13, 696, 300, 434
（Ｆ）追加信託差損益金 △ 3, 962, 976
（Ｇ）解 約 差 損 益 金 1, 2₈7, 616, 207
（Ｈ） 計 （Ｄ＋Ｅ＋Ｆ＋Ｇ） △ 12, 996, 210, 2₈7

次期繰越損益金（Ｈ） △ 12, 996, 210, 2₈7
（注 ₁ ） 損益の状況の中で（B）有価証券売買損益は期末の評価換えによるものを含

みます。
（注 ₂ ） 損益の状況の中で（C）信託報酬等には信託報酬に対する消費税等相当額を

含めて表示しています。
（注 ₃ ） 損益の状況の中で（F）追加信託差損益金とあるのは、信託の追加設定の

際、追加設定をした価額から元本を差し引いた差額分をいいます。
（注 ₄ ） 損益の状況の中で（G）解約差損益金とあるのは、中途解約の際、元本から

解約価額を差し引いた差額分をいいます。

■投資信託財産の構成
₂₀₁₄年₁₁月₁₀日現在

項 目 当 期 末
評 価 額 比 率

千円 ％
株 式 ₂₁, ₂₁₉, ₂₃₂ ₉₄. ₅

新 株 予 約 権 付 社 債（転換社債） ₁₂₃, ₉₄₃ ₀. ₆

コ ー ル ・ ロ ー ン 等、 そ の 他 ₁, ₁₂₀, ₅₇₄ ₄. ₉

投 資 信 託 財 産 総 額 ₂₂, ₄₆₃, ₇₄₉ ₁₀₀. ₀
（注 ₁ ）金額の単位未満は切り捨て。
（注 ₂ ） 当期末における外貨建て純資産（₂₂, ₁₃₄, ₅₃₁千円）の投資信託財産総額

（₂₂, ₄₆₃, ₇₄₉千円）に対する比率は₉₈. ₅％です。
（注 ₃ ） 外貨建て資産は、期末の時価をわが国の対顧客電信売買相場の仲値により

邦貨換算したものです。なお、₂₀₁₄年₁₁月₁₀日における邦貨換算レートは
₁ 米ドル＝₁₁₄. ₃₆円、 ₁ ブラジルレアル＝₄₄. ₇₀円です。
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東京都千代田区丸の内一丁目 9番 1号
お問い合わせ先（コールセンター）
TEL 0 1 2 0 ― 1 0 6 2 1 2
　　　（営業日の 9：00～17：00）
h t t p : / /www . d a iw a－am . c o . j p /

運用報告書（全体版）
第12期

（決算日 2015年 2 月20日）

受益者のみなさまへ

毎々、格別のご愛顧にあずかり厚くお礼申
し上げます。

さて、「ダイワ・ロシア株ファンド（FOFs
用）（適格機関投資家専用）」は、このたび、
第₁₂期の決算を行ないました。

ここに、期中の運用状況をご報告申し上げ
ます。

今後とも一層のお引立てを賜りますよう、
お願い申し上げます。

<2114>

ダイワ・ロシア株ファンド
（FOFs用）（適格機関投資家専用）

★当ファンドの仕組みは次の通りです。
商 品 分 類 追加型投信／海外／株式

信 託 期 間 無期限

運 用 方 針 信託財産の成長をめざして運用を行ないます。

主要投資対象

ベビーファンド ダイワ・ロシア株マザーファンド
の受益証券

ダイワ・ロシア株
マザーファンド

ロシアの金融商品取引所上場株式
および店頭登録株式（上場予定お
よび店頭登録予定を含みます。）な
らびにロシアの企業のＤＲ（預託
証券）

マザーファンド
の 運 用 方 法

①主としてロシアの株式（※）の中から、豊富な天
然資源の強みを背景に、国内需要の拡大など産業構
造の変化が進むロシア経済において、成長が期待さ
れる企業に投資することにより、信託財産の中長期
的な成長をめざして運用を行ないます。
　（※ ）株式…ＤＲ、米ドル建ての株式等を含みます

ので、投資対象国以外の通貨の為替リスクが発
生する場合があります。

②運用にあたっては、以下の点に留意しながら投資
することを基本とします。
　イ ．業績動向、流動性等により銘柄の定量分析を

行ない、投資対象銘柄を決定します。
　ロ ．財務内容、経営陣の評価、セクター内の競争

力、バリュエーション、利益成長等に着目し、
買付候補銘柄を決定します。

　ハ ．ポートフォリオの構築においては、業種分散、
銘柄分散を考慮します。

③外貨建資産の運用にあたっては、デカ・インベスト
メント社に運用の指図にかかる権限を委託します。
④株式の組入比率は、通常の状態で信託財産の純資
産総額の80％程度以上に維持することを基本としま
す。
⑤保有外貨建資産の為替変動リスクを回避するため
の為替ヘッジは原則として行ないません。

株式組入制限

ベ ビ ー フ ァ ン ド の
マ ザ ー フ ァ ン ド 組 入 上 限 比 率

無制限
マ ザ ー フ ァ ン ド の
株 式 組 入 上 限 比 率

分 配 方 針

分配対象額は、経費控除後の配当等収益とし、原則
として、基準価額の水準等を勘案して分配金額を決
定します。ただし、分配対象額が少額の場合には、
分配を行なわないことがあります。

当ファンドは、ファミリーファンド方式で運用を行ないます。ファミ
リーファンド方式とは、受益者からの資金をまとめてベビーファンド
（当ファンド）とし、その資金を主としてマザーファンドの受益証券に
投資して、実質的な運用をマザーファンドで行なう仕組みです。



ダイワ・ロシア株ファンド（FOFs 用）（適格機関投資家専用）

■当期中の基準価額と市況の推移

年　月　日
基 準 価 額 ＭＳＣＩロシア10/40指数

（配当込み、円換算） 株　　式
組入比率

株　　式
先物比率

騰落率 （参考指数） 騰落率
円 ％ ％ ％ ％

（期首）₂₀₁₄年 ₈ 月₂₀日 ₂₈, ₇₆₉ ― ₂₆, ₇₆₂ ― ₉₃. ₄ ―
₈ 月末 ₂₈, ₄₆₅ △ ₁. ₁ ₂₆, ₃₉₃ △ ₁. ₄ ₈₉. ₉ ―
₉ 月末 ₂₈, ₂₁₁ △ ₁. ₉ ₂₅, ₇₆₁ △ ₃. ₇ ₈₇. ₆ ―
₁₀月末 ₂₇, ₈₈₁ △ ₃. ₁ ₂₅, ₆₃₃ △ ₄. ₂ ₉₅. ₈ ―
₁₁月末 ₂₇, ₁₁₅ △ ₅. ₇ ₂₅, ₃₂₈ △ ₅. ₄ ₉₅. ₆ ―
₁₂月末 ₂₃, ₁₂₈ △ ₁₉. ₆ ₂₁, ₂₂₂ △ ₂₀. ₇ ₉₀. ₆ ―

₂₀₁₅年 ₁ 月末 ₂₁, ₈₆₉ △ ₂₄. ₀ ₁₉, ₄₆₀ △ ₂₇. ₃ ₈₆. ₉ ―
（期末）₂₀₁₅年 ₂ 月₂₀日 ₂₆, ₄₉₆ △ ₇. ₉ ₂₃, ₈₅₄ △ ₁₀. ₉ ₉₃. ₁ ―
（注） 騰落率は期首比。

《運用経過》
◆基準価額等の推移について
【基準価額・騰落率】

期首：₂₈, ₇₆₉円　期末：₂₆, ₄₉₆円　騰落率：△₇. ₉％
【基準価額の主な変動要因】

マザーファンドを通じてロシアの株式に投資した結果、ロシア・
ルーブルの下落により、基準価額は値下がりしました。

◆投資環境について
○ロシア株式市況

ロシア株式市況は、期首から₂₀₁₄年₁₀月中旬にかけて、世界経済
の先行き不安や米国の量的金融緩和終了と利上げ開始への警戒感、
原油価格の下落、不安定なウクライナ情勢などから、軟調な値動き
となりました。₁₀月下旬には、ＥＣＢ（欧州中央銀行）の追加刺激
策への期待や米国経済に対する悲観的な見方の後退に加え、ウクラ
イナへの天然ガス供給再開をめぐりロシアとウクライナが合意に達
するとの見通しが強まったことなども好感され反発しましたが、₁₂
月に入り、米国の追加制裁への警戒感や加速するルーブル安と国内
景気見通しの不透明感などから下落しました。₂₀₁₅年 ₁ 月から期末
にかけては、ウクライナ情勢の緊迫化などから調整する局面はあり
ましたが、上昇に転じました。株価水準が割安であるほか、ＥＣＢ
の量的緩和決定、原油価格の反発、ウクライナ情勢の緊張緩和、ギ
リシャ債務交渉の楽観的な見方などが投資家心理の改善につながり
ました。

○為替相場
対円で見たロシア・ルーブルは、期首から₂₀₁₅年 ₁ 月にかけて下

落基調となりました。2014年₁₁月から₁₂月は変動幅の大きい展開と
なりました。ロシア中央銀行（以下、中央銀行）が、投機的な動き
を防ぐため為替市場への介入を柔軟な政策に変更したことや、ＯＰ
ＥＣ（石油輸出国機構）総会で減産をしないことが決定されて原油
価格が一段と下落したことで、ルーブルの下落圧力が強まりまし
た。中央銀行は大幅利上げを発表しましたが、資本規制導入への警
戒感からさらにルーブル安が進行しました。中央銀行とロシア政府
が通貨防衛に向けた施策を発表し、₂₀₁₄年末にかけては反発しまし
たが、₂₀₁₅年に入り、原油価格の下落、ウクライナ情勢の緊迫化、
追加の経済制裁への懸念が強まったこと、格付会社Ｓ＆Ｐ（スタン
ダード・アンド・プアーズ）がロシアの外貨建て長期債格付けを投
機的等級に引下げたことなどを受けて、ルーブルの売り圧力が再び
高まりました。期末にかけては、原油価格の反発などを手掛かりに
ルーブルもやや値を戻しました。
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期　首
（2014. 8. 20）

期　末
（2015. 2. 20）

基準価額（左軸）　　　純資産総額（右軸）

■最近 5 期の運用実績

期　　　　別
基　準　価　額 MSCI ロシア10/40指数

（配当込み、円換算） 株式
組入
比率

株式
先物
比率

純資産
総　額税込み

分配金
期　中
騰落率（参考指数）期　中

騰落率
円 円 ％ ％ ％ ％ 百万円

₈ 期末（2013年 ₂ 月20日）₂₉, ₀₉₁ ₀ ₂₇. ₄ ₂₈, ₂₇₉ ₃₁. ₃ ₉₅. ₂ ― ₈₆
₉ 期末（2013年 ₈ 月20日）₂₆, ₇₃₂ ₀ △ ₈. ₁ ₂₆, ₁₉₇ △ ₇. ₄ ₉₀. ₅ ― ₅₅
10期末（2014年 ₂ 月20日）₂₇, ₅₄₇ ₀ ₃. ₀ ₂₆, ₁₁₈ △ ₀. ₃ ₉₃. ₃ ― ₄₅
11期末（2014年 ₈ 月20日）₂₈, ₇₆₉ ₀ ₄. ₄ ₂₆, ₇₆₂ ₂. ₅ ₉₃. ₄ ― ₃₃
12期末（2015年 ₂ 月20日）₂₆, ₄₉₆ ₀ △ ₇. ₉ ₂₃, ₈₅₄ △ ₁₀. ₉ ₉₃. ₁ ― ₃₀
（注 ₁ ） ＭＳＣＩロシア₁₀/₄₀指数（配当込み、円換算）は、ＭＳＣＩ Ｉｎｃ . の承

諾を得て、ＭＳＣＩロシア₁₀/₄₀指数（配当込み、米ドルベース）をもとに
円換算し、当ファンド設定時日を₁₀, ₀₀₀として大和投資信託が計算したも
のです。ＭＳＣＩロシア₁₀/₄₀指数は、ＭＳＣＩ Ｉｎｃ . が開発した株価指
数で、同指数に対する著作権、知的所有権その他一切の権利はＭＳＣＩ 
Ｉｎｃ . に帰属します。またＭＳＣＩ Ｉｎｃ . は、同指数の内容を変更す
る権利および公表を停止する権利を有しています。

（注 ₂ ） 海外の指数は、基準価額への反映を考慮して、現地前営業日の終値を採用
しています。

（注 ₃ ） 株式および株式先物の組入比率は、マザーファンドの組入比率を当ファン
ドベースに換算したものを含みます。

（注 ₄ ）株式先物比率は買建比率－売建比率です。
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ダイワ・ロシア株ファンド（FOFs 用）（適格機関投資家専用）

◆前期における「今後の運用方針」
・株式組入比率

「ダイワ・ロシア株マザーファンド」の受益証券を通じ、組入
比率は通常の状態で高位とする方針です。

・ポートフォリオ
当ファンドでは、豊富な天然資源の強みを背景に、国内需要の

拡大など産業構造の変化が進むロシア経済の中長期的な成長を享
受することをめざします。当面は、ウクライナ情勢や国内景気の
動向を注視しつつ、欧州の景気回復や、底堅く推移している原油
価格の恩恵が期待できるエネルギーセクターの比率を高位に維持
します。一方で、規制リスクが懸念され、業績見通しに不透明感
が高い公益事業セクターに対しては慎重な見方をしています。

マザーファンドの外貨建資産の運用にあたっては、デカ・インベ
ストメント社に運用の指図にかかる権限を委託し、今後の運用を行
なってまいります。

◆ポートフォリオについて
○当ファンド

「ダイワ・ロシア株マザーファンド」の受益証券へ投資しました。
○ダイワ・ロシア株マザーファンド

ルーブル安の恩恵や堅調なキャッシュフローが見込まれる素材セ
クターを積極的に組入れ、規制リスクが懸念されて業績見通しに不
透明感が高い公益事業セクターに対しては慎重な投資姿勢を維持し
ま し た。 株 価 水 準 に 割 安 感 が あ る と 判 断 し た MOBILE 
TELESYSTEMS（電気通信サービス）の買増しや業績拡大が見込
まれた ALROSA（素材）などの組入れを引上げました。一方で、
国内景気と経済制裁の影響が懸念された VTB BANK（金融）やニッ
ケル価格の下落による業績見通しが悪化した MMC NORILSK 
NICKEL（素材）などを一部売却しました。

◆ベンチマークとの差異について
当ファンドは運用の評価または目標となるベンチマークを設けてお

りません。
以下のグラフは、当ファンドの基準価額と参考指数との騰落率の対

比です。

基準価額
ＭＳＣＩロシア10／40指数（配当込み、円換算）

（％）
0. 0

-2. 0

-4. 0

-6. 0

-8. 0

-10. 0

-12. 0
当　期

（2014. 8. 20～2015. 2. 20）

◆分配金について
当期は、経費控除後の配当等収益が計上できなかったため、収益分

配を見送らせていただきました。
なお、留保益につきましては、運用方針に基づき運用させていただ

きます。

■分配原資の内訳（ 1 万口当り）

項 目
当 期

₂₀₁₄年 ₈ 月₂₁日
～₂₀₁₅年 ₂ 月₂₀日

当 期 分 配 金 （ 税 込 み ） （円） ―
対 基 準 価 額 比 率 （％） ―
当 期 の 収 益 （円） ―
当 期 の 収 益 以 外 （円） ―

翌 期 繰 越 分 配 可 能 額 （円） ₁₆, ₄₉₆
（注 ₁ ） 「当期の収益」は「経費控除後の配当等収益」および「経費控除後の有価

証券売買等損益」から分配に充当した金額です。また、「当期の収益以外」
は「収益調整金」および「分配準備積立金」から分配に充当した金額です。

（注 ₂ ） 円未満は切捨てており、当期の収益と当期の収益以外の合計が当期分配金
（税込み）に合致しない場合があります。

（注 ₃ ） 当期分配金の対基準価額比率は当期分配金（税込み）の期末基準価額（分
配金込み）に対する比率で、ファンドの収益率とは異なります。

※ なお、投資信託約款上の分配対象額は、上記分配可能額のうち経費控除後の配当
等収益です。

《今後の運用方針》
○当ファンド

「ダイワ・ロシア株マザーファンド」の受益証券へ投資を行ないま
す。

○ダイワ・ロシア株マザーファンド
当ファンドは、豊富な天然資源の強みを背景に、国内需要の拡大な

ど産業構造の変化が進むロシア経済において、成長が期待される企業
に投資することにより、信託財産の中長期的な成長をめざして運用を
行ないます。当面は、原油価格、ルーブル、ウクライナ情勢の動向を
注視します。ルーブル安の恩恵や堅調なキャッシュフロー、相対的に
高い配当が期待できる素材セクターに注目している一方で、国内景気
や経済制裁の影響が懸念される銀行株、規制リスクが懸念されて業績
見通しに不透明感が高い公益事業セクターに対して慎重な見方をして
います。

外貨建資産の運用にあたっては、デカ・インベストメント社に運用
の指図にかかる権限を委託し、今後の運用を行なってまいります。
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ダイワ・ロシア株ファンド（FOFs 用）（適格機関投資家専用）

■ 1 万口当りの費用の明細

項　　　目
当期

項　　目　　の　　概　　要（₂₀₁₄. ₈. ₂₁～₂₀₁₅. ₂. ₂₀）
金　額 比　率

信託報酬  ₁₂₀円 ₀. ₄₆₃％ 信託報酬＝期中の平均基準価額×信託報酬率 
　　　　　期中の平均基準価額（月末値の平均値）は₂₅, ₉₉₀円です。

（投信会社）  （₁₁₃）  （₀. ₄₃₆） 投信会社分は、ファンドの運用と調査、受託銀行への運用指図、基準価額の計算、運用報告書の作成等の対価
（販売会社）  （₁）  （₀. ₀₀₅） 販売会社分は、運用報告書等各種書類の送付、口座内での各ファンドの管理、購入後の情報提供等の対価
（受託銀行）  （₆）  （₀. ₀₂₂） 受託銀行分は、運用財産の管理、投信会社からの指図の実行の対価

売買委託手数料  ₈₉   ₀. ₃₄₂   売買委託手数料＝期中の売買委託手数料／期中の平均受益権総口数 
売買委託手数料は、有価証券等の売買の際、売買仲介人に支払う手数料

（株式）  （₈₉）  （₀. ₃₄₂） 

有価証券取引税  ₀   ₀. ₀₀₀   有価証券取引税＝期中の有価証券取引税／期中の平均受益権口数 
有価証券取引税は、有価証券の取引の都度発生する取引に関する税金

（株式）  （₀）  （₀. ₀₀₀） 
その他費用  ₆₂   ₀. ₂₃₇   その他費用＝期中のその他費用／期中の平均受益権口数

（保管費用） （₄₉）  （₀. ₁₈₇） 保管費用は、海外における保管銀行等に支払う有価証券等の保管および資金の送金・資産の移転等に要する費用
（監査費用）  （₁）  （₀. ₀₀₂） 監査費用は、監査法人等に支払うファンドの監査に係る費用
（その他）  （₁₂）  （₀. ₀₄₇） 信託事務の処理等に関するその他の費用
合　　　　計  ₂₇₁   ₁. ₀₄₂  

（注 ₁ ） 期中の費用（消費税のかかるものは消費税を含む）は追加、解約によって受益権口数に変動があるため、項目の概要の簡便法により算出した結果です。なお、売買委託
手数料、有価証券取引税およびその他費用は、このファンドが組入れているマザーファンドが支払った金額のうち、このファンドに対応するものを含みます。

（注 ₂ ）金額欄は各項目ごとに円未満を四捨五入してあります。
（注 ₃ ）比率欄は ₁ 万口当りのそれぞれの費用金額を期中の平均基準価額で除して100を乗じたものです。

■売買および取引の状況
親投資信託受益証券の設定・解約状況

（₂₀₁₄年 ₈ 月₂₁日から₂₀₁₅年 ₂ 月₂₀日まで）
設 定 解 約

口 数 金 額 口 数 金 額
ダ イ ワ・
ロ シ ア 株
マザーファンド

千口 千円 千口 千円

₅, ₂₃₈ ₄, ₀₀₀ ₆, ₆₃₇ ₅, ₇₁₀ 

（注）単位未満は切捨て。

■株式売買金額の平均組入株式時価総額に対する割合
（₂₀₁₄年 ₈ 月₂₁日から₂₀₁₅年 ₂ 月₂₀日まで）

項 目 当 期
ダイワ・ロシア株マザーファンド

（ａ）期 中 の 株 式 売 買 金 額 ₈, ₀₆₄, ₅₃₆千円

（ｂ）期中の平均組入株式時価総額 ₄, ₂₆₉, ₅₅₀千円

（ｃ）売 買 高 比 率 （ａ）／（ｂ） ₁. ₈₈
（注 ₁ ）（b）は各月末現在の組入株式時価総額の平均。
（注 ₂ ）単位未満は切捨て。

■利害関係人との取引状況

　当期中における利害関係人との取引はありません。

■組入資産明細表
親投資信託残高

種 類 期　　首 当 期 末
口　　数 口　　数 評 価 額

千口 千口 千円
ダ イ ワ ・ ロ シ ア 株
マ ザ ー フ ァ ン ド ₃₅, ₁₈₅ ₃₃, ₇₈₆ ₂₉, ₈₅₇ 

（注）単位未満は切捨て。
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ダイワ・ロシア株ファンド（FOFs 用）（適格機関投資家専用）

■投資信託財産の構成
₂₀₁₅年 ₂ 月₂₀日現在

項 目 当　　　期　　　末
評　価　額 比　　 率

千円 ％
ダイワ・ロシア株マザーファンド ₂₉, ₈₅₇ ₉₈. ₆ 

コ ー ル ・ ロ ー ン 等、 そ の 他 ₄₂₂ ₁. ₄ 

投 資 信 託 財 産 総 額 ₃₀, ₂₇₉ ₁₀₀. ₀ 
（注 ₁ ）評価額の単位未満は切捨て。
（注 ₂ ） 外貨建資産は、期末の時価を対顧客直物電信売買相場の仲値をもとに投資

信託協会が定める計算方法により算出されるレートで邦貨換算したもので
す。なお、 ₂ 月₂₀日における邦貨換算レートは、 ₁ アメリカ・ドル＝
₁₁₉. ₁₀円です。

（注 ₃ ） ダイワ・ロシア株マザーファンドにおいて、当期末における外貨建純資産
（₄, ₉₈₄, ₄₁₈千円）の投資信託財産総額（₅, ₁₉₈, ₃₄₄千円）に対する比率は、
₉₅. ₉% です。

■資産、負債、元本および基準価額の状況
₂₀₁₅年 ₂ 月₂₀日現在

項 目 当 期 末
（Ａ）資 産 30, 279, 9₈1円

コ ー ル   ・ ロ ー ン 等 ₄₂₂, ₅₃₃
ダイワ・ロシア株マザーファンド（評価額） ₂₉, ₈₅₇, ₄₄₈

（Ｂ）負 債 139, 361
未 払 信 託 報 酬 ₁₃₈, ₆₂₀
そ の 他 未 払 費 用 ₇₄₁

（Ｃ）純 資 産 総 額（Ａ－Ｂ） 30, 140, 620
元 本 ₁₁, ₃₇₅, ₄₄₃
次 期 繰 越 損 益 金 ₁₈, ₇₆₅, ₁₇₇

（Ｄ）受 益 権 総 口 数 11, 375, 443口
1 万口当り基準価額（Ｃ／Ｄ） 26, 496円

＊ 期 首 に お け る 元 本 額 は₁₁, ₇₂₉, ₄₄₅円、 当 期 中 に お け る 追 加 設 定 元 本 額 は
₁, ₇₆₆, ₈₉₃円、同解約元本額は₂, ₁₂₀, ₈₉₅円です。

＊当期末の計算口数当りの純資産額は₂₆, ₄₉₆円です。

■損益の状況
当期　自₂₀₁₄年 ₈ 月₂₁日　至₂₀₁₅年 ₂ 月₂₀日

項 目 当 期
（Ａ）配 当 等 収 益 3円

受 取 利 息 ₃
（Ｂ）有価証券売買損益 △ 1, 451, 93₈

売 買 益 ₄₇₆, ₂₇₉
売 買 損 △ ₁, ₉₂₈, ₂₁₇

（Ｃ）信 託 報 酬 等 △ 139, 361
（Ｄ）当 期 損 益 金（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） △ 1, 591, 296
（Ｅ）前期繰越損益金 7, 0₈2, 560
（Ｆ）追加信託差損益金 13, 273, 913

（配 当 等 相 当 額）（ ₉, ₇₇₃, ₂₈₈）
（売 買 損 益 相 当 額）（ ₃, ₅₀₀, ₆₂₅）

（Ｇ）合 計（Ｄ＋Ｅ＋Ｆ） 1₈, 765, 177
次期繰越損益金（Ｇ） 1₈, 765, 177
追 加 信 託 差 損 益 金 ₁₃, ₂₇₃, ₉₁₃

（配 当 等 相 当 額）（ ₉, ₇₇₃, ₂₈₈）
（売 買 損 益 相 当 額）（ ₃, ₅₀₀, ₆₂₅）
分 配 準 備 積 立 金 ₇, ₀₈₂, ₅₆₀
繰 越 損 益 金 △ ₁, ₅₉₁, ₂₉₆

（注 ₁ ） 信託報酬等には信託報酬に対する消費税等相当額を含めて表示しておりま
す。

（注 ₂ ） 追加信託差損益金とは、追加信託金と元本との差額をいい、元本を下回る
場合は損失として、上回る場合は利益として処理されます。

（注 ₃ ） 収益分配金の計算過程は後掲の「収益分配金の計算過程（総額）」の表を
参照。

（注 ₄ ） 投資信託財産（親投資信託）の運用の指図に係る権限の全部または一部を
委託するために要する費用：₅₉, ₉₉₄円（未監査）
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ダイワ・ロシア株ファンド（FOFs 用）（適格機関投資家専用）

【本資料は、受益者のみなさまにファンドの運用状況をお知らせするためのものであり、投資の勧誘を目的としたものではありません。】

■収益分配金の計算過程（総額）
項 目 当 期

（ａ）経 費 控 除 後 の 配 当 等 収 益  ₀円
（ｂ）経費控除後の有価証券売買等損益  ₀
（ｃ）収 益 調 整 金 ₁₁, ₆₈₂, ₆₁₇
（ｄ）分 配 準 備 積 立 金 ₇, ₀₈₂, ₅₆₀
（ｅ）当 期 分 配 可 能 額（ａ＋ｂ＋ｃ＋ｄ） ₁₈, ₇₆₅, ₁₇₇
（ｆ）分 配 金  ₀
（ｇ）翌 期 繰 越 分 配 可 能 額（ｅ－ｆ） ₁₈, ₇₆₅, ₁₇₇
（ｈ）受 益 権 総 口 数 ₁₁, ₃₇₅, ₄₄₃口

《お知らせ》
●運用報告書（全体版）の電子交付について

　2014年12月 1 日施行の法改正により、運用報告書は「交付運用報告書」と「運用報告書（全体版）」（本書）の 2 種類になりま
したが、「運用報告書（全体版）」については、交付に代えて電子交付する旨を信託約款に定めました。

●書面決議手続きの改正について
　重大な約款変更や繰上償還の際に行なう書面決議について、2014年12月 1 日施行の法改正により以下の点が変更されたことに
伴い、信託約款の該当箇所の変更を行ないました。
・ 書面決議の可決要件が、「受益者の半数以上の賛成かつ受益者の保有する議決権の 3 分の 2 以上の賛成を得ること」から「受益

者の保有する議決権の 3 分の 2 以上の賛成を得ること」に変更されました。
・ 投資信託の併合を行なう際、すべての場合で書面決議が必要とされてきましたが、その併合が受益者の利益に及ぼす影響が軽

微なものであるときは、当該併合に関する書面決議が不要となりました。
・ 書面決議に反対した受益者による受益権買取請求の規定について、一部解約請求に応じる投資信託（当ファンドは該当します。）

には適用されなくなりました。
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ダイワ・ロシア株マザーファンド
運用報告書　第14期　（決算日　2015年 2 月20日）

東京都千代田区丸の内一丁目 9 番 1 号
h t t p : / / w w w . d a i w a－a m . c o . j p /

★当ファンドの仕組みは次の通りです。
運 用 方 針 信託財産の成長をめざして運用を行ないます。
主 要 投 資 対 象 ロシアの金融商品取引所上場株式および店頭登録株式（上場予定および店頭登録予定を含みます。）ならびにロシアの企業のＤＲ（預託証券）

運 用 方 法

①主としてロシアの株式（※）の中から、豊富な天然資源の強みを背景に、国内需要の拡大など産業構造の変化が進むロシア経済において、成
長が期待される企業に投資することにより、信託財産の中長期的な成長をめざして運用を行ないます。
　（※） 株式…ＤＲ、米ドル建ての株式等を含みますので、投資対象国以外の通貨の為替リスクが発生する場合があります。
②運用にあたっては、以下の点に留意しながら投資することを基本とします。
　イ．業績動向、流動性等により銘柄の定量分析を行ない、投資対象銘柄を決定します。
　ロ ．財務内容、経営陣の評価、セクター内の競争力、バリュエーション、利益成長等に着目し、買付候補銘柄を決定します。
　ハ．ポートフォリオの構築においては、業種分散、銘柄分散を考慮します。
③外貨建資産の運用にあたっては、デカ・インベストメント社に運用の指図にかかる権限を委託します。
④株式の組入比率は、通常の状態で信託財産の純資産総額の80％程度以上に維持することを基本とします。
⑤保有外貨建資産の為替変動リスクを回避するための為替ヘッジは原則として行ないません。

株 式 組 入 制 限 無制限

年　月　日
基 準 価 額 ＭＳＣＩロシア10/40指数

（配当込み、円換算） 株　　式
組入比率

株　　式
先物比率

騰落率 （参考指数） 騰落率
円 ％ ％ ％ ％

（期首）₂₀₁₄年 ₈ 月₂₀日 ₉, ₅₃₀ ― ₆, ₉₃₄ ― ₉₄. ₀ ―
₈ 月末 ₉, ₄₃₁ △ ₁. ₀ ₆, ₈₃₉ △ ₁. ₄ ₉₀. ₄ ―
₉ 月末 ₉, ₃₅₄ △ ₁. ₈ ₆, ₆₇₅ △ ₃. ₇ ₈₈. ₁ ―
₁₀月末 ₉, ₂₅₃ △ ₂. ₉ ₆, ₆₄₂ △ ₄. ₂ ₉₆. ₅ ―
₁₁月末 ₉, ₀₀₅ △ ₅. ₅ ₆, ₅₆₃ △ ₅. ₄ ₉₆. ₃ ―
₁₂月末 ₇, ₆₉₄ △ ₁₉. ₃ ₅, ₄₉₉ △ ₂₀. ₇ ₉₁. ₂ ―

₂₀₁₅年 ₁ 月末 ₇, ₂₇₈ △ ₂₃. ₆ ₅, ₀₄₂ △ ₂₇. ₃ ₈₇. ₈ ―
（期末）₂₀₁₅年 ₂ 月₂₀日 ₈, ₈₃₇ △ ₇. ₃ ₆, ₁₈₁ △ ₁₀. ₉ ₉₄. ₀ ―
（注 ₁ ） ＭＳＣＩロシア₁₀/₄₀指数（配当込み、円換算）は、ＭＳＣＩ Inc. の承諾を

得て、ＭＳＣＩロシア₁₀/₄₀指数（配当込み、米ドルベース）をもとに円換
算し、当ファンド設定日を₁₀, ₀₀₀として大和投資信託が計算したものです。
ＭＳＣＩロシア₁₀/₄₀指数は、ＭＳＣＩ Inc. が開発した株価指数で、同指数
に対する著作権、知的所有権その他一切の権利はＭＳＣＩ Inc. に帰属しま
す。またＭＳＣＩ Inc. は、同指数の内容を変更する権利および公表を停止
する権利を有しています。

（注 ₂ ） 海外の指数は、基準価額への反映を考慮して、現地前営業日の終値を採用し
ています。

（注 ₃ ） 株式先物比率は買建比率－売建比率です。

■当期中の基準価額と市況の推移

11, 000

10, 000

9, 000

8, 000

7, 000

6, 000

5, 000

（円）

期　首
（2014. 8. 20）

期　末
（2015. 2. 20）

基準価額

《運用経過》
◆基準価額等の推移について
【基準価額・騰落率】

期首：₉, ₅₃₀円　期末：₈, ₈₃₇円　騰落率：△₇. ₃％
【基準価額の主な変動要因】

当期の基準価額は、ロシア・ルーブルが下落したことにより値下が
りしました。

◆投資環境について
○ロシア株式市況

ロシア株式市況は、期首から₂₀₁₄年₁₀月中旬にかけて、世界経済
の先行き不安や米国の量的金融緩和終了と利上げ開始への警戒感、
原油価格の下落、不安定なウクライナ情勢などから、軟調な値動き
となりました。₁₀月下旬には、ＥＣＢ（欧州中央銀行）の追加刺激
策への期待や米国経済に対する悲観的な見方の後退に加え、ウクラ
イナへの天然ガス供給再開をめぐりロシアとウクライナが合意に達
するとの見通しが強まったことなども好感され反発しましたが、₁₂
月に入り、米国の追加制裁への警戒感や加速するルーブル安と国内
景気見通しの不透明感などから下落しました。₂₀₁₅年 ₁ 月から期末
にかけては、ウクライナ情勢の緊迫化などから調整する局面はあり
ましたが、上昇に転じました。株価水準が割安であるほか、ＥＣＢ
の量的緩和決定、原油価格の反発、ウクライナ情勢の緊張緩和、ギ
リシャ債務交渉の楽観的な見方などが投資家心理の改善につながり
ました。

○為替相場
対円で見たロシア・ルーブルは、期首から₂₀₁₅年 ₁ 月にかけて下

落基調となりました。2014年₁₁月から₁₂月は変動幅の大きい展開と
なりました。ロシア中央銀行（以下、中央銀行）が、投機的な動き
を防ぐため為替市場への介入を柔軟な政策に変更したことや、ＯＰ
ＥＣ（石油輸出国機構）総会で減産をしないことが決定されて原油
価格が一段と下落したことで、ルーブルの下落圧力が強まりまし
た。中央銀行は大幅利上げを発表しましたが、資本規制導入への警
戒感からさらにルーブル安が進行しました。中央銀行とロシア政府
が通貨防衛に向けた施策を発表し、₂₀₁₄年末にかけては反発しまし
たが、₂₀₁₅年に入り、原油価格の下落、ウクライナ情勢の緊迫化、
追加の経済制裁への懸念が強まったこと、格付会社Ｓ＆Ｐ（スタン
ダード・アンド・プアーズ）がロシアの外貨建て長期債格付けを投
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機的等級に引下げたことなどを受けて、ルーブルの売り圧力が再び
高まりました。期末にかけては、原油価格の反発などを手掛かりに
ルーブルもやや値を戻しました。

◆前期における「今後の運用方針」
・株式組入比率

組入比率は通常の状態で₈₀～₉₈％程度とする方針です。
・ポートフォリオ

当ファンドでは、豊富な天然資源の強みを背景に、国内需要の
拡大など産業構造の変化が進むロシア経済の中長期的な成長を享
受することをめざします。当面は、ウクライナ情勢や国内景気の
動向を注視しつつ、欧州の景気回復や、底堅く推移している原油
価格の恩恵が期待できるエネルギーセクターの比率を高位に維持
します。一方で、規制リスクが懸念され、業績見通しに不透明感
が高い公益事業セクターに対しては慎重な見方をしています。

　
以上のような方針のもとに、外貨建資産の運用にあたっては、デ

カ・インベストメント社に運用の指図にかかる権限を委託し、今後
の運用を行なってまいります。

◆ポートフォリオについて
ルーブル安の恩恵や堅調なキャッシュフローが見込まれる素材セク

ターを積極的に組入れ、規制リスクが懸念されて業績見通しに不透明
感が高い公益事業セクターに対しては慎重な投資姿勢を維持しまし
た。株価水準に割安感があると判断した MOBILE TELESYSTEMS
（電気通信サービス）の買増しや業績拡大が見込まれた ALROSA（素
材）などの組入れを引上げました。一方で、国内景気と経済制裁の影
響が懸念された VTB BANK（金融）やニッケル価格の下落による業
績見通しが悪化した MMC NORILSK NICKEL（素材）などを一部売
却しました。

◆ベンチマークとの差異について
当ファンドは、運用の目標となるベンチマークを設けておりませ

ん。
当期の参考指数（ＭＳＣＩロシア₁₀/₄₀指数（配当込み、円換算））

の騰落率は△₁₀. ₉％となりました。一方、当ファンドの騰落率は
△₇. ₃％となりました。

《今後の運用方針》
　当ファンドは、豊富な天然資源の強みを背景に、国内需要の拡大など
産業構造の変化が進むロシア経済において、成長が期待される企業に投
資することにより、信託財産の中長期的な成長をめざして運用を行ない
ます。当面は、原油価格、ルーブル、ウクライナ情勢の動向を注視しま
す。ルーブル安の恩恵や堅調なキャッシュフロー、相対的に高い配当が
期待できる素材セクターに注目している一方で、国内景気や経済制裁の
影響が懸念される銀行株、規制リスクが懸念されて業績見通しに不透明
感が高い公益事業セクターに対して慎重な見方をしています。
　外貨建資産の運用にあたっては、デカ・インベストメント社に運用の
指図にかかる権限を委託し、今後の運用を行なってまいります。

■売買および取引の状況
株　　　式

（₂₀₁₄年 ₈ 月21日から₂₀₁₅年 ₂ 月20日まで）
買　　　　付 売　　　　付

株　　数 金　　額 株　　数 金　　額
外 

国

百株 千アメリカ・ドル 百株 千アメリカ・ドル

ロ シ ア ₄₆₂, ₁₅₂. ₁₅ ₃₅, ₆₄₃ ₄₀₀, ₀₃₃. ₂ ₃₄, ₁₁₈ 
（ ―） （ ―） 

（注 ₁ ）金額は受渡し代金。
（注 ₂ ） （　）内は株式分割、合併等による増減分で、上段の数字には含まれており

ません。
（注 ₃ ）金額の単位未満は切捨て。

■ 1 万口当りの費用の明細
項 目 当　　　期

売買委託手数料 30円
（株式） （ 30）

有価証券取引税 0
（株式） （ 0）

その他費用 20
（保管費用） （ 16）
（その他） （ 4）

合 計 50
（注 ₁ ） 期中の費用（消費税のかかるものは消費税を含む）は追加、解約によって

受益権口数に変動があるため、簡便法により算出した結果です。費用の項
目および算出法については前掲の「 ₁ 万口当りの費用の明細」の項目の概
要をご参照ください。

（注 ₂ ） 各項目ごとに円未満を四捨五入してあります。
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■主要な売買銘柄
株　　　　　式

（₂₀₁₄年 ₈ 月21日から₂₀₁₅年 ₂ 月20日まで）
当　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　期

買　　　　　　　　　　　付 売　　　　　　　　　　　付
銘　　　　　柄 株　数 金　額 平均単価 銘　　　　　柄 株　数 金　額 平均単価

千株 千円 円 千株 千円 円
SBERBANK-CLS（ロシア）  ₂, ₉₉₅ ₄₃₆, ₄₅₅ ₁₄₅  MAGNIT PJSC-SPON GDR REGS（ロシア）  ₇₀. ₃ ₄₃₃, ₇₆₉ ₆, ₁₇₀ 
MAGNIT PJSC-SPON GDR REGS（ロシア）  ₇₃. ₃ ₄₁₉, ₅₂₄ ₅, ₇₂₃  SBERBANK-CLS（ロシア）  ₂, ₀₇₅ ₃₂₄, ₄₅₇ ₁₅₆ 
NOVATEK OAO-GDR（ロシア）  ₃₀. ₇₅ ₃₂₁, ₈₅₅ ₁₀, ₄₆₆  NOVATEK OAO-GDR（ロシア）  ₂₇. ₈₅ ₂₉₆, ₀₇₈ ₁₀, ₆₃₁ 
LUKOIL OAO-ADR（ロシア）  ₅₉ ₃₀₀, ₅₀₀ ₅, ₀₉₃  TATNEFT-ADR（ロシア）  ₆₈ ₂₄₆, ₅₆₄ ₃, ₆₂₅ 
GAZPROM OAO-ADR（ロシア）  ₄₂₅ ₂₄₆, ₆₉₃ ₅₈₀  VTB BANK OJSC-GDR（ロシア）  ₉₅₅ ₂₁₆, ₀₀₇ ₂₂₆ 
URALKALI-GDR（ロシア）  ₁₃₀ ₂₂₀, ₆₇₈ ₁, ₆₉₇ LUKOIL OAO-CLS（ロシア）  ₄₀ ₂₀₈, ₇₆₅ ₅, ₂₁₉ 
ALROSA CO LTD（ロシア）  ₁, ₈₇₅ ₂₁₆, ₂₆₀ ₁₁₅  MMC NORILSK NICKEL-CLS（ロシア）  ₉. ₅ ₁₈₆, ₄₇₅ ₁₉, ₆₂₈ 
ROSNEFT OJSC-GDR（ロシア）  ₄₇₅ ₂₁₄, ₀₄₉ ₄₅₀  URALKALI-GDR（ロシア）  ₁₀₀ ₁₈₂, ₈₉₇ ₁, ₈₂₈ 
MOBILE TELESYSTEMS-SP ADR（ロシア）  ₁₉₀ ₁₉₃, ₉₇₃ ₁, ₀₂₀  GAZPROM OAO-ADR（ロシア）  ₂₇₅ ₁₈₁, ₈₂₄ ₆₆₁ 
TATNEFT-ADR（ロシア）  ₅₁ ₁₈₁, ₄₅₄ ₃, ₅₅₇  ALROSA CO LTD（ロシア）  ₁, ₆₁₅ ₁₈₁, ₆₄₄ ₁₁₂ 

（注 ₁ ）金額は受渡し代金。
（注 ₂ ）金額の単位未満は切捨て。

■組入資産明細表
外 国 株 式

銘　　　　　　　　　　　柄
期　　首 当 期 末

業 種 等株　　数 株　　数 評 価 額
外 貨 建 金 額 邦貨換算金額

百株 百株 千アメリカ・ドル 千円 
（ロシア）
MOBILE TELESYSTEMS-SP ADR ₆₀₀ ₁, ₉₃₀ ₁, ₉₁₈ ₂₂₈, ₄₈₃ 電気通信サービス
VTB BANK OJSC-GDR ₈, ₅₀₀ ₅, ₅₀₀ ₁, ₁₇₇ ₁₄₀, ₁₈₀ 金融
NOVOLIPET STEEL-GDR ― ₂₂₅ ₃₀₉ ₃₆, ₈₄₆ 素材
TATNEFT-ADR ₃₅₀ ₁₈₀ ₆₀₈ ₇₂, ₄₆₀ エネルギー
MMC NORILSK NICKEL JSC-ADR ― ₅₀₀ ₉₀₃ ₁₀₇, ₆₃₆ 素材
SISTEMA JSFC-REG S SPONS GDR ₂₃₀ ₅₇₅ ₃₉₄ ₄₆, ₉₇₈ 電気通信サービス
MAGNIT PJSC-SPON GDR REGS ₇₀₀ ₇₃₀ ₃, ₆₂₁ ₄₃₁, ₃₂₄ 生活必需品
MEGAFON-GDR ₇₂₅ ₁, ₀₁₀ ₁, ₇₅₈ ₂₀₉, ₄₂₆ 電気通信サービス
URALKALI-GDR ₄₀₀ ₇₀₀ ₉₉₁ ₁₁₈, ₁₃₅ 素材
NOVATEK OAO-GDR ₁₈₀ ₂₀₉ ₁, ₈₁₃ ₂₁₅, ₉₃₇ エネルギー
LUKOIL OAO-ADR ₂₅₀ ₅₆₀ ₂, ₆₇₄ ₃₁₈, ₅₇₃ エネルギー
ROSNEFT OJSC-GDR ₂, ₅₅₀ ₄, ₄₀₀ ₁, ₉₅₃ ₂₃₂, ₆₇₃ エネルギー
TMK-GDR ― ₆₀₀ ₁₈₂ ₂₁, ₇₅₉ エネルギー
GAZPROM OAO-ADR ₃, ₇₀₀ ₅, ₂₀₀ ₂, ₆₈₁ ₃₁₉, ₃₂₁ エネルギー
SEVERSTAL-GDR ₁, ₅₀₀ ₁, ₃₀₀ ₁, ₄₇₈ ₁₇₆, ₀₄₁ 素材
SBERBANK-PREF-CLS ₁, ₂₅₀ ― ― ― 金融
SURGUTNEFTEGAS-PREF-CLS ₁₅, ₀₀₀ ₁₁, ₀₀₀ ₇₁₅ ₈₅, ₁₅₆ エネルギー
ALROSA CO LTD ₁₃, ₀₀₀ ₁₅, ₆₀₀ ₁, ₈₉₅ ₂₂₅, ₇₄₂ 素材
MOSCOW EXCHANGE MICEX-RTS ₁₀, ₅₀₀ ₁₆, ₀₀₀ ₁, ₉₈₈ ₂₃₆, ₈₆₆ 金融
SBERBANK-CLS ₁₈, ₃₀₀ ₂₇, ₅₀₀ ₃, ₂₈₆ ₃₉₁, ₃₉₂ 金融
TRANSNEFT-PREF-CLS ₇ ₆. ₉₅ ₁, ₆₃₁ ₁₉₄, ₂₉₄ エネルギー
URALKALI-CLS ₂, ₀₀₀ ₁, ₅₀₀ ₄₂₉ ₅₁, ₂₀₁ 素材
SEVERSTAL-CLS ₇₀₀ ₄₈₀ ₅₄₉ ₆₅, ₄₀₀ 素材
ROSTELECOM-CLS ₈, ₅₀₀ ₈, ₀₀₀ ₁, ₁₉₂ ₁₄₁, ₉₆₇ 電気通信サービス
TATNEFT-CLS ₁, ₅₀₀ ₂, ₀₀₀ ₁, ₁₁₂ ₁₃₂, ₅₁₀ エネルギー
SURGUTNEFTEGAZ-CLS ₁₆, ₀₀₀ ₁₄, ₀₀₀ ₇₈₉ ₉₄, ₀₄₁ エネルギー
MMC NORILSK NICKEL-CLS ₁₂₅ ₃₀ ₅₅₂ ₆₅, ₇₄₅ 素材
GAZPROM OAO-CLS ₄, ₄₀₀ ₄, ₅₀₀ ₁, ₁₇₃ ₁₃₉, ₇₂₂ エネルギー
ROSNEFT OIL COMPANY ₉₀₀ ₁₅₀ ₆₇ ₇, ₉₈₂ エネルギー
LUKOIL OAO-CLS ₆₀₀ ₂₀₀ ₉₇₀ ₁₁₅, ₅₉₈ エネルギー
FEDERAL HYDROGENERATING ₉₅₀, ₀₀₀ ₁, ₀₀₀, ₀₀₀ ₉₀₀ ₁₀₇, ₁₉₀ 公益事業

フ ァ ン ド 合 計 株　数、金　額 ₁, ₀₆₂, ₄₆₇ ₁, ₁₂₄, ₅₈₅. ₉₅ ₃₉, ₇₁₉ ₄, ₇₃₀, ₅₉₀ 
銘柄数＜比率＞ ₂₈ 銘柄 ₃₀ 銘柄 ＜₉₄. ₀％＞ 

（注 ₁ ）邦貨換算金額は、期末の時価を対顧客直物電信売買相場の仲値をもとに投資信託協会が定める計算方法により算出されるレートで邦貨換算したものです。
（注 ₂ ）＜　＞は純資産総額に対する評価額の比率。
（注 ₃ ）評価額の単位未満は切捨て。
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ダイワ・ロシア株ファンド（FOFs 用）（適格機関投資家専用）

■損益の状況
当期　自₂₀₁₄年 ₈ 月₂₁日　至₂₀₁₅年 ₂ 月₂₀日

項 目 当 期
（Ａ）配 当 等 収 益 3₈, 76₈, 670円

受 取 配 当 金 ₃₈, ₇₄₇, ₂₀₃
受 取 利 息 ₂₁, ₄₆₇

（Ｂ）有価証券売買損益 △ 313, 914, 039
売 買 益 ₉₄₂, ₅₄₀, ₅₁₃
売 買 損 △ ₁, ₂₅₆, ₄₅₄, ₅₅₂

（Ｃ）そ の 他 費 用 △ 10, 907, 222
（Ｄ）当 期 損 益 金（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） △ 2₈6, 052, 591
（Ｅ）前期繰越損益金 △ 256, 103, 562
（Ｆ）解 約 差 損 益 金 5₈, 162, 79₈
（Ｇ）追加信託差損益金 △ 17₈, 19₈, 997
（Ｈ）合 計（Ｄ＋Ｅ＋Ｆ＋Ｇ） △ 662, 192, 352

次期繰越損益金（Ｈ） △ 662, 192, 352
（注 ₁ ） 解約差損益金とは、一部解約時の解約価額と元本との差額をいい、元本を

下回る場合は利益として、上回る場合は損失として処理されます。
（注 ₂ ） 追加信託差損益金とは、追加信託金と元本との差額をいい、元本を下回る

場合は損失として、上回る場合は利益として処理されます。

《お知らせ》
●書面決議手続きの改正について

　重大な約款変更や繰上償還の際に行なう書面決議について、2014年12月 1 日施行の法改正により以下の点が変更されたことに
伴い、信託約款の該当箇所の変更を行ないました。
・ 書面決議の可決要件が、「受益者の半数以上の賛成かつ受益者の保有する議決権の 3 分の 2 以上の賛成を得ること」から「受益

者の保有する議決権の 3 分の 2 以上の賛成を得ること」に変更されました。
・ 投資信託の併合を行なう際、すべての場合で書面決議が必要とされてきましたが、その併合が受益者の利益に及ぼす影響が軽

微なものであるときは、当該併合に関する書面決議が不要となりました。
・ 書面決議に反対した受益者による受益権買取請求の規定について、一部解約請求に応じる投資信託（当ファンドは該当します。）

には適用されなくなりました。

■投資信託財産の構成
₂₀₁₅年 ₂ 月₂₀日現在

項 目 当 期 末
評 価 額 比 率

千円 ％
株         式 ₄, ₇₃₀, ₅₉₀ ₉₁. ₀ 

コ ー ル ・ ロ ー ン 等、 そ の 他 ₄₆₇, ₇₅₃ ₉. ₀ 

投 資 信 託 財 産 総 額 ₅, ₁₉₈, ₃₄₄ ₁₀₀. ₀ 
（注 ₁ ）評価額の単位未満は切捨て。
（注 ₂ ） 外貨建資産は、期末の時価を対顧客直物電信売買相場の仲値をもとに投資

信託協会が定める計算方法により算出されるレートで邦貨換算したもので
す。なお、 ₂ 月₂₀日における邦貨換算レートは、 ₁ アメリカ・ドル＝
₁₁₉. ₁₀円です。

（注 ₃ ） 当期末における外貨建純資産（₄, ₉₈₄, ₄₁₈千円）の投資信託財産総額
（₅, ₁₉₈, ₃₄₄千円）に対する比率は、₉₅. ₉% です。

■資産、負債、元本および基準価額の状況
₂₀₁₅年 ₂ 月₂₀日現在

項 目 当 期 末
（Ａ）資 産 5, 234, 071, 176円

コ ー ル  ・ ロ ー ン 等 ₃₂₂, ₈₉₃, ₀₂₈  
株 式（評価額） ₄, ₇₃₀, ₅₉₀, ₅₅₉  
未 収 入 金 ₁₈₀, ₅₈₇, ₅₈₉  

（Ｂ）負 債 200, 799, ₈26  
未 払 金 ₁₀₅, ₇₉₉, ₈₂₆  
未 払 解 約 金 ₉₅, ₀₀₀, ₀₀₀  

（Ｃ）純 資 産 総 額（Ａ－Ｂ） 5, 033, 271, 350  
元 本 ₅, ₆₉₅, ₄₆₃, ₇₀₂  
次 期 繰 越 損 益 金 △  ₆₆₂, ₁₉₂, ₃₅₂  

（Ｄ）受 益 権 総 口 数 5, 695, 463, 702口
1 万口当り基準価額（Ｃ／Ｄ） ₈, ₈37円

＊ 期首における元本額は₅, ₄₅₂, ₆₃₇, ₅₀₃円、当期中における追加設定元本額は
₇₅₁, ₁₉₈, ₉₉₇円、同解約元本額は₅₀₈, ₃₇₂, ₇₉₈円です。

＊ 当期末における当マザーファンドを投資対象とする投資信託の元本額は、ダイ
ワ・ロシア株ファンド（FOFs 用）（適格機関投資家専用）₃₃, ₇₈₆, ₈₆₀円、ダイ
ワ・ロシア株ファンド₅, ₆₃₂, ₈₈₃, ₂₂₅円、ダイワ新興 ₄ カ国株式ファンド（ダイ
ワＳＭＡ専用）₂₈, ₇₉₃, ₆₁₇円です。

＊当期末の計算口数当りの純資産額は₈, ₈₃₇円です。
＊当期末の純資産総額が元本額を下回っており、その差額は₆₆₂, ₁₉₂, ₃₅₂円です。
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東京都千代田区丸の内一丁目 9番 1号
お問い合わせ先（コールセンター）
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運用報告書（全体版）
第12期

（決算日 2014年12月16日）

受益者のみなさまへ

毎々、格別のご愛顧にあずかり厚くお礼申
し上げます。

さて、「ダイワ・ダイナミック・インド株
ファンド（FOFs 用）（適格機関投資家専用）」
は、このたび、第₁₂期の決算を行ないまし
た。

ここに、期中の運用状況をご報告申し上げ
ます。

今後とも一層のお引立てを賜りますよう、
お願い申し上げます。

<2113>

ダイワ・ダイナミック・
インド株ファンド

（FOFs用）（適格機関投資家専用）

★当ファンドの仕組みは次の通りです。
商 品 分 類 追加型投信／海外／株式

信 託 期 間 無期限

運 用 方 針 信託財産の成長をめざして運用を行ないます。

主要投資対象

ベビーファンド ダイワ・インド株アクティブ・マ
ザーファンドの受益証券

ダイワ・インド株
ア ク テ ィ ブ・
マザーファンド

インドの金融商品取引所上場株式
および店頭登録株式（上場予定お
よび店頭登録予定を含みます。）

マザーファンド
の 運 用 方 法

①主として、インドの株式（※）の中から、インド
経済の発展に関連するインドの企業に投資すること
により、信託財産の中長期的な成長をめざして運用
を行ないます。
②運用にあたっては、以下の点に留意しながら投資
することを基本とします。
　イ ．主にインド経済の発展に必要な設備やエネル

ギー供給体制等の構築、整備、運営事業および
人口増加や所得水準の向上に伴う消費の拡大に
関連すると判断される銘柄の中からボトムアッ
プアプローチにより銘柄を選定します。

　ロ．時価総額や流動性等を勘案します。
　ハ ．個別企業のファンダメンタルズ、成長性、株

価バリュエーション等を総合的に勘案し、ポー
トフォリオを構築します。

③外貨建資産の運用にあたっては、ダイワ・アセッ
ト・マネジメント（シンガポール）リミテッドに運
用の指図にかかる権限の一部を委託します。ダイワ・
アセット・マネジメント（シンガポール）リミテッ
ドは、当該外貨建資産の運用について、SBI Funds 
Management Private Limited の助言を受けます。
④株式（※）の組入比率は、通常の状態で信託財産
の純資産総額の80％程度以上に維持することを基本
とします。
⑤保有外貨建資産の為替変動リスクを回避するため
の為替ヘッジは原則として行ないません。
　（※ ）株式…ＤＲ（預託証券）を含みます。

組 入 制 限

ベ ビ ー フ ァ ン ド の
マ ザ ー フ ァ ン ド 組 入 上 限 比 率 無制限

マ ザ ー フ ァ ン ド の
株 式 組 入 上 限 比 率 無制限

分 配 方 針

分配対象額は、経費控除後の配当等収益とし、原則
として、基準価額の水準等を勘案して分配金額を決
定します。ただし、分配対象額が少額の場合には、
分配を行なわないことがあります。

当ファンドは、ファミリーファンド方式で運用を行ないます。ファミ
リーファンド方式とは、受益者からの資金をまとめてベビーファンド
（当ファンド）とし、その資金を主としてマザーファンドの受益証券に
投資して、実質的な運用をマザーファンドで行なう仕組みです。



ダイワ・ダイナミック・インド株ファンド（FOFs 用）（適格機関投資家専用）

《運用経過》
◆基準価額等の推移について
【基準価額・騰落率】

期首：₁₉, ₆₄₀円　期末：₂₂, ₅₀₆円　騰落率：₁₄. ₆%
【基準価額の主な変動要因】

インドの企業の株式に投資した結果、インド株式市況が上昇したこ
とや為替相場において円安インド・ルピー高が進んだことがプラスに
寄与して、基準価額は値上がりしました。

◆投資環境について
○インド株式市況

インド株式市況は上昇しました。
期首から₂₀₁₄年 ₉ 月中旬にかけては、モディ政権による外資企業

の投資活性化政策や補助金削減等による財政赤字削減に対する期待
感、ＲＢＩ（インド準備銀行）による法定流動性比率の引下げなど
が支援材料となり、上昇基調となりました。₁₀月中旬にかけては、
鉱工業生産の伸び率が市場予想を下回ったことや、欧州および中国
の景気悪化懸念等から、売りに押される展開となりました。その後
は、原油市況の下落によるインフレ圧力の低下や、₂₀₁₅年早期の利
下げ実施による経済成長加速期待などを背景に再び上昇基調となり
ましたが、期末にかけては、急激な原油安の進行による投資家心理
の悪化等から値上がり幅を縮小する展開となりました。

○為替相場
円に対してインド・ルピーは上昇しました。
インフレ圧力の低下に伴う利下げ観測などを背景にインド・ル

ピーが対米ドルで下落した一方で、日銀の追加金融緩和の実施や日
本の₂₀₁₄年 ₇ － ₉ 月期ＧＤＰ（国内総生産）成長率が市場予想を大
幅に下回ったことを背景に円安米ドル高が進んだ結果、円安イン
ド・ルピー高となりました。

◆前期における「今後の運用方針」
・株式組入比率

当面₉₀～₁₀₀％とする運用を継続する方針です。
・ポートフォリオ

「ダイワ・インド株アクティブ・マザーファンド」の受益証券
へ投資を行ない、純資産総額に対する比率が₉₀％程度以上となる
ように投資していきます。

◆ポートフォリオについて
○当ファンド

「ダイワ・インド株アクティブ・マザーファンド」の受益証券へ
投資を行ないました。

○ダイワ・インド株アクティブ・マザーファンド
高い利益成長が見込まれる銘柄に分散投資を行ないました。業種

では、ディーゼル価格の自由化や天然ガス価格の引上げの恩恵が期
待されたエネルギーセクターや、所得水準の向上や民間消費の拡大
に伴い業績拡大が見込まれた金融セクターを組入上位としました。
個別銘柄では、天然ガス価格の引上げ等の恩恵が期待された
RELIANCE INDUSTRIES（エネルギー）、規制緩和や資金需要回復
に よ る 業 績 拡 大 が 期 待 さ れ た HOUSING DEVELOPMENT 
FINANCE（ 金 融 ）、ICICI BANK（ 金 融 ）、STATE BANK OF 
INDIA（金融）、堅調なタバコ事業だけでなく事業の多角化を通じ
た収益拡大が期待された ITC（生活必需品）の組入比率を高位とし
ました。

■最近 5 期の運用実績

決　　算　　期
基 準 価 額 ＭＳＣＩインド指数

（配当込み、円換算） 株 式
組 入
比 率

株 式
先 物
比 率

純資産
総　額税込み

分配金
期　中
騰落率（参考指数）期　中

騰落率
円 円 ％ ％ ％ ％ 百万円

₈ 期末（2012年₁₂月17日）₁₄, ₈₆₃ ₀ ₂₇. ₅ ₁₇, ₇₄₈ ₂₅. ₀ ₉₃. ₉ ₂. ₄ ₆₄ 
₉ 期末（2013年 ₆ 月17日）₁₄, ₇₄₂ ₀ △ ₀. ₈ ₁₈, ₆₉₃ ₅. ₃ ₉₃. ₅ ₃. ₂ ₅₈ 
₁₀期末（2013年₁₂月16日）₁₄, ₇₂₈ ₀ △ ₀. ₁ ₂₀, ₂₃₁ ₈. ₂ ₉₃. ₆ ₄. ₀ ₅₈ 
₁₁期末（2014年 ₆ 月16日）₁₉, ₆₄₀ ₀ ₃₃. ₄ ₂₅, ₀₃₃ ₂₃. ₇ ₉₃. ₄ ₃. ₉ ₃₇ 
₁₂期末（2014年₁₂月16日）₂₂, ₅₀₆ ₀ ₁₄. ₆ ₂₉, ₁₁₁ ₁₆. ₃ ₉₅. ₆ ₂. ₃ ₃₀ 
（注 ₁ ） 「ＭＳＣＩインド指数（配当込み、円換算）」は、ＭＳＣＩ Inc.の承諾を得て、

「ＭＳＣＩインド指数（配当込み、インド・ルピー建て）」をもとに円換算し、当
ファンド設定日を₁₀, ₀₀₀として大和投資信託が計算したものです。ＭＳＣＩイン
ド指数は、ＭＳＣＩ Inc.が開発した株価指数で、同指数に対する著作権、知的所
有権その他一切の権利はＭＳＣＩ Inc.に帰属します。またＭＳＣＩ Inc.は、同指
数の内容を変更する権利および公表を停止する権利を有しています。

（注 ₂ ） 海外の指数は、基準価額への反映を考慮して、現地前営業日の終値を採用してい
ます。

（注 ₃ ）  株式および株式先物の組入比率は、マザーファンドの組入比率を当ファンドベー
スに換算したものを含みます。

（注 ₄ ）株式先物比率は買建比率－売建比率です。

■当期中の基準価額と市況の推移

年　 月　 日
基 準 価 額 ＭＳＣＩインド指数

（配当込み、円換算）
株 式
組 入
比 率

株 式
先 物
比 率騰 落 率（参考指数）騰 落 率

円 ％ ％ ％ ％
（期首）₂₀₁₄年 ₆ 月₁₆日 ₁₉, ₆₄₀ ― ₂₅, ₀₃₃ ― ₉₃. ₄ ₃. ₉

₆ 月末 ₁₉, ₁₈₀ △ ₂. ₃ ₂₄, ₆₉₀ △ ₁. ₄ ₉₃. ₃ ₃. ₉
₇ 月末 ₂₀, ₁₁₁ ₂. ₄ ₂₆, ₁₃₀ ₄. ₄ ₉₅. ₀ ₂. ₀
₈ 月末 ₂₀, ₃₉₈ ₃. ₉ ₂₆, ₆₈₀ ₆. ₆ ₉₄. ₉ ₂. ₁
₉ 月末 ₂₁, ₀₀₀ ₆. ₉ ₂₇, ₇₉₉ ₁₁. ₀ ₉₆. ₂ ₂. ₁
₁₀月末 ₂₁, ₅₂₄ ₉. ₆ ₂₈, ₁₈₂ ₁₂. ₆ ₉₆. ₃ ₂. ₁
₁₁月末 ₂₃, ₈₉₇ ₂₁. ₇ ₃₁, ₅₂₃ ₂₅. ₉ ₉₅. ₉ ₂. ₂

（期末）₂₀₁₄年₁₂月₁₆日 ₂₂, ₅₀₆ ₁₄. ₆ ₂₉, ₁₁₁ ₁₆. ₃ ₉₅. ₆ ₂. ₃
（注）騰落率は期首比。
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期　首
（2014. 6. 16）

期　末
（2014. 12. 16）

基準価額（左軸）　　　純資産総額（右軸）
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◆分配金について
当期は、経費控除後の配当等収益が少額であったため、収益分配を

見送らせていただきました。
なお、留保益につきましては、運用方針に基づき運用させていただ

きます。
■分配原資の内訳（ 1 万口当り）

項 目
当 期

2014年 ₆ 月17日
～2014年12月16日

当 期 分 配 金（ 税 込 み ） ―円
対 基 準 価 額 比 率 ―％
当 期 の 収 益 ―円
当 期 の 収 益 以 外 ―

翌 期 繰 越 分 配 可 能 額 ₁₂, ₆₀₄
（注 ₁ ） 「当期の収益」は「経費控除後の配当等収益」および「経費控除後の有価

証券売買等損益」から分配に充当した金額です。また、「当期の収益以外」
は「収益調整金」および「分配準備積立金」から分配に充当した金額です。

（注 ₂ ） 円未満は切捨てており、当期の収益と当期の収益以外の合計が当期分配金
（税込み）に合致しない場合があります。

（注 ₃ ）  当期分配金の対基準価額比率は当期分配金（税込み）の期末基準価額（分
配金込み）に対する比率で、ファンドの収益率とは異なります。

※ なお、投資信託約款上の分配対象額は、上記分配可能額のうち経費控除後の配当
等収益です。

◆ベンチマークとの差異について
当ファンドは運用の目標となるベンチマークを設けておりません。
以下のグラフは、当ファンドの基準価額と参考指数の騰落率の対比

です。参考指数はインド市場の動向を表す代表的な指数として掲載し
ております。

基準価額
ＭＳＣＩインド指数（配当込み、円換算）

（％）
18. 0
16. 0
14. 0
12. 0
10. 0
8. 0
6. 0
4. 0
2. 0
0. 0

当　期
（2014. 6. 16～2014. 12. 16）

《今後の運用方針》
○当ファンド

「ダイワ・インド株アクティブ・マザーファンド」の受益証券へ投
資を行ないます。

○ダイワ・インド株アクティブ・マザーファンド
主にインド経済の発展に必要なインフラ（社会基盤）投資と消費の

拡大に関連すると判断される銘柄の中から、株価動向を踏まえ、財務
内容が良好で安定的な利益成長が見込まれる企業を中心に組入れてま
いります。業種では、ディーゼル価格の自由化や天然ガス価格の引上
げの恩恵が期待されるエネルギーセクター、インフラ投資拡大の恩恵
が見込まれる素材セクターや資本財・サービスセクター、所得水準の
向上や民間消費の拡大に伴い業績拡大が見込まれる一般消費財・サー
ビスセクター、生活必需品セクター、金融セクターなどに注目してい
きます。
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■売買および取引の状況
親投資信託受益証券の設定・解約状況

（₂₀₁₄年 ₆ 月₁₇日から₂₀₁₄年₁₂月₁₆日まで）
設 定 解 約

口 数 金 額 口 数 金 額
ダイワ・インド株
ア ク テ ィ ブ・
マザーファンド

千口 千円 千口 千円

₁, ₁₁₇ ₈₁₀ ₁₆, ₀₇₃ ₁₂, ₁₀₀ 

（注）単位未満は切捨て。

■株式売買金額の平均組入株式時価総額に対する割合
（₂₀₁₄年 ₆ 月₁₇日から₂₀₁₄年₁₂月₁₆日まで）

項 目 当 期
ダイワ・インド株アクティブ・マザーファンド

（ａ）期 中 の 株 式 売 買 金 額 ₁₀, ₂₄₃, ₄₀₇千円 

（ｂ）期中の平均組入株式時価総額 ₁₆, ₂₂₇, ₀₅₁千円 

（ｃ）売 買 高 比 率 （ａ）／（ｂ） ₀. ₆₃ 
（注 ₁ ）（b）は各月末現在の組入株式時価総額の平均。
（注 ₂ ）単位未満は切捨て。

■利害関係人との取引状況

　当期中における利害関係人との取引はありません。

■ 1 万口当りの費用の明細

項　　　目
当期

項　　目　　の　　概　　要（₂₀₁₄. ₆. ₁₇～₂₀₁₄. ₁₂. ₁₆）
金　額 比　率

信託報酬  ₉₇円 ₀. ₄₆₀％ 信託報酬＝期中の平均基準価額×信託報酬率 
　　　　　期中の平均基準価額（月末値の平均値）は₂₁, ₀₂₉円です。

（投信会社）  （₉₁）  （₀. ₄₃₃） 投信会社分は、ファンドの運用と調査、受託銀行への運用指図、基準価額の計算、目論見書・運用報告書の作成等の対価
（販売会社）  （₁）  （₀. ₀₀₅） 販売会社分は、運用報告書等各種書類の送付、口座内での各ファンドの管理、購入後の情報提供等の対価
（受託銀行）  （₅）  （₀. ₀₂₂） 受託銀行分は、運用財産の管理、投信会社からの指図の実行の対価

売買委託手数料  ₃₉   ₀. ₁₈₇  売買委託手数料＝期中の売買委託手数料／期中の平均受益権総口数 
売買委託手数料は、有価証券等の売買の際、売買仲介人に支払う手数料

（株式）  （₃₉）  （₀. ₁₈₄） 
（先物）  （₁）  （₀. ₀₀₄） 

有価証券取引税  ₁₃   ₀. ₀₆₁  有価証券取引税＝期中の有価証券取引税／期中の平均受益権口数 
有価証券取引税は、有価証券の取引の都度発生する取引に関する税金

（株式）  （₁₃）  （₀. ₀₆₁） 
その他費用  ₁₁   ₀. ₀₅₁   その他費用＝期中のその他費用／期中の平均受益権口数

（保管費用）  （₁₀）  （₀. ₀₄₅） 保管費用は、海外における保管銀行等に支払う有価証券等の保管および資金の送金・資産の移転等に要する費用
（監査費用）  （₁）  （₀. ₀₀₂） 監査費用は、監査法人等に支払うファンドの監査に係る費用
（その他）  （₁）  （₀. ₀₀₄） 信託事務の処理等に関するその他の費用
合　　　　計  ₁₆₀   ₀. ₇₆₁  

（注 ₁ ） 期中の費用（消費税のかかるものは消費税を含む）は追加、解約によって受益権口数に変動があるため、項目の概要の簡便法により算出した結果です。なお、売買委託
手数料、有価証券取引税およびその他費用は、このファンドが組入れているマザーファンドが支払った金額のうち、このファンドに対応するものを含みます。

（注 ₂ ）金額欄は各項目ごとに円未満を四捨五入してあります。
（注 ₃ ）比率欄は ₁ 万口当りのそれぞれの費用金額を期中の平均基準価額で除して100を乗じたものです。

■組入資産明細表
親投資信託残高

種 類 期　　首 当 期 末
口　　数 口　　数 評 価 額

千口 千口 千円
ダイワ・インド株アクティブ・
マ ザ ー フ ァ ン ド ₅₂, ₄₅₀  ₃₇, ₄₉₄ ₃₀, ₄₃₄ 

（注）単位未満は切捨て。
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■資産、負債、元本および基準価額の状況
₂₀₁₄年₁₂月₁₆日現在

項 目 当 期 末
（Ａ）資 産 30, 699, 117円

コ ー ル  ・ ロ ー ン 等 ₂₆₄, ₄₈₁  
ダイワ・インド株アクティブ・
マ ザ ー フ ァ ン ド（評価額） ₃₀, ₄₃₄, ₆₃₆  

（Ｂ）負 債 15₈, 064  
未 払 信 託 報 酬 ₁₅₇, ₂₁₈  
そ の 他 未 払 費 用 ₈₄₆  

（Ｃ）純 資 産 総 額（Ａ－Ｂ） 30, 541, 053  
元 本 ₁₃, ₅₆₉, ₉₂₄  
次 期 繰 越 損 益 金 ₁₆, ₉₇₁, ₁₂₉  

（Ｄ）受 益 権 総 口 数 13, 569, 924口
1 万口当り基準価額（Ｃ／Ｄ） 22, 506円

＊ 期首における元本額は₁₉, ₀₅₂, ₂₅₉円、当期中における追加設定元本額は₂₅₈, ₉₃₄
円、同解約元本額は₅, ₇₄₁, ₂₆₉円です。

＊当期末の計算口数当りの純資産額は₂₂, ₅₀₆円です。

■損益の状況
当期　自₂₀₁₄年 ₆ 月₁₇日　至₂₀₁₄年₁₂月₁₆日

項 目 当 期
（Ａ）配 当 等 収 益 1, 207円

受 取 利 息 ₁₅
そ の 他 収 益 金 ₁, ₁₉₂

（Ｂ）有価証券売買損益 4, 052, 665
売 買 益 ₄, ₈₀₈, ₅₅₄
売 買 損 △ ₇₅₅, ₈₈₉

（Ｃ）信 託 報 酬 等 △ 15₈, 064
（Ｄ）当 期 損 益 金（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 3, ₈95, ₈0₈
（Ｅ）前期繰越損益金 6, ₈49, 445
（Ｆ）追加信託差損益金 6, 225, ₈76

（配 当 等 相 当 額）（ ₆, ₃₅₉, ₄₉₆）
（売 買 損 益 相 当 額）（△ ₁₃₃, ₆₂₀）

（Ｇ）合 計（Ｄ＋Ｅ＋Ｆ） 16, 971, 129
次期繰越損益金（Ｇ） 16, 971, 129
追 加 信 託 差 損 益 金 ₆, ₂₂₅, ₈₇₆

（配 当 等 相 当 額）（ ₆, ₃₅₉, ₄₉₆）
（売 買 損 益 相 当 額）（△ ₁₃₃, ₆₂₀）
分 配 準 備 積 立 金 ₁₀, ₇₄₅, ₂₅₃

（注 ₁ ） 信託報酬等には信託報酬に対する消費税等相当額を含めて表示しておりま
す。

（注 ₂ ） 追加信託差損益金とは、追加信託金と元本との差額をいい、元本を下回る
場合は損失として、上回る場合は利益として処理されます。

（注 ₃ ） 収益分配金の計算過程は、後掲の「収益分配金の計算過程（総額）」の表
を参照。

（注 ₄ ） 投資信託財産（親投資信託）の運用の指図に係る権限の全部または一部を
委託するために要する費用：₈₄, ₉₆₅円（未監査）

■投資信託財産の構成
₂₀₁₄年₁₂月₁₆日現在

項 目 当 期 末
評 価 額 比 率

千円 ％
ダイワ・インド株アクティブ・マザーファンド ₃₀, ₄₃₄  ₉₉. ₁ 

コ ー ル ・ ロ ー ン 等、 そ の 他 ₂₆₄  ₀. ₉ 

投 資 信 託 財 産 総 額 ₃₀, ₆₉₉  ₁₀₀. ₀ 
（注 ₁ ）評価額の単位未満は切捨て。
（注 ₂ ） 外貨建資産は、期末の時価を対顧客直物電信売買相場の仲値をもとに投資

信託協会が定める計算方法により算出されるレートで邦貨換算したもので
す。なお、₁₂月₁₆日における邦貨換算レートは、 ₁ アメリカ・ドル＝
₁₁₇. ₇₆円、 ₁ インド・ルピー＝₁. ₈₈円です。

（注 ₃ ） ダイワ・インド株アクティブ・マザーファンドにおいて、当期末における
外貨建純資産（₁₇, ₁₁₀, ₆₅₉千円）の投資信託財産総額（₁₇, ₄₂₄, ₀₀₃千円）
に対する比率は、₉₈. ₂% です。
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【本資料は、受益者のみなさまにファンドの運用状況をお知らせするためのものであり、投資の勧誘を目的としたものではありません。】

■収益分配金の計算過程（総額）
項 目 当 期

（ａ）経 費 控 除 後 の 配 当 等 収 益 ₁, ₁₆₀円
（ｂ）経費控除後の有価証券売買等損益 ₃, ₈₉₄, ₆₄₈
（ｃ）収 益 調 整 金 ₆, ₃₅₉, ₄₉₆
（ｄ）分 配 準 備 積 立 金 ₆, ₈₄₉, ₄₄₅
（ｅ）当 期 分 配 可 能 額（ａ＋ｂ＋ｃ＋ｄ） ₁₇, ₁₀₄, ₇₄₉
（ｆ）分 配 金  ₀
（ｇ）翌 期 繰 越 分 配 可 能 額（ｅ－ｆ） ₁₇, ₁₀₄, ₇₄₉
（ｈ）受 益 権 総 口 数 ₁₃, ₅₆₉, ₉₂₄口

《お知らせ》
●運用報告書（全体版）の電子交付について

　2014年12月 1 日施行の法改正により、運用報告書は「交付運用報告書」と「運用報告書（全体版）」（本書）の 2 種類になりま
したが、「運用報告書（全体版）」については、交付に代えて電子交付する旨を信託約款に定めました。

●書面決議手続きの改正について
　重大な約款変更や繰上償還の際に行なう書面決議について、2014年12月 1 日施行の法改正により以下の点が変更されたことに
伴い、信託約款の該当箇所の変更を行ないました。
・ 書面決議の可決要件が、「受益者の半数以上の賛成かつ受益者の保有する議決権の 3 分の 2 以上の賛成を得ること」から「受益

者の保有する議決権の 3 分の 2 以上の賛成を得ること」に変更されました。
・ 投資信託の併合を行なう際、すべての場合で書面決議が必要とされてきましたが、その併合が受益者の利益に及ぼす影響が軽

微なものであるときは、当該併合に関する書面決議が不要となりました。
・ 書面決議に反対した受益者による受益権買取請求の規定について、一部解約請求に応じる投資信託（当ファンドは該当します。）

には適用されなくなりました。
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★当ファンドの仕組みは次の通りです。
運 用 方 針 信託財産の成長をめざして運用を行ないます。
主 要 投 資 対 象 インドの金融商品取引所上場株式および店頭登録株式（上場予定および店頭登録予定を含みます。）

運 用 方 法

①主として、インドの株式（※）の中から、インド経済の発展に関連するインドの企業に投資することにより、信託財産の中長期的な成長をめ
ざして運用を行ないます。
②運用にあたっては、以下の点に留意しながら投資することを基本とします。
　イ ．主にインド経済の発展に必要な設備やエネルギー供給体制等の構築、整備、運営事業および人口増加や所得水準の向上に伴う消費の拡大

に関連すると判断される銘柄の中からボトムアップアプローチにより銘柄を選定します。
　ロ．時価総額や流動性等を勘案します。
　ハ ．個別企業のファンダメンタルズ、成長性、株価バリュエーション等を総合的に勘案し、ポートフォリオを構築します。
③外貨建資産の運用にあたっては、ダイワ・アセット・マネジメント（シンガポール）リミテッドに運用の指図にかかる権限の一部を委託しま
す。ダイワ・アセット・マネジメント（シンガポール）リミテッドは、当該外貨建資産の運用について、SBI Funds Management Private 
Limited の助言を受けます。
④株式（※）の組入比率は、通常の状態で信託財産の純資産総額の80％程度以上に維持することを基本とします。
⑤保有外貨建資産の為替変動リスクを回避するための為替ヘッジは原則として行ないません。
　（※ ）株式…ＤＲ（預託証券）を含みます。

株 式 組 入 制 限 無制限

ダイワ・インド株アクティブ・マザーファンド
運用報告書　第14期　（決算日　2014年12月16日）

東京都千代田区丸の内一丁目 9 番 1 号
h t t p : / / w w w . d a i w a－a m . c o . j p /

■当期中の基準価額と市況の推移

年　　月　　日
基　準　価　額 ＭＳＣＩインド指数

（配当込み、円換算） 株　式
組　入
比　率

株　式
先　物
比　率騰落率 （参考指数） 騰落率

円 ％ ％ ％ ％
（期首）₂₀₁₄年 ₆ 月₁₆日 ₇, ₀₄₄ ― ₇, ₃₅₉ ― ₉₄. ₆ ₃. ₉

₆ 月末 ₆, ₈₇₉ △ ₂. ₃ ₇, ₂₅₈ △ ₁. ₄ ₉₄. ₆ ₄. ₀
₇ 月末 ₇, ₂₂₃ ₂. ₅ ₇, ₆₈₁ ₄. ₄ ₉₆. ₁ ₂. ₀
₈ 月末 ₇, ₃₃₄ ₄. ₁ ₇, ₈₄₃ ₆. ₆ ₉₆. ₁ ₂. ₁
₉ 月末 ₇, ₅₆₀ ₇. ₃ ₈, ₁₇₂ ₁₁. ₀ ₉₆. ₄ ₂. ₁
₁₀月末 ₇, ₇₅₅ ₁₀. ₁ ₈, ₂₈₄ ₁₂. ₆ ₉₆. ₅ ₂. ₁
₁₁月末 ₈, ₆₁₇ ₂₂. ₃ ₉, ₂₆₆ ₂₅. ₉ ₉₆. ₀ ₂. ₂

（期末）₂₀₁₄年₁₂月₁₆日 ₈, ₁₁₇ ₁₅. ₂ ₈, ₅₅₇ ₁₆. ₃ ₉₅. ₉ ₂. ₃
（注 ₁ ）騰落率は期首比。
（注 ₂ ） ＭＳＣＩインド指数（配当込み、円換算）は、ＭＳＣＩ Inc.の承諾を得て、

ＭＳＣＩインド指数（配当込み、インド・ルピー建て）をもとに円換算し、
当ファンド設定日を₁₀, ₀₀₀として大和投資信託が計算したものです。ＭＳＣ
Ｉインド指数は、ＭＳＣＩ Inc.が開発した株価指数で、同指数に対する著
作権、知的所有権その他一切の権利はＭＳＣＩ Inc.に帰属します。またＭ
ＳＣＩ Inc.は、同指数の内容を変更する権利および公表を停止する権利を
有しています。

（注 ₃ ） 海外の指数は、基準価額への反映を考慮して、現地前営業日の終値を採用し
ています。

（注 ₄ ）株式先物比率は買建比率－売建比率です。

10, 000

9, 000

8, 000

7, 000

6, 000

（円）

期　首
（2014. 6. 16）

期　末
（2014. 12. 16）
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ダイワ・ダイナミック・インド株ファンド（FOFs 用）（適格機関投資家専用）

《運用経過》
◆基準価額等の推移について
【基準価額・騰落率】

期首：₇, ₀₄₄円　期末：₈, ₁₁₇円　騰落率：₁₅. ₂％
【基準価額の主な変動要因】

インドの企業の株式に投資した結果、インド株式市況が上昇したこ
とや為替相場において円安インド・ルピー高が進んだことがプラスに
寄与して、基準価額は値上がりしました。

◆投資環境について
○インド株式市況

インド株式市況は上昇しました。
期首から₂₀₁₄年 ₉ 月中旬にかけては、モディ政権による外資企業

の投資活性化政策や補助金削減等による財政赤字削減に対する期待
感、ＲＢＩ（インド準備銀行）による法定流動性比率の引下げなど
が支援材料となり、上昇基調となりました。₁₀月中旬にかけては、
鉱工業生産の伸び率が市場予想を下回ったことや、欧州および中国
の景気悪化懸念等から、売りに押される展開となりました。その後
は、原油市況の下落によるインフレ圧力の低下や、₂₀₁₅年早期の利
下げ実施による経済成長加速期待などを背景に再び上昇基調となり
ましたが、期末にかけては、急激な原油安の進行による投資家心理
の悪化等から値上がり幅を縮小する展開となりました。

○為替相場
円に対してインド・ルピーは上昇しました。
インフレ圧力の低下に伴う利下げ観測などを背景にインド・ル

ピーが対米ドルで下落した一方で、日銀の追加金融緩和の実施や日
本の₂₀₁₄年 ₇ － ₉ 月期ＧＤＰ（国内総生産）成長率が市場予想を大
幅に下回ったことを背景に円安米ドル高が進んだ結果、円安イン
ド・ルピー高となりました。

◆前期における「今後の運用方針」
・個別銘柄の株価動向を踏まえ、財務内容が良好で安定的な利益成

長が見込まれる企業を中心としたポートフォリオとする方針で
す。

・規制緩和や企業の資金需要回復の恩恵が期待される金融株の投資
妙味が高いと考えています。また、所得水準の向上や中間所得層
の増加などに伴い業績拡大が見込まれる一般消費財・サービス
株、インフラ投資拡大の恩恵が期待される資本財・サービスやエ
ネルギー株にも投資妙味があると考えています。

・一方で、投資家が景気敏感株への選好を強める中、競争激化に伴
う利益成長率の鈍化が懸念されることに加え、株価バリュエー
ション面で割安感が低下してきた生活必需品株については、投資
妙味は相対的に低いと考えています。

・また、ヘルスケアや情報技術株については、国内経済発展の恩恵
が期待される銘柄の中で、投資妙味が高いと考えられる銘柄への
投資を継続していきます。

◆ポートフォリオについて
高い利益成長が見込まれる銘柄に分散投資を行ないました。業種で

は、ディーゼル価格の自由化や天然ガス価格の引上げの恩恵が期待さ
れたエネルギーセクターや、所得水準の向上や民間消費の拡大に伴い
業績拡大が見込まれた金融セクターを組入上位としました。個別銘柄
では、天然ガス価格の引上げ等の恩恵が期待された RELIANCE 
INDUSTRIES（エネルギー）、規制緩和や資金需要回復による業績拡
大が期待された HOUSING DEVELOPMENT FINANCE（金融）、
ICICI BANK（金融）、STATE BANK OF INDIA（金融）、堅調なタ
バコ事業だけでなく事業の多角化を通じた収益拡大が期待された ITC
（生活必需品）の組入比率を高位としました。

◆ベンチマークとの差異について
当ファンドは運用の評価または目標基準となるベンチマークを設け

ておりません。
参考指数はインド市場の動向を表す代表的な指数として掲載してお

ります。
基準価額と参考指数の騰落率は、それぞれ₁₅. ₂％、₁₆. ₃％となりま

した。

《今後の運用方針》
　主に、インド経済の発展に必要なインフラ（社会基盤）投資と消費の
拡大に関連すると判断される銘柄の中から、株価動向を踏まえ、財務内
容が良好で安定的な利益成長が見込まれる企業を中心に組入れてまいり
ます。業種では、ディーゼル価格の自由化や天然ガス価格の引上げの恩
恵が期待されるエネルギーセクター、インフラ投資拡大の恩恵が見込ま
れる素材セクターや資本財・サービスセクター、所得水準の向上や民間
消費の拡大に伴い業績拡大が見込まれる一般消費財・サービスセク
ター、生活必需品セクター、金融セクターなどに注目していきます。

■ 1 万口当りの費用の明細
項 目 当　　　期

売買委託手数料 15円
（株式） （15） 
（先物） （0） 

有価証券取引税 5  
（株式） （5） 

その他費用 4  
（保管費用） （3） 
（その他） （0） 

合　　　　　　　計 23  
（注 ₁ ） 期中の費用（消費税のかかるものは消費税を含む）は追加、解約によって

受益権口数に変動があるため、簡便法により算出した結果です。費用の項
目および算出法については前掲の「 ₁ 万口当りの費用の明細」の項目の概
要をご参照ください。

（注 ₂ ）各項目ごとに円未満は四捨五入してあります。
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■主要な売買銘柄
株　　　　　式

（₂₀₁₄年 ₆ 月₁₇日から₂₀₁₄年₁₂月₁₆日まで）
当　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　期

買　　　　　　　　　　　付 売　　　　　　　　　　　付
銘　　　　　柄 株　数 金　額 平均単価 銘　　　　　柄 株　数 金　額 平均単価

千株 千円 円 千株 千円 円
SHRIRAM TRANSPORT FINANCE（インド）  ₂₀₀ ₃₄₆, ₁₃₂ ₁, ₇₃₀  HOUSING DEVELOPMENT FINANCE（インド）  ₄₆₅ ₉₆₉, ₃₈₇ ₂, ₀₈₄ 
HERO MOTOCORP LTD（インド）  ₆₇. ₄₅₁ ₃₁₇, ₄₆₂ ₄, ₇₀₆  HDFC BANK LTD（インド）  ₃₈₉. ₃₃₃ ₆₅₁, ₂₃₂ ₁, ₆₇₂ 
HINDALCO INDUSTRIES LTD（インド）  ₉₆₀. ₅ ₂₉₂, ₂₁₈ ₃₀₄  OIL INDIA LTD（インド）  ₃₄₆. ₃₁₂ ₃₇₀, ₄₇₆ ₁, ₀₆₉ 
TATA STEEL LTD（インド）  ₂₅₃. ₄ ₂₃₈, ₀₇₂ ₉₃₉  CONTAINER CORP OF INDIA L（インド）  ₈₆. ₆₄₃ ₂₁₅, ₈₄₆ ₂, ₄₉₁ 
RANBAXY LABORATORIES LTD（インド）  ₁₉₂. ₇ ₂₃₇, ₂₉₉ ₁, ₂₃₁  TITAN INDUSTRIES LTD（インド）  ₂₉₆. ₆ ₁₉₆, ₇₃₈ ₆₆₃ 
HOUSING DEVELOPMENT FINANCE（インド）  ₁₀₃. ₇ ₂₀₂, ₇₀₂ ₁, ₉₅₄  MOTHERSON SUMI SYSTEMS LTD（インド）  ₂₅₄. ₇ ₁₈₉, ₃₅₆ ₇₄₃ 
RELIANCE INDUSTRIES-GDR（インド）  ₅₁. ₂₈₉ ₁₈₃, ₉₂₀ ₃, ₅₈₅  ITC LTD（インド）  ₂₃₉. ₂ ₁₇₄, ₄₈₃ ₇₂₉ 
IRB INFRASTRUCTURE DEVELOPER（インド）  ₃₅₅. ₈ ₁₆₈, ₉₂₁ ₄₇₄  BATA INDIA LTD（インド）  ₇₇. ₂ ₁₆₇, ₅₀₈ ₂, ₁₆₉ 
NTPC LTD（インド）  ₆₂₁. ₉ ₁₆₃, ₅₆₉ ₂₆₃  RAYMOND LTD（インド）  ₂₁₁. ₅₂₄ ₁₆₄, ₆₇₆ ₇₇₈ 
TORRENT PHARMACEUTICALS LTD（インド）  ₁₀₂. ₂₀₁ ₁₆₀, ₅₁₆ ₁, ₅₇₀  LIC HOUSING FINANCE LTD（インド）  ₂₉₆. ₉ ₁₆₃, ₀₁₂ ₅₄₉ 

（注 ₁ ）金額は受渡し代金。
（注 ₂ ）金額の単位未満は切捨て。

■売買および取引の状況
（1）株　　　式

（₂₀₁₄年 ₆ 月₁₇日から₂₀₁₄年₁₂月₁₆日まで）
買　　　　付 売　　　　付

株　　数 金　　額 株　　数 金　　額

外
　
　
国

百株 千アメリカ・ドル 百株 千アメリカ・ドル

アメリカ ₅₃₇. ₈₉ ₁, ₇₉₉ ₃₈₈ ₁, ₄₉₅ 
（ ₃, ₆₅₆） （ ―） 

百株 千インド・ルピー 百株 千インド・ルピー

イ ン ド ₆₄, ₆₅₀. ₇₈ ₂, ₅₄₃, ₂₆₈ ₅₆, ₇₅₉. ₈₆ ₂, ₈₉₇, ₅₁₁ 
（ ₁₃, ₅₀₇） （ ―） 

（注 ₁ ）金額は受渡し代金。
（注 ₂ ） （　）内は株式分割、合併等による増減分で、上段の数字には含まれており

ません。
（注 ₃ ）金額の単位未満は切捨て。

（2）先物取引の種類別取引状況
（₂₀₁₄年 ₆ 月₁₇日から₂₀₁₄年₁₂月₁₆日まで）

種　類　別 買　　 建 売　　 建
新規買付額 決 済 額 新規売付額 決 済 額

外
国

百万円 百万円 百万円 百万円 
株式先物取引 ₂, ₄₂₄ ₂, ₇₂₁ ― ― 

（注 ₁ ）金額は受渡し代金。
（注 ₂ ）単位未満は切捨て。
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■組入資産明細表
（1）外 国 株 式

銘　　　　　　　　　　　柄
期　　首 当 期 末

業 種 等株　　数 株　　数 評 価 額
外貨建金額 邦貨換算金額

百株 百株 千アメリカ・ドル 千円 
（アメリカ）
ICICI BANK LTD-SPON ADR ₁, ₀₃₃ ₄, ₅₇₀ ₅, ₁₇₇ ₆₀₉, ₇₃₈ 金融
RELIANCE INDUSTRIES-GDR ₄, ₇₈₇. ₀₄ ₅, ₀₅₅. ₉₃ ₁₄, ₀₅₅ ₁, ₆₅₅, ₁₇₃ エネルギー

アメリカ・ドル通貨計
株 　 数、 金 　 額 ₅, ₈₂₀. ₀₄ ₉, ₆₂₅. ₉₃ ₁₉, ₂₃₃ ₂, ₂₆₄, ₉₁₂ 

銘 柄 数 ＜ 比 率 ＞ ₂ 銘柄 ₂ 銘柄 ＜₁₃. ₁％＞ 
百株 百株 千インド・ルピー 千円 

（インド）
TATA STEEL LTD ― ₂, ₅₃₄ ₁₀₁, ₆₀₀ ₁₉₁, ₀₀₉ 素材
AXIS BANK LTD ₃₂₈ ― ― ― 金融
MARUTI SUZUKI INDIA LTD ₃₉₉ ₃₁₁. ₅ ₁₀₄, ₉₃₆ ₁₉₇, ₂₈₀ 一般消費財・サービス
ACC LTD ₁, ₄₁₉. ₈₁ ₈₈₀. ₀₆ ₁₂₆, ₂₈₈ ₂₃₇, ₄₂₂ 素材
TATA POWER CO LTD ₈, ₄₅₈. ₀₁ ₈, ₄₅₈. ₀₁ ₇₀, ₉₂₀ ₁₃₃, ₃₃₀ 公益事業
OBEROI REALTY LTD ― ₁, ₆₈₂. ₁₃ ₄₂, ₈₅₂ ₈₀, ₅₆₂ 金融
DLF LTD ₉₃₅ ₉₃₅ ₁₃, ₅₃₄ ₂₅, ₄₄₄ 金融
ASIAN PAINTS LTD ₂, ₁₄₅. ₀₂ ₂, ₂₂₁. ₀₂ ₁₇₀, ₄₀₇ ₃₂₀, ₃₆₆ 素材
STATE BANK OF INDIA ₁, ₃₇₈ ₁₂, ₈₆₆ ₃₉₉, ₅₅₃ ₇₅₁, ₁₆₀ 金融
NTPC LTD ₁, ₄₃₄. ₆ ₆, ₆₈₂. ₆ ₈₈, ₈₇₈ ₁₆₇, ₀₉₁ 公益事業
POWER FINANCE CORPORATION ₁, ₉₀₁ ₁, ₀₈₇ ₃₀, ₃₀₀ ₅₆, ₉₆₄ 金融
UNITED SPIRITS LTD ₃₀₁ ₃₂₄ ₉₂, ₃₄₆ ₁₇₃, ₆₁₁ 生活必需品
POWER GRID CORP OF INDIA LTD ₁₁, ₂₀₇. ₅₂ ₆, ₆₆₁. ₅₂ ₈₉, ₅₆₄ ₁₆₈, ₃₈₀ 公益事業
VOLTAS LTD ₆, ₉₉₃ ₅, ₉₂₁ ₁₄₉, ₁₄₉ ₂₈₀, ₄₀₁ 資本財・サービス
CONTAINER CORP OF INDIA L ₈₆₆. ₄₃ ― ― ― 資本財・サービス
TITAN INDUSTRIES LTD ₄, ₈₇₇. ₂₂ ₁, ₉₁₁. ₂₂ ₇₀, ₀₅₅ ₁₃₁, ₇₀₄ 一般消費財・サービス
BHARAT PETROLEUM CORP LTD ₁, ₃₈₉. ₅₈ ₁, ₃₈₉. ₅₈ ₈₈, ₄₂₅ ₁₆₆, ₂₄₀ エネルギー
IDEA CELLULAR LTD ₃, ₂₇₈ ₃, ₂₇₈ ₄₅, ₈₉₂ ₈₆, ₂₇₆ 電気通信サービス
PUNJAB NATIONAL BANK ₁, ₆₁₂. ₆₆ ₉₄₈. ₆₆ ₁₀₄, ₀₃₄ ₁₉₅, ₅₈₅ 金融
HINDUSTAN ZINC LTD ₂, ₉₃₄. ₂₁ ― ― ― 素材
MARICO LTD ― ₃, ₀₁₉. ₃₂ ₉₆, ₆₄₈ ₁₈₁, ₆₉₉ 生活必需品
CANARA BANK ― ₁, ₄₀₈ ₅₉, ₃₄₀ ₁₁₁, ₅₅₉ 金融
CROMPTON GREAVES LTD ₂, ₃₈₃ ₂, ₃₈₃ ₄₀, ₆₁₈ ₇₆, ₃₆₂ 資本財・サービス
IRB INFRASTRUCTURE DEVELOPER ― ₂, ₇₇₀ ₆₈, ₂₅₂ ₁₂₈, ₃₁₅ 資本財・サービス
ADANI PORTS AND SPECIAL ECON ₃, ₁₃₀. ₅₆ ₄, ₉₈₄. ₅₆ ₁₄₃, ₅₈₀ ₂₆₉, ₉₃₀ 資本財・サービス
UNION BANK OF INDIA ― ₂, ₅₉₄ ₅₄, ₈₆₃ ₁₀₃, ₁₄₂ 金融
LIC HOUSING FINANCE LTD ₂, ₉₆₉ ― ― ― 金融
OIL INDIA LTD ₅, ₁₀₀. ₁₉ ₁, ₆₃₇. ₀₇ ₈₇, ₅₉₉ ₁₆₄, ₆₈₇ エネルギー
ALLAHABAD BANK ― ₄, ₆₁₄ ₅₇, ₃₀₅ ₁₀₇, ₇₃₅ 金融
AUROBINDO PHARMA LTD ₇₄₁ ₁, ₁₆₀ ₁₃₁, ₁₀₉ ₂₄₆, ₄₈₄ ヘルスケア
INDRAPRASTHA GAS LTD ₁, ₂₆₄. ₇₄ ― ― ― 公益事業
LUPIN LTD ₄₀₁ ₆₇₆ ₉₇, ₇₄₂ ₁₈₃, ₇₅₆ ヘルスケア
MOTHERSON SUMI SYSTEMS LTD ₈, ₉₄₁. ₃₉ ₆, ₇₆₂. ₃₉ ₂₇₃, ₁₃₂ ₅₁₃, ₄₈₉ 一般消費財・サービス
ORIENTAL BANK OF COMMERCE ― ₁, ₈₇₈ ₅₇, ₈₀₄ ₁₀₈, ₆₇₃ 金融
SHRIRAM TRANSPORT FINANCE ― ₁, ₇₂₂ ₁₉₃, ₅₀₉ ₃₆₃, ₇₉₈ 金融
TECH MAHINDRA LTD ― ₂₁₀ ₅₂, ₄₁₀ ₉₈, ₅₃₂ 情報技術
AIA ENGINEERING LTD ― ₁, ₀₁₆ ₁₀₇, ₀₈₆ ₂₀₁, ₃₂₂ 資本財・サービス
SOBHA LTD ₁, ₉₄₉ ₁, ₂₄₁ ₆₀, ₆₂₉ ₁₁₃, ₉₈₂ 金融
TORRENT PHARMACEUTICALS LTD ― ₁, ₀₂₂. ₀₁ ₁₁₂, ₉₀₆ ₂₁₂, ₂₆₄ ヘルスケア
RURAL ELECTRIFICATION CORP ₃, ₁₁₇. ₅₃ ₁, ₃₆₅. ₅₃ ₄₂, ₇₃₄ ₈₀, ₃₄₀ 金融
COX AND KINGS LTD ― ₁, ₇₇₅. ₈₃ ₄₈, ₁₆₉ ₉₀, ₅₅₈ 一般消費財・サービス
SADBHAV ENGINEERING LTD ― ₁, ₀₁₆. ₂₃ ₂₄, ₉₇₈ ₄₆, ₉₆₀ 資本財・サービス
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（2）先物取引の銘柄別期末残高（評価額）

銘　　　柄　　　別 当　　　期　　　末
買　建　額 売　建　額

外
国 SGX CNX NIFTY ETS（シンガポール）

百万円 百万円 

₃₉₈ ― 
（注 ₁ ） 外貨建の評価額は、期末の時価を対顧客直物電信売買相場の仲値をもとに

投資信託協会が定める計算方法により算出されるレートで邦貨換算したも
のです。

（注 ₂ ）単位未満は切捨て。

銘　　　　　　　　　　　柄
期　　首 当 期 末

業 種 等株　　数 株　　数 評 価 額
外貨建金額 邦貨換算金額

百株 百株 千インド・ルピー 千円 
ATUL LTD ― ₁₄₀. ₅₈ ₁₈, ₃₈₅ ₃₄, ₅₆₃ 素材
COAL INDIA LTD ₂, ₁₀₀ ₂, ₁₀₀ ₇₉, ₁₈₀ ₁₄₈, ₈₅₉ エネルギー
RAYMOND LTD ₂, ₁₁₅. ₂₄ ― ― ― 一般消費財・サービス
KARUR VYSYA BANK LTD ₉₆₁. ₁₇ ₁, ₄₅₉. ₁₁ ₈₁, ₄₇₆ ₁₅₃, ₁₇₆ 金融
BATA INDIA LTD ₇₇₂ ― ― ― 一般消費財・サービス
PRESTIGE ESTATES PROJECTS ₃, ₇₅₂. ₂₈ ₂, ₂₁₅. ₁₄ ₅₁, ₈₆₇ ₉₇, ₅₁₀ 金融
BOSCH LTD ₃₉. ₀₇ ― ― ― 一般消費財・サービス
BHARTI INFRATEL LTD ― ₈₅₅ ₂₉, ₆₅₅ ₅₅, ₇₅₂ 電気通信サービス
NMDC LTD ₂, ₇₁₁. ₈₇ ₂, ₈₇₁. ₄₇ ₃₉, ₄₈₂ ₇₄, ₂₂₇ 素材
DEN NETWORKS LTD ₉₇₉. ₇₈ ― ― ― 一般消費財・サービス
MINDTREE LTD ― ₄₄₇ ₅₂, ₉₃₅ ₉₉, ₅₁₉ 情報技術
VA TECH WABAG LTD ₇₄₈ ₆₃₁. ₀₈ ₉₂, ₈₉₈ ₁₇₄, ₆₄₈ 公益事業
HINDALCO INDUSTRIES LTD ― ₉, ₆₀₅ ₁₄₇, ₁₄₈ ₂₇₆, ₆₃₉ 素材
INFOSYS LTD ₉₉ ₁₉₈ ₃₈, ₁₁₁ ₇₁, ₆₄₈ 情報技術
LARSEN & TOUBRO LTD ₂, ₇₇₃ ₂, ₅₅₆ ₃₈₃, ₇₀₆ ₇₂₁, ₃₆₈ 資本財・サービス
TATA MOTORS LTD ₆, ₂₇₆ ₅, ₇₉₆ ₂₈₆, ₂₉₃ ₅₃₈, ₂₃₁ 一般消費財・サービス
DR.  REDDY'S LABORATORIES ₁₃₉ ― ― ― ヘルスケア
HOUSING DEVELOPMENT FINANCE ₁₁, ₁₅₆ ₇, ₅₄₃ ₈₄₈, ₀₅₉ ₁, ₅₉₄, ₃₅₁ 金融
HDFC BANK LTD ₃, ₈₉₃. ₃₃ ― ― ― 金融
RELIANCE INDUSTRIES LTD ― ₆₄₉ ₅₇, ₀₃₄ ₁₀₇, ₂₂₄ エネルギー
OIL & NATURAL GAS CORP LTD ₄, ₆₇₂ ₅, ₃₃₆ ₁₈₃, ₀₅₁ ₃₄₄, ₁₃₆ エネルギー
ITC LTD ₁₅, ₉₄₃ ₁₆, ₁₂₁ ₆₃₂, ₈₂₉ ₁, ₁₈₉, ₇₂₀ 生活必需品
MAHINDRA & MAHINDRA LTD ₁, ₁₁₉ ₁, ₄₈₄ ₁₈₅, ₈₄₁ ₃₄₉, ₃₈₁ 一般消費財・サービス
HERO MOTOCORP LTD ― ₆₇₄. ₅₁ ₂₁₂, ₁₆₃ ₃₉₈, ₈₆₇ 一般消費財・サービス
BHARTI AIRTEL LTD ₄, ₀₈₃ ₄, ₀₈₃ ₁₄₂, ₈₈₄ ₂₆₈, ₆₂₃ 電気通信サービス
DABUR INDIA LTD ₂, ₄₄₈. ₀₃ ₃, ₉₈₁. ₀₃ ₉₁, ₇₂₂ ₁₇₂, ₄₃₉ 生活必需品
HCL TECHNOLOGIES LTD ₂₄₄ ₂₄₄ ₃₆, ₂₄₁ ₆₈, ₁₃₃ 情報技術
RANBAXY LABORATORIES LTD ― ₁, ₉₂₇ ₁₂₃, ₃₀₈ ₂₃₁, ₈₂₀ ヘルスケア
SESA STERLITE LTD ₁₀, ₈₁₁ ₈, ₈₂₆ ₁₈₅, ₂₅₇ ₃₄₈, ₂₈₄ 素材

インド ・ ルピー通貨計
株 　 数、 金 　 額 ₁₅₉, ₆₉₁. ₂₄ ₁₈₁, ₀₈₉. ₁₆ ₇, ₅₉₈, ₇₀₂ ₁₄, ₂₈₅, ₅₆₀ 

銘 柄 数 ＜ 比 率 ＞ ₅₀ 銘柄 ₆₀ 銘柄 ＜₈₂. ₈％＞ 

フ ァ ン ド 合 計
株 　 数、 金 　 額 ₁₆₅, ₅₁₁. ₂₈ ₁₉₀, ₇₁₅. ₀₉ ― ₁₆, ₅₅₀, ₄₇₃ 

銘 柄 数 ＜ 比 率 ＞ ₅₂ 銘柄 ₆₂ 銘柄 ＜₉₅. ₉％＞ 
（注 ₁ ）邦貨換算金額は、期末の時価を対顧客直物電信売買相場の仲値をもとに投資信託協会が定める計算方法により算出されるレートで邦貨換算したものです。
（注 ₂ ）＜　＞は純資産総額に対する評価額の比率。
（注 ₃ ）評価額の単位未満は切捨て。
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■投資信託財産の構成
₂₀₁₄年₁₂月₁₆日現在

項 目 当 期 末
評 価 額 比 率

千円 ％
株         式 ₁₆, ₅₅₀, ₄₇₃ ₉₅. ₀ 

コ ー ル ・ ロ ー ン 等、 そ の 他 ₈₇₃, ₅₃₀ ₅. ₀ 

投 資 信 託 財 産 総 額 ₁₇, ₄₂₄, ₀₀₃ ₁₀₀. ₀ 
（注 ₁ ）評価額の単位未満は切捨て。
（注 ₂ ） 外貨建資産は、期末の時価を対顧客直物電信売買相場の仲値をもとに投資

信託協会が定める計算方法により算出されるレートで邦貨換算したもので
す。なお、₁₂月₁₆日における邦貨換算レートは、 ₁ アメリカ・ドル＝
₁₁₇. ₇₆円、 ₁ インド・ルピー＝₁. ₈₈円です。

（注 ₃ ） 当期末における外貨建純資産（₁₇, ₁₁₀, ₆₅₉千円）の投資信託財産総額
（₁₇, ₄₂₄, ₀₀₃千円）に対する比率は、₉₈. ₂% です。

■資産、負債、元本および基準価額の状況
₂₀₁₄年₁₂月₁₆日現在

項 目 当 期 末
（Ａ）資 産 17, 424, 003, 744円

コ ー ル  ・ ロ ー ン 等 ₇₁₀, ₈₉₂, ₁₆₈  
株 式（評価額） ₁₆, ₅₅₀, ₄₇₃, ₄₂₇  
未 収 入 金 ₆₉, ₂₁₁, ₈₂₃  
差 入 委 託 証 拠 金 ₉₃, ₄₂₆, ₃₂₆  

（Ｂ）負 債 174, ₈₈0, ₈65  
未 払 金 ₄₉, ₇₇₃, ₂₃₂  
未 払 解 約 金 ₁₂₅, ₀₀₀, ₀₀₀  
そ の 他 未 払 費 用 ₁₀₇, ₆₃₃  

（Ｃ）純 資 産 総 額（Ａ－Ｂ） 17, 249, 122, ₈79  
元 本 ₂₁, ₂₅₀, ₃₄₆, ₄₈₂  
次 期 繰 越 損 益 金 △  ₄, ₀₀₁, ₂₂₃, ₆₀₃  

（Ｄ）受 益 権 総 口 数 21, 250, 346, 4₈2口
1 万口当り基準価額（Ｃ／Ｄ） ₈, 117円

＊ 期首における元本額は₂₂, ₄₅₁, ₀₀₂, ₉₇₅円、当期中における追加設定元本額は
₈₄₉, ₆₅₇, ₁₁₅円、同解約元本額は₂, ₀₅₀, ₃₁₃, ₆₀₈円です。

＊ 当期末における当マザーファンドを投資対象とする投資信託の元本額は、ダイ
ワ・ダイナミック・インド株ファンド（FOFs 用）（適格機関投資家専用）
₃₇, ₄₉₄, ₉₃₂円、ダイワ・ダイナミック・インド株ファンド₂₁, ₂₁₂, ₈₅₁, ₅₅₀円で
す。

＊当期末の計算口数当りの純資産額は₈, ₁₁₇円です。
＊当期末の純資産総額が元本額を下回っており、その差額は₄, ₀₀₁, ₂₂₃, ₆₀₃円です。

■損益の状況
当期　自₂₀₁₄年 ₆ 月₁₇日　至₂₀₁₄年₁₂月₁₆日

項 目 当 期
（Ａ）配 当 等 収 益 122, 337, 519円

受 取 配 当 金 ₁₁₉, ₉₀₆, ₈₇₅  
受 取 利 息 ₅₅, ₂₄₃  
そ の 他 収 益 金 ₂, ₃₇₅, ₄₀₁  

（Ｂ）有価証券売買損益 2, 292, 563, 991  
売 買 益 ₃, ₅₃₇, ₀₈₅, ₃₅₄  
売 買 損 △  ₁, ₂₄₄, ₅₂₁, ₃₆₃  

（Ｃ）先物取引等損益 27, 100, ₈74  
取 引 益 ₅₀, ₃₁₁, ₉₅₉  
取 引 損 △  ₂₃, ₂₁₁, ₀₈₅  

（Ｄ）そ の 他 費 用 △  ₈, 414, 327  
（Ｅ）当 期 損 益 金（Ａ＋Ｂ＋Ｃ＋Ｄ） 2, 433, 5₈₈, 057  
（Ｆ）前期繰越損益金 △  6, 637, 17₈, 153  
（Ｇ）解 約 差 損 益 金 3₈0, 213, 60₈  
（Ｈ）追加信託差損益金 △  177, ₈47, 115  
（Ｉ）合　　　　　計（Ｅ＋Ｆ＋Ｇ＋Ｈ） △  4, 001, 223, 603  

次期繰越損益金（Ｉ） △  4, 001, 223, 603  
（注 ₁ ） 解約差損益金とは、一部解約時の解約価額と元本との差額をいい、元本を

下回る場合は利益として、上回る場合は損失として処理されます。
（注 ₂ ） 追加信託差損益金とは、追加信託金と元本との差額をいい、元本を下回る

場合は損失として、上回る場合は利益として処理されます。

《お知らせ》
●書面決議手続きの改正について

　重大な約款変更や繰上償還の際に行なう書面決議について、2014年12月 1 日施行の法改正により以下の点が変更されたことに
伴い、信託約款の該当箇所の変更を行ないました。
・ 書面決議の可決要件が、「受益者の半数以上の賛成かつ受益者の保有する議決権の 3 分の 2 以上の賛成を得ること」から「受益

者の保有する議決権の 3 分の 2 以上の賛成を得ること」に変更されました。
・ 投資信託の併合を行なう際、すべての場合で書面決議が必要とされてきましたが、その併合が受益者の利益に及ぼす影響が軽

微なものであるときは、当該併合に関する書面決議が不要となりました。
・ 書面決議に反対した受益者による受益権買取請求の規定について、一部解約請求に応じる投資信託（当ファンドは該当します。）

には適用されなくなりました。
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運用報告書

東京都千代田区霞が関三丁目 ２番 １号
http://www.daiwasbi.co.jp/

お問い合わせ先　ディスクロージャー部
電話番号　　 0１２0―２86１04

当ファンドの仕組みは次の通りです。

商品分類 追加型投信／海外／株式
設定日 ２009年 ２ 月１6日
信託期間 無期限
運用方針 チャイナ龍翔（FOFs 用）（適格機関投資家

専用）
・�チャイナ・エクイティ・マザーファンドへ
の投資を通じて、主として中国地域の株式
へ投資を行うことにより、信託財産の長期
的な成長を目指して運用を行います。
チャイナ・エクイティ・マザーファンド
・�中国地域の株式を主要投資対象とし、中国
の経済成長からメリットを受ける有望な投
資テーマ（アイデア）にフォーカスして投
資します。

主要運用対象 チャイナ龍翔（FOFs 用）（適格機関投資家
専用）
・�チャイナ・エクイティ・マザーファンド受
益証券を主要投資対象とします。
チャイナ・エクイティ・マザーファンド
・�中国地域の株式を主要投資対象とします。

投資制限 チャイナ龍翔（FOFs 用）（適格機関投資家
専用）
・株式への実質投資割合には制限を設けませ
ん。
・外貨建資産への実質投資割合には制限を設
けません。
チャイナ・エクイティ・マザーファンド
・株式への投資割合には制限を設けません。
・外貨建資産への投資割合には制限を設けま
せん。

分配方針 毎年 4月、１0月の１１日（休業日の場合は、翌
営業日）の決算日に、委託会社が経費控除後
の利子・配当収益および売買益（評価損益を
含みます。）等の中から、基準価額の水準等
を勘案し分配を行います。ただし、分配対象
額が少額の場合等には分配を行わないことが
あります。

受益者の皆様へ

毎々、格別のお引き立てにあずかり厚くお礼申
し上げます。
さて「チャイナ龍翔（FOFs 用）（適格機関投
資家専用）」は、去る２0１4年１0月１4日に第１１期の
決算を行いました。
ここに、期中の運用状況をご報告申し上げま
す。
今後とも一層のご愛顧を賜りますようお願い申
し上げます。

第１１期
決算日　２0１4年１0月１4日

チャイナ龍翔（FOFs 用）
（適格機関投資家専用）



チャイナ龍翔（FOFs 用）（適格機関投資家専用）

■最近 5 期の運用実績

決　算　期
基準価額 MSCI チャイナ指数

（円換算） 株 式
組 入
比 率

株 式
先 物
組 入
比 率

投資信
託証券
組 入
比 率

純資産
総 額

（分配落） 税　込
分配金

期　中
騰落率 （参考指数） 期　中

騰落率
円 円 ％ ％ ％ ％ ％ 百万円

第 ₇ 期（₂₀₁₂年₁₀月₁₁日） ₁₃, ₃₁₃ ₀ △ ₃. ₀ ₁₂, ₁₀₆ △ ₆. ₂ ₉₅. ₈ ― ₁. ₁ ₆₄
第 ₈ 期（₂₀₁₃年 ₄ 月₁₁日） ₁₇, ₃₃₃ ₀ ₃₀. ₂ ₁₆, ₃₀₃ ₃₄. ₇ ₉₅. ₁ ― ₁. ₃ ₉₄
第 ₉ 期（₂₀₁₃年₁₀月₁₁日） ₁₈, ₂₁₀ ₀ ₅. ₁ ₁₆, ₇₃₈ ₂. ₇ ₉₅. ₄ ― ₁. ₁ ₅₉
第₁₀期（₂₀₁₄年 ₄ 月₁₁日） ₁₈, ₈₂₂ ₀ ₃. ₄ ₁₇, ₃₄₄ ₃. ₆ ₉₄. ₆ ― ₁. ₁ ₅₅
第₁₁期（₂₀₁₄年₁₀月₁₄日） ₂₀, ₂₅₀ ₀ ₇. ₆ ₁₈, ₂₅₇ ₅. ₃ ₉₆. ₀ ― ₀. ₈ ₃₃
ＭＳＣＩチャイナ指数（円換算）とは、ＭＳＣＩチャイナ指数（米ドルベース）を
委託者が円換算し、設定日を₁₀, ₀₀₀として指数化したものです。
＊先物組入比率は、買建比率－売建比率
＊ 当ファンドは親投資信託を組み入れますので、各組入比率は実質組入比率を記載

しています。

■当期中の基準価額と市況等の推移

年　月　日
基準価額 MSCI チャイナ指数

（円換算） 株　式
組　入
比　率

株　式
先　物
組　入
比　率

投資信
託証券
組　入
比　率騰落率 （参考指数） 騰落率

円 ％ ％ ％ ％ ％
（期首）₂₀₁₄年 ₄ 月₁₁日 ₁₈, ₈₂₂ ― ₁₇, ₃₄₄ ― ₉₄. ₆ ― ₁. ₁

₄ 月末 ₁₈, ₁₆₁ △ ₃. ₅ ₁₆, ₆₁₃ △ ₄. ₂ ₉₅. ₈ ― ₁. ₁
₅ 月末 ₁₈, ₅₆₇ △ ₁. ₄ ₁₆, ₉₁₇ △ ₂. ₅ ₉₅. ₇ ― ₁. ₁
₆ 月末 ₁₉, ₀₂₁ ₁. ₁ ₁₇, ₁₅₄ △ ₁. ₁ ₉₄. ₇ ― ₁. ₁
₇ 月末 ₂₀, ₇₁₁ ₁₀. ₀ ₁₈, ₇₃₅ ₈. ₀ ₉₅. ₄ ― ₁. ₀
₈ 月末 ₂₀, ₉₀₅ ₁₁. ₁ ₁₈, ₈₇₁ ₈. ₈ ₉₇. ₀ ― ₀. ₉
₉ 月末 ₂₀, ₉₇₂ ₁₁. ₄ ₁₈, ₈₆₈ ₈. ₈ ₉₆. ₂ ― ₀. ₈

（期末）₂₀₁₄年₁₀月₁₄日 ₂₀, ₂₅₀ ₇. ₆ ₁₈, ₂₅₇ ₅. ₃ ₉₆. ₀ ― ₀. ₈
＊騰落率は期首比です。
＊先物組入比率は、買建比率－売建比率
＊株式組入比率には、新株予約権証券の組入比率が含まれています。
＊ 当ファンドは親投資信託を組み入れますので、各組入比率は実質組入比率を記載

しています。
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中国
当期、中国株式市場は米ドルベースではほぼ横ばい、円ベースでは上

昇しました。悪天候により予想を下回った米国経済指標から米国の利上
げの先送りが想定され、投資家はアジア諸国の株式を買い戻しました。

政府のハードランディング（急激な景気の失速）回避と国内総生産（Ｇ
ＤＰ）の成長率を₇. ₅％以上に維持する公約を背景とした₂₀₁₃年₁₀－₁₂
月期の上げ相場の後、中国と香港株式は利益確定の売りに見舞われまし
た。その後、過剰に弱気となった外国人投資家が割安なバリュエーショ
ンを理由に中国株を買い戻したことが約 ₆ 年ぶりの高値を記録した流動
性相場の一因となりました。

国営企業の構造改革と割安なバリュエーションからエネルギーや通信
がアウトパフォームしました。情報技術は、アリババ上場への期待と中
国での低価格スマートフォンの立ち上がりによって好調を維持しまし
た。素材は、ＧＤＰの成長鈍化で出遅れました。

香港
香港株式市場は上昇しましたが、中国株式市場にはアンダーパフォー

ムしました。マカオのカジノ関連株はＶＩＰ向けビジネスの鈍化で下落
しました。不動産株は新規物件の販売を背景に好調でした。香港と上海
の株式市場の取引の相互乗り入れへの期待が高まり、香港取引所は上昇
しました。

韓国
韓国株式市場は、フェリー事故で投資家心理が抑制されたことや、サ

ムスン電子などの輸出部門の鈍化が始まったこともあり、中国株式市場
をアンダーパフォームしました。業種別では、公益、生活必需品がアウ
トパフォームし、情報技術、自動車がアンダーパフォームしました。

MSCI チャイナ指数
　米ドルベース　期中騰落率△0. 2％　期　首：61. ₈₈0ポイント
　　　　　　　　　　　　　 　　　　期　末：61. 76₈ポイント
　円換算　　　　期中騰落率＋5. 3％

投資市場環境（2014年 4 月12日～2014年10月14日）

MSCI チャイナ指数の推移
（2014年 4 月11日～2014年10月14日）
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チャイナ龍翔（FOFs 用）（適格機関投資家専用）

台湾
台湾株式市場も中国株式市場をアンダーパフォームしました。米国の

ナスダック株式市場の下落や半導体在庫の過剰な積み上がりなどが売却
される要因となりました。電子機器受託製造サービス（ＥＭＳ）、半導
体がアウトパフォームした一方で、自動車、医薬品、化学はアンダーパ
フォームしました。

アセアン
アセアンでは、シンガポール株式市場は上昇しましたが、中国株式市

場に出遅れました。中国政府が経済の安定維持を公約したことで、投資
家は中国に対して強気に転じました。

チャイナ龍翔（FOFs 用）（適格機関投資家専用）の運用経過
 （2014年 4 月12日～2014年10月14日）

チャイナ龍翔（FOFs 用）（適格機関投資家専用）
基準価額の推移

（2014年 4 月11日～2014年10月14日）
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［基準価額の推移］
基準価額は、期首₁₈, ₈₂₂円から期末₂₀, ₂₅₀円となり、前期末比₇. ₆％

上昇しました。

［ポートフォリオ］
主要投資対象であるチャイナ・エクイティ・マザーファンドを期を通

じて高位に組み入れ、期末の実質的な株式組入比率は₉₆. ₀％としまし
た。

［参考指数との比較］
基準価額の騰落率は、参考指数であるＭＳＣＩチャイナ指数（円換算）

の騰落率＋₅. ₃％を₂. ₃％上回りました。

なお、詳細につきましては、後述の「マザーファンドの運用経過」を
ご参照ください。

収益分配金
収益分配金は、分配可能額、基準価額水準等を勘案し、以下のように

させて頂きました。
なお、留保益につきましては、運用の基本方針に基づき運用を行いま

す。
（単位：円、 ₁ 万口当り・税引前）

第₁₁期
当 期 分 配 金 ₀

当 期 の 収 益 ―
当 期 の 収 益 以 外 ―

翌期繰越分配対象額 ₁₀, ₂₄₉
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チャイナ・エクイティ・マザーファンドの運用経過
 （2014年 4 月12日～2014年10月14日）

［基準価額の推移］
基準価額は、期首₆, ₅₂₅円から期末₇, ₀₅₇円となり、前期末比₈. ₂％上

昇しました。

［基準価額の主な変動要因］
（上昇要因）
・ CHINA MOBILE LTD、TENCENT HOLDINGS LTD、SIHUAN 

PHARMACEUTICAL HLDGS を保有していたこと
・円安になったこと

（下落要因）
・ SAMSUNG ELECTRONICS CO LTD、HYUNDAI MOTOR CO、

CHINA STATE CONSTRUCTION INT を保有していたこと

［ポートフォリオ］
当ファンドのパフォーマンスは韓国と台湾への投資はマイナスに作用

したものの、参考指数を上回りました。
個別銘柄においてプラスに寄与したのは、生産見通しの低下で見直し

を受けた WANT WANT HOLIDINGS LIMITED をアンダーウェイトと
していたこと、超大型薬がヒットし、証券会社も見直したことで株価が
上昇した SIHUAN PHARMACEUTICAL HLDGS を保有していたこ
と、さらに業績が予想を下回った CHINA MENGNIU DAILY CO をア
ンダーウェイトとしていたことです。

一方、マイナスに作用したのは、スマートフォンの成長鈍化でアナリ
ストの格下げを受けた SAMSUNG ELECTRONICS CO LTD を保有し
ていたこと、割安なバリュエーションと第 ₄ 世代携帯電話（ ₄ Ｇ）技術
への思惑で上昇した CHINA MOBILE LTD をアンダーウェイトとして
いたことです。

［参考指数との比較］
基準価額の騰落率は、参考指数であるＭＳＣＩチャイナ指数（円換算）

の騰落率＋₅. ₃％を₂. ₉％上回りました。

（主な差異の要因）
＜プラス要因＞
・金融とヘルスケアの銘柄選択が奏功したこと
・生活必需品をアンダーウェイトとしていたこと
＜マイナス要因＞
・一般消費財と情報技術の銘柄選択がマイナスに作用したこと
・ 国別配分において、韓国、台湾、シンガポールおよび香港のオーバー

ウェイトがマイナスに作用したこと

チャイナ・エクイティ・マザーファンド
基準価額の推移

（2014年 4 月11日～2014年10月14日）
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株式組入上位10銘柄

＊対純資産総額比率
＊業種は世界産業分類基準（ＧＩＣＳ）

銘　柄 国名 種別 業種 組入比率
1 テンセント・ホールディングス 中国 香港株 ソフトウェア・サービス ₈. ₆％
2 中国移動（チャイナモバイル） 香港 レッドチップ 電気通信サービス ₈. ₅％
3 中国建設銀行 中国 H 株 銀行 ₆. ₀％
4 中国工商銀行 中国 H 株 銀行 ₅. ₅％
5 中国銀行 中国 H 株 銀行 ₄. ₄％
6 CNOOC（中国海洋石油） 香港 レッドチップ エネルギー ₃. ₆％
7 中国石油（ペトロチャイナ） 中国 H 株 エネルギー ₃. ₁％
₈ 中国石油化工（シノペック） 中国 H 株 エネルギー ₂. ₉％
9 チャイナ・ライフ 中国 H 株 保険 ₂. ₅％
10 平安保険 中国 H 株 保険 ₂. ₁％

株式組入上位10業種

業　　種　　名 組入比率
1 銀行 ₁₉. ₂％
2 エネルギー ₁₂. ₂％
3 電気通信サービス ₁₁. ₁％
4 ソフトウェア ･ サービス  ₈. ₇％
5 保険  ₇. ₁％
6 不動産  ₄. ₉％
7 資本財  ₄. ₉％
₈ 公益事業  ₄. ₆％
9 テクノロジー ･ ハードウェアおよび機器  ₃. ₈％
10 素材  ₃. ₂％

＊対純資産総額比率
＊業種は世界産業分類基準（ＧＩＣＳ）

チャイナ・エクイティ・マザーファンドの資産構成
 （2014年10月14日現在）

今後の投資環境
中国

中国の景気モメンタムはさらに低下する可能性がありますが、中国政
府は安定したペースでのＧＤＰ成長率を維持するため、政策の見直しを
する見込みです。戦術的な支援策が構造改革と相まって、近い将来、バ
ランスの取れた成長をもたらすと見ています。

中国共産党中央委員会第三回全体会議（三中全会）で発表された大規
模な改革案は、実施されれば長期の潜在成長を著しく高め、市場心理を
好転させると見ています。改革の恩恵を市場が実感すれば、株式市場の
見直しにつながると見ています。

香港
中国の一部として繁栄が続くと見ています。香港と上海の株式市場の

取引の相互乗り入れ、人民元の国際化、本土上場株と米国上場中国株の
香港上場の試みにより、アジアの金融センターとしての卓越した地位は
揺るがないと見ています。

市場別資産配分構成

＊対純資産総額比率
（注） 「その他」は中国 A 株に連動を目指す ETF（香港ドル建て）の組み入れ

を表します。

国別資産構成

純資産総額
2, 537（百万円）

中国
45. 3%

香港
19. 1%

ケイマン諸島
17. 1%

バミューダ
4. 6%

その他
1. 9%

キャッシュ等
3. 7%

台湾
4. 9%

韓国
3. 5%

純資産総額
2, 537（百万円）

H株
44. 8%

レッドチップ
21. 0%

香港株
19. 5%

台湾株
4. 9%

その他投資対象国
5. 4%

その他（注）
0. 8%

キャッシュ等
3. 7％

＊対純資産総額比率
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■ 1 万口（元本10， 000円）当りの費用明細
（₂₀₁₄年 ₄ 月₁₂日から₂₀₁₄年₁₀月₁₄日まで）

項 目 当 期

（a）信 託 報 酬 ₈₅円
（投 信 会 社） （ ₇₉）
（販 売 会 社） （ ₁）
（受 託 銀 行） （ ₄）

（b）売 買 委 託 手 数 料 ₇
（株 式） （ ₇）
（新 株 予 約 権 証 券） （ ₀）
（投 資 信 託 証 券） （ ₀）

（c）有 価 証 券 取 引 税 ₃
（株 式） （ ₃）
（新 株 予 約 権 証 券） （ ₀）
（投 資 信 託 証 券） （ ₀）

（d）保 管 費 用 等 ₂₂

合 計 ₁₁₈
＊ 期中の費用（消費税等のかかるものは消費税等を含む。）は、追加・解約により受

益権口数に変動があるため、下記の簡便法により算出した結果です。
（a）信託報酬＝期中の平均基準価額×信託報酬率×（経過日数÷年間の日数）
（b）売買委託手数料＝期中の売買委託手数料÷期中の平均受益権口数
（c）有価証券取引税＝期中の有価証券取引税÷期中の平均受益権口数
（d）保管費用等＝期中の保管費用等÷期中の平均受益権口数

＊各項目ごとに円未満は四捨五入しています。
＊ 売買委託手数料、有価証券取引税及び保管費用等は、このファンドが組み入れて

いる親投資信託受益証券が支払った金額のうち、このファンドに対応するものを
含みます。

■親投資信託受益証券の設定、解約状況
（₂₀₁₄年 ₄ 月₁₂日から₂₀₁₄年₁₀月₁₄日まで）

設　　　定 解　　　約
口　数 金　額 口　数 金　額

千口 千円 千口 千円

チャイナ・エクイティ・マザーファンド ₂, ₉₅₇ ₂, ₀₀₀ ₄₁, ₀₅₂ ₂₇, ₂₂₉

■親投資信託の株式売買金額の平均組入株式時価総額に対する割合
（₂₀₁₄年 ₄ 月₁₂日から₂₀₁₄年₁₀月₁₄日まで）

項 目 当 期
チャイナ・エクイティ・マザーファンド

（ａ）期 中 の 株 式 売 買 金 額 ₄₂₅, ₀₄₈千円

（ｂ）期中の平均組入株式時価総額 ₂, ₄₈₇, ₈₆₄千円

（ｃ）売 買 高 比 率 （ａ）／（ｂ） ₀. ₁₇
＊（b）は各月末現在の組入株式時価総額の平均

韓国、台湾
大型連休にＩＴ新製品の発売があり、ＩＴ株のウェイトが高い両市場

のアウトパフォームを見込んでいます。経常黒字が過去最高水準にある
ことで、両市場の持つ金融引き締め状況に対する抵抗力は依然として強
いと見ています。

アセアン
比較的健全な経済成長は持続可能であり、景気の好転を背景に東南ア

ジア株式は好調です。経常赤字は改善して、インフレ率も落ち着いてい
ます。₂₀₁₄年は多数の国で選挙が実施されていますが、いくつかの国で
は新政権に対する期待が株式市場を下支えすると見ています。

今後の運用方針
中国

足元の株価収益率（ＰＥＲ）が ₈. ₅倍というバリュエーションは、他
国の過去のレンジを下回っています。グローバルおよび地域投資家の中
国株式の保有は過小であり、改革が後押しするＰＥＲ拡大はまだ始まっ
たばかりと見ています。

香港
中国本土から香港へレジャーやビジネス、転居の目的で人が動くかぎ

り、不動産株、銀行株、マカオのカジノなど消費関連株は堅調に推移す
ると考えています。

韓国、台湾
下半期に入って米国の景気が改善していることで輸出国は好転すると

見ており、台湾、韓国に対して強気としています。

アセアン
中国景気への楽観的な見通しは、アセアン地域の中国関連株を押し上

げる要因になると見ています。
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＜補足情報＞
チャイナ・エクイティ・マザーファンドにおける組入資産の明細
　 下 記 は、 チ ャ イ ナ・ エ ク イ テ ィ・ マ ザ ー フ ァ ン ド 全 体

（₃, ₅₉₅, ₃₈₈千口）の内容です。
外国株式

■利害関係人との取引状況等
（₂₀₁₄年 ₄ 月₁₂日から₂₀₁₄年₁₀月₁₄日まで）

＜チャイナ龍翔（FOFs 用）（適格機関投資家専用）＞
　利害関係人との取引状況
　　　当期における利害関係人との取引はありません。

＜チャイナ・エクイティ・マザーファンド＞
　利害関係人との取引状況
　　　当期における利害関係人との取引はありません。

■組入資産の明細
（₂₀₁₄年₁₀月₁₄日現在）

親投資信託残高
期首（前期末） 当　期　末

口　数 口　数 評価額
千口 千口 千円

チャイナ・エクイティ・マザーファンド ₈₅, ₃₆₀ ₄₇, ₂₆₅ ₃₃, ₃₅₅

■主要な売買銘柄
（₂₀₁₄年₄月₁₂日から₂₀₁₄年₁₀月₁₄日まで）

チャイナ・エクイティ・マザーファンドにおける株式の主要な売買銘柄
当　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　期

買　　　　　　　　　　　付 売　　　　　　　　　　　付
銘　　　　　柄 株　数 金　額 平均単価 銘　　　　　柄 株　数 金　額 平均単価

千株 千円 円 千株 千円 円
CHINA MERCHANTS HLDGS INTL ₄₂ ₁₃, ₉₃₆ ₃₃₁ COSCO PACIFIC LTD ₂₅₄ ₃₉, ₃₅₇ ₁₅₄
AAC TECHNOLOGIES HOLDINGS IN ₂₁ ₁₁, ₉₀₃ ₅₆₆ CHINA CONSTRUCTION BANK︲H ₂₈₉ ₂₁, ₅₆₉ ₇₄
ORIENT OVERSEAS INTL LTD ₁₃. ₅ ₇, ₁₅₅ ₅₃₀ IND & COMM BK OF CHINA︲H ₃₁₀ ₂₀, ₃₀₁ ₆₅
CATHAY PACIFIC AIRWAYS ₃₆ ₇, ₁₄₇ ₁₉₈ SIHUAN PHARMACEUTICAL HLDGS ₂₄₃ ₁₉, ₁₉₇ ₇₉
SINOTRANS LIMITED︲H ₉₈ ₆, ₅₀₃ ₆₆ TENCENT HOLDINGS LTD ₁₀. ₉ ₁₇, ₄₇₀ ₁, ₆₀₂
PARKSON RETAIL GROUP LTD ₁₇₂ ₆, ₂₂₅ ₃₆ CHINA STATE CONSTRUCTION INT ₈₀ ₁₃, ₆₀₂ ₁₇₀
CHINA FOODS LTD ₁₅₂ ₆, ₀₅₃ ₃₉ CHINA MOBILE LTD ₁₂. ₅ ₁₂, ₈₀₃ ₁, ₀₂₄
DONGFANG ELECTRIC CORP LTD︲H ₃₃ ₅, ₅₄₂ ₁₆₇ CHINA RESOURCES ENTERPRISE ₃₈ ₁₀, ₉₈₀ ₂₈₈
GREAT WALL MOTOR COMPANY︲H ₁₀ ₅, ₄₀₄ ₅₄₀ CHINA PETROLEUM & CHEMICAL︲H ₁₀₆ ₁₀, ₇₉₀ ₁₀₁
SINOPHARM GROUP CO︲H ₁₂ ₄, ₆₃₇ ₃₈₆ SHANGHAI INDUSTRIAL HLDG LTD ₃₁ ₁₀, ₁₀₇ ₃₂₆

＊金額は受渡し代金

チャイナ・エクイティ・マザーファンドにおける新株予約権証券の主要な売買銘柄
当　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　期

買　　　　　　付 売　　　　　　　　付
銘　　　　柄 証券数 金　　額 平均単価 銘　　　　柄 証券数 金　　額 平均単価

千証券 千円 円 千証券 千円 円
SUN HUNG KA︲CW₁₆ ₀. ₅ ₃₉ ₇₈ SUN HUNG KA︲CW₁₆ ₀. ₅ ₁₁₄ ₂₂₈

＊金額は受渡し代金

銘　　　　　柄

₂₀₁₄年 ₄ 月₁₁日現在 ₂₀₁₄年₁₀月₁₄日現在

業種等
株　数 株　数

評　　価　　額
外貨建
金　額

邦貨換
算金額

（香港・ドル…香港） 百株 百株 千香港・ドル 千円
CHINA RAILWAY CONSTRUCTION︲H ₄₀₀ ₄₀₀ ₂₈₂ ₃, ₉₀₂ 資本財
CHINA RAILWAY GROUP LTD︲H ₁, ₉₀₀ ₁, ₉₀₀ ₇₉₂ ₁₀, ₉₃₃ 資本財
TRULY INTERNATIONAL HOLDINGS ― ₂₆₀ ₁₀₃ ₁, ₄₂₄ テクノロジー・ハードウェアおよび機器

銘　　　　　柄

₂₀₁₄年 ₄ 月₁₁日現在 ₂₀₁₄年₁₀月₁₄日現在

業種等
株　数 株　数

評　　価　　額
外貨建
金　額

邦貨換
算金額

（香港・ドル…香港） 百株 百株 千香港・ドル 千円
POWER ASSETS HOLDINGS LTD ₂₀ ― ― ― 公益事業
CHINA EVERBRIGHT INTL LTD ₂₅₀ ₂₅₀ ₂₅₈ ₃, ₅₆₇ 商業・専門サービス
CHINA HUISHAN DAIRY HOLDINGS ₃₄₀ ― ― ― 食品・飲料・タバコ
GREENLAND HONG KONG HOLDINGS ₈₈₀ ₈₈₀ ₂₆₄ ₃, ₆₄₃ 不動産
SUN HUNG KAI PROPERTIES ₆₀ ₄₀ ₄₅₂ ₆, ₂₃₇ 不動産
BEIJING JINGNENG CLEAN ENE︲H ₁, ₅₀₀ ₁, ₅₀₀ ₅₂₀ ₇, ₁₈₂ 公益事業
KINGSOFT CORP LTD ₁₀₀ ₁₀₀ ₁₇₈ ₂, ₄₆₄ ソフトウェア・サービス
CHINA CINDA ASSET MANAGEME︲H ₁, ₀₀₀ ₁, ₀₀₀ ₃₄₈ ₄, ₈₀₂ 各種金融
CT ENVIRONMENTAL GROUP LTD ₆₀₀ ₆₀₀ ₄₁₂ ₅, ₆₈₈ 公益事業
HUADIAN FUXIN ENERGY CORP ︲H ₁, ₂₀₀ ₁, ₀₂₀ ₄₅₇ ₆, ₃₂₀ 公益事業
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銘　　　　　柄

₂₀₁₄年 ₄ 月₁₁日現在 ₂₀₁₄年₁₀月₁₄日現在

業種等
株　数 株　数

評　　価　　額
外貨建
金　額

邦貨換
算金額

（香港・ドル…香港） 百株 百株 千香港・ドル 千円
HUANENG RENEWABLES CORP︲H ₁, ₄₈₀ ₁, ₇₈₀ ₄₅₇ ₆, ₃₁₂ 公益事業
CHINA MERCHANTS HLDGS INTL ― ₄₂₀ ₁, ₀₁₀ ₁₃, ₉₃₉ 運輸
BEIJING ENTERPRISES WATER GR ₁, ₅₈₀ ₁, ₅₈₀ ₈₁₅ ₁₁, ₂₅₀ 公益事業
FAR EAST GLOBAL GROUP LTD ₂, ₅₀₀ ₂, ₅₀₀ ₃₄₇ ₄, ₇₉₅ 資本財
CATHAY PACIFIC AIRWAYS ― ₃₆₀ ₅₁₀ ₇, ₀₄₄ 運輸
CHINA EVERBRIGHT LTD ₃₂₀ ₃₂₀ ₄₆₃ ₆, ₃₉₄ 各種金融
PAX GLOBAL TECHNOLOGY LTD ₁, ₁₅₀ ₆₁₀ ₄₁₆ ₅, ₇₄₁ テクノロジー・ハードウェアおよび機器
HUTCHISON WHAMPOA LTD ₇₀ ₆₀ ₅₈₃ ₈, ₀₄₈ 資本財
GEELY AUTOMOBILE HOLDINGS LT ₃, ₈₅₀ ₃, ₈₅₀ ₁, ₃₄₃ ₁₈, ₅₄₂ 自動車・自動車部品
CHINA RESOURCES ENTERPRISE ₈₀₀ ₄₂₀ ₈₀₀ ₁₁, ₀₄₇ 食品・生活必需品小売り
ORIENT OVERSEAS INTL LTD ― ₁₂₀ ₅₃₀ ₇, ₃₁₉ 運輸
ANGANG STEEL CO LTD︲H ₁, ₁₄₀ ₈₆₀ ₄₃₀ ₅, ₉₃₄ 素材
JIANGXI COPPER CO LTD︲H ₃₆₀ ₃₆₀ ₄₆₀ ₆, ₃₅₉ 素材
SHANGHAI INDUSTRIAL HLDG LTD ₆₇₀ ₃₆₀ ₈₃₅ ₁₁, ₅₂₅ 資本財
CHINA GAS HOLDINGS LTD ₅₂₀ ₅₂₀ ₆₆₄ ₉, ₁₇₀ 公益事業
CHINA PETROLEUM & CHEMICAL︲H ₉, ₀₅₈ ₇, ₉₉₈ ₅, ₃₃₄ ₇₃, ₆₁₈ エネルギー
SIHUAN PHARMACEUTICAL HLDGS ₂, ₉₅₀ ₃, ₁₇₀ ₁, ₈₉₅ ₂₆, ₁₆₀ 医薬品・バイオテクノロジー・ライフサイエンス
GOME ELECTRICAL APPLIANCES ₅, ₀₀₀ ₅, ₀₀₀ ₆₂₅ ₈, ₆₂₅ 小売
CHINA FOODS LTD ― ₁, ₅₂₀ ₄₆₈ ₆, ₄₆₀ 食品・飲料・タバコ
CHINA COMMUNICATIONS SERVI︲H ₂, ₉₆₀ ₁, ₄₄₀ ₅₀₅ ₆, ₉₇₅ 電気通信サービス
SINOTRANS LIMITED︲H ₁, ₃₀₀ ₁, ₄₆₀ ₈₅₈ ₁₁, ₈₄₇ 運輸
CHINA AGRI︲INDUSTRIES HLDGS ― ₃₀₀ ₉₀ ₁, ₂₅₄ 食品・飲料・タバコ
FOSUN INTERNATIONAL ₁, ₀₀₀ ₁, ₀₀₀ ₈₉₉ ₁₂, ₄₀₆ 素材
TENCENT HOLDINGS LTD ₂₉₉ ₁, ₃₈₆ ₁₅, ₈₅₅ ₂₁₈, ₈₁₀ ソフトウェア・サービス
CHINA TELECOM CORP LTD︲H ₅, ₉₄₀ ₄, ₃₄₀ ₂, ₀₂₆ ₂₇, ₉₆₉ 電気通信サービス
AIR CHINA LTD︲H ₁, ₁₆₀ ₁, ₁₆₀ ₅₅₇ ₇, ₆₉₉ 運輸
CHINA UNICOM HONG KONG LTD ₂, ₁₀₀ ₁, ₅₀₀ ₁, ₇₂₅ ₂₃, ₈₀₅ 電気通信サービス
ZTE CORP︲H ₆₀₀ ₄₁₈ ₇₁₃ ₉, ₈₄₀ テクノロジー・ハードウェアおよび機器
SHIMAO PROPERTY HOLDINGS LTD ₅₉₀ ₅₉₀ ₉₂₇ ₁₂, ₇₉₉ 不動産
CHINA RESOURCES POWER HOLDIN ₆₀₀ ₆₀₀ ₁, ₂₀₉ ₁₆, ₆₈₄ 公益事業
PETROCHINA CO LTD︲H ₅, ₈₆₀ ₅, ₈₆₀ ₅, ₆₀₈ ₇₇, ₃₉₀ エネルギー
DIGITAL CHINA HOLDINGS LTD ― ₂₀₀ ₁₄₀ ₁, ₉₄₀ テクノロジー・ハードウェアおよび機器
XINYI GLASS HOLDINGS LTD ₉₀₀ ₉₀₀ ₄₂₉ ₅, ₉₂₄ 自動車・自動車部品
CNOOC LTD ₅, ₃₄₀ ₅, ₀₇₀ ₆, ₅₅₀ ₉₀, ₃₉₆ エネルギー
HUANENG POWER INTL INC︲H ₁, ₂₂₀ ₁, ₁₄₀ ₉₆₄ ₁₃, ₃₀₉ 公益事業
ANHUI CONCH CEMENT CO LTD︲H ₅₁₅ ₅₁₅ ₁, ₂₆₆ ₁₇, ₄₈₃ 素材
CHINA LONGYUAN POWER GROUP︲H ₁, ₅₀₀ ₁, ₅₀₀ ₁, ₁₁₀ ₁₅, ₃₁₈ 公益事業
CHINA CONSTRUCTION BANK︲H ₂₃, ₀₁₁ ₂₀, ₁₂₁ ₁₁, ₀₆₆ ₁₅₂, ₇₁₈ 銀行
CHINA MOBILE LTD ₁, ₇₉₅ ₁, ₆₇₀ ₁₅, ₆₃₁ ₂₁₅, ₇₁₀ 電気通信サービス
XINYI SOLAR HOLDINGS LTD ₉₀₀ ₉₀₀ ₂₃₆ ₃, ₂₆₆ 半導体・半導体製造装置
CHINA CITIC BANK CORP LTD︲H ₂, ₄₂₀ ₂, ₄₂₀ ₁, ₁₅₆ ₁₅, ₉₆₃ 銀行
CHEUNG KONG INFRASTRUCTURE ₄₀ ― ― ― 公益事業
HENGAN INTL GROUP CO LTD ₂₄₀ ₂₄₀ ₁, ₈₈₀ ₂₅, ₉₄₉ 家庭用品・パーソナル用品
HUADIAN POWER INTL CORP︲H ₁, ₁₆₀ ₈₆₀ ₄₅₀ ₆, ₂₁₈ 公益事業
CHINA SHENHUA ENERGY CO︲H ₁, ₂₆₀ ₁, ₁₄₅ ₂, ₄₇₈ ₃₄, ₂₀₉ エネルギー
SINOPHARM GROUP CO︲H ― ₁₂₀ ₃₁₆ ₄, ₃₇₁ ヘルスケア機器・サービス
CHINA RESOURCES LAND LTD ₇₆₀ ₇₆₀ ₁, ₃₂₂ ₁₈, ₂₄₉ 不動産
ZOOMLION HEAVY INDUSTRY ︲ H ₁, ₁₅₀ ₇₅₀ ₃₃₂ ₄, ₅₈₅ 資本財
HAIER ELECTRONICS GROUP CO ₆₀ ₁₆₀ ₃₁₆ ₄, ₃₆₃ 耐久消費財・アパレル
COSCO PACIFIC LTD ₃, ₄₆₀ ₉₂₀ ₉₅₈ ₁₃, ₂₂₉ 運輸
BYD CO LTD︲H ₁₃₅ ₁₃₅ ₆₇₃ ₉, ₂₉₆ 自動車・自動車部品
BAOXIN AUTO GROUP LTD ₈₀₀ ₈₀₀ ₄₇₁ ₆, ₅₀₂ 小売
AIA GROUP LTD ₂₀₀ ₁₂₄ ₅₁₉ ₇, ₁₆₉ 保険
IND & COMM BK OF CHINA︲H ₂₃, ₉₀₀ ₂₀, ₈₀₀ ₁₀, ₁₅₀ ₁₄₀, ₀₇₅ 銀行
CHINA OVERSEAS LAND & INVEST ₁, ₃₉₆ ₁, ₁₉₆ ₂, ₅₁₇ ₃₄, ₇₄₂ 不動産
CSR CORP LTD ︲ H ₂, ₁₉₀ ₁, ₄₈₀ ₁, ₀₂₈ ₁₄, ₁₉₄ 資本財
CHINA COAL ENERGY CO︲H ₁, ₄₄₀ ₁, ₄₄₀ ₆₉₅ ₉, ₅₉₈ エネルギー
SANDS CHINA LTD ₆₀ ₆₀ ₂₄₉ ₃, ₄₄₈ 消費者サービス
CHINA MINSHENG BANKING︲H ₆₀₀ ₁, ₀₄₄ ₇₅₁ ₁₀, ₃₇₃ 銀行
AAC TECHNOLOGIES HOLDINGS IN ― ₂₁₀ ₈₉₆ ₁₂, ₃₇₄ テクノロジー・ハードウェアおよび機器
FIH MOBILE LTD ₁, ₀₃₀ ₁, ₀₃₀ ₄₀₅ ₅, ₆₀₀ テクノロジー・ハードウェアおよび機器

銘　　　　　柄

₂₀₁₄年 ₄ 月₁₁日現在 ₂₀₁₄年₁₀月₁₄日現在

業種等
株　数 株　数

評　　価　　額
外貨建
金　額

邦貨換
算金額

（香港・ドル…香港） 百株 百株 千香港・ドル 千円
CHINA LESSO GROUP HOLDINGS L ₁, ₃₃₀ ₉₄₀ ₃₆₉ ₅, ₀₉₇ 資本財
SINOPEC SHANGHAI PETROCHEM︲H ₁, ₅₀₀ ₁, ₅₀₀ ₃₈₄ ₅, ₂₉₉ 素材
PING AN INSURANCE GROUP CO︲H ₆₇₀ ₆₇₀ ₃, ₉₂₉ ₅₄, ₂₂₇ 保険
PICC PROPERTY & CASUALTY ︲H ₆₀₀ ₉₀₀ ₁, ₂₇₆ ₁₇, ₆₁₁ 保険
LI NING CO LTD ₁, ₁₅₀ ₈₆₀ ₃₅₀ ₄, ₈₄₂ 耐久消費財・アパレル
GREAT WALL MOTOR COMPANY︲H ₁₅₀ ₂₅₀ ₈₀₅ ₁₁, ₁₀₉ 自動車・自動車部品
AVICHINA INDUSTRY & TECH︲H ― ₃₆₀ ₂₁₀ ₂, ₉₀₁ 資本財
SUNNY OPTICAL TECH ₇₃₀ ― ― ― テクノロジー・ハードウェアおよび機器
CHINA PACIFIC INSURANCE GR︲H ₁, ₁₄₀ ₁, ₀₀₄ ₂, ₇₆₆ ₃₈, ₁₇₁ 保険
CHINA LIFE INSURANCE CO︲H ₂, ₁₀₀ ₂, ₁₀₀ ₄, ₅₂₅ ₆₂, ₄₅₁ 保険
ENN ENERGY HOLDINGS LTD ₂₈₀ ₂₆₀ ₁, ₃₇₄ ₁₈, ₉₆₂ 公益事業
NINE DRAGONS PAPER HOLDINGS ₁, ₂₂₀ ₉₅₀ ₅₆₂ ₇, ₇₆₁ 素材
SHANGHAI ELECTRIC GRP CO L︲H ₂, ₀₄₀ ₁, ₉₀₀ ₇₇₃ ₁₀, ₆₇₁ 資本財
KUNLUN ENERGY CO LTD ― ₂₀₀ ₂₀₇ ₂, ₈₅₉ エネルギー
CHINA OILFIELD SERVICES︲H ₇₄₀ ₇₆₀ ₁, ₄₆₅ ₂₀, ₂₂₀ エネルギー
DONGFANG ELECTRIC CORP LTD︲H ― ₃₃₀ ₄₇₁ ₆, ₅₁₂ 資本財
CHINA SHIPPING DEVELOPMENT︲H ₈₀₀ ₈₂₀ ₃₈₁ ₅, ₂₆₁ 運輸
LENOVO GROUP LTD ₄₄₀ ₄₄₀ ₄₈₀ ₆, ₆₃₀ テクノロジー・ハードウェアおよび機器
CHINA STATE CONSTRUCTION INT ₂, ₄₈₀ ₁, ₆₈₀ ₁, ₈₆₈ ₂₅, ₇₈₀ 資本財
PARKSON RETAIL GROUP LTD ― ₁, ₇₂₀ ₃₈₅ ₅, ₃₁₆ 小売
WASION GROUP HOLDINGS LTD ₃₂₀ ― ― ― テクノロジー・ハードウェアおよび機器
GCL︲POLY ENERGY HOLDINGS LTD ₂, ₀₀₀ ₂, ₀₀₀ ₅₂₀ ₇, ₁₇₆ 半導体・半導体製造装置
ZHUZHOU CSR TIMES ELECTRIC︲H ₅₄₅ ₃₆₅ ₁, ₁₀₄ ₁₅, ₂₃₆ 資本財
CHINA MERCHANTS BANK︲H ₁, ₉₁₀. ₄₁ ₁, ₆₂₀. ₄₁ ₂, ₁₆₈ ₂₉, ₉₁₉ 銀行
BANK OF CHINA LTD︲H ₂₄, ₃₂₀ ₂₃, ₀₆₀ ₈, ₀₄₇ ₁₁₁, ₀₆₁ 銀行
CITIC SECURITIES CO LTD︲H ₈₆₀ ₇₈₅ ₁, ₄₁₁ ₁₉, ₄₇₇ 各種金融
HAITONG SECURITIES CO LTD︲H ₅₆₄ ₆₆₄ ₈₀₄ ₁₁, ₁₀₅ 各種金融
BRILLIANCE CHINA AUTOMOTIVE ₅₀₀ ₆₀₀ ₇₆₈ ₁₀, ₅₉₈ 自動車・自動車部品
LONGFOR PROPERTIES ₇₂₀ ₆₄₅ ₅₈₄ ₈, ₀₆₄ 不動産
DAPHNE INTERNATIONAL HOLDING ₁, ₃₀₀ ₁, ₉₀₀ ₆₈₀ ₉, ₃₈₆ 耐久消費財・アパレル
通貨小計 株　数、金　額 ₁₈₉, ₉₉₈. ₄₁ ₁₇₆, ₈₀₅. ₄₁ ₁₅₆, ₆₈₃ ₂, ₁₆₂, ₂₃₉

銘柄数＜比率＞ ₉₁銘柄 ₉₉銘柄 ― <₈₅. ₂％>
（シンガポール・ドル…シンガポール） 百株 百株 千シンガポール・ドル 千円
CAPITALAND LTD ₁, ₅₉₅ ₁, ₅₉₅ ₄₈₃ ₄₀, ₇₁₆ 不動産
GOLDEN AGRI︲RESOURCES LTD ₁, ₈₀₀ ₁, ₈₀₀ ₈₈ ₇, ₄₃₀ 食品・飲料・タバコ
通貨小計 株　数、金　額 ₃, ₃₉₅ ₃, ₃₉₅ ₅₇₁ ₄₈, ₁₄₇

銘柄数＜比率＞ ₂銘柄 ₂銘柄 ― <₁. ₉％>
（台湾・ドル…台湾） 百株 百株 千台湾・ドル 千円

TAIWAN FERTILIZER CO LTD ₃₆₀ ₃₆₀ ₁, ₈₁₀ ₆, ₃₇₄ 素材
HON HAI PRECISION INDUSTRY ₃₃₈. ₈ ₃₇₉. ₄₅ ₃, ₆₃₅ ₁₂, ₇₉₅ テクノロジー・ハードウェアおよび機器
TAIWAN SEMICONDUCTOR MANUFAC ₉₈₀ ₉₈₀ ₁₁, ₈₀₉ ₄₁, ₅₆₇ 半導体・半導体製造装置
QUANTA COMPUTER INC ₂₀₀ ₂₀₀ ₁, ₄₃₀ ₅, ₀₃₃ テクノロジー・ハードウェアおよび機器
CHUNGHWA TELECOM CO LTD ₂₀₀ ₂₀₀ ₁, ₈₂₂ ₆, ₄₁₃ 電気通信サービス
MEDIATEK INC ₉₀ ₉₀ ₃, ₆₂₇ ₁₂, ₇₆₇ 半導体・半導体製造装置
YUANTA FINANCIAL HOLDING CO ₂, ₃₇₉. ₉₆ ₂, ₄₃₉. ₄₅ ₃, ₅₇₃ ₁₂, ₅₇₉ 各種金融
CTBC FINANCIAL HOLDING CO LT ₃, ₅₇₇. ₆₅ ₃, ₇₁₀ ₇, ₅₃₁ ₂₆, ₅₁₀ 銀行
通貨小計 株　数、金　額 ₈, ₁₂₆. ₄₁ ₈, ₃₅₈. ₉ ₃₅, ₂₃₉ ₁₂₄, ₀₄₁

銘柄数＜比率＞ ₈銘柄 ₈銘柄 ― <₄. ₉％>
（韓国・ウォン…韓国） 百株 百株 千韓国・ウォン 千円
SHINSEGAE CO LTD ₆ ₆ ₁₂₄, ₂₀₀ ₁₂, ₄₉₄ 小売
HYUNDAI MOTOR CO ₁₂ ₁₂ ₂₁₄, ₂₀₀ ₂₁, ₅₄₈ 自動車・自動車部品
POSCO ₆ ₆ ₁₈₃, ₆₀₀ ₁₈, ₄₇₀ 素材
SAMSUNG ELECTRONICS CO LTD ₃. ₂ ₃. ₂ ₃₅₄, ₅₆₀ ₃₅, ₆₆₈ テクノロジー・ハードウェアおよび機器
通貨小計 株　数、金　額 ₂₇. ₂ ₂₇. ₂ ₈₇₆, ₅₆₀ ₈₈, ₁₈₁

銘柄数＜比率＞ ₄銘柄 ₄銘柄 ― <₃. ₅％>
合　　計 株　数、金　額 ₂₀₁, ₅₄₇. ₀₂ ₁₈₈, ₅₈₆. ₅₁ ― ₂, ₄₂₂, ₆₀₉

銘柄数＜比率＞ ₁₀₅銘柄 ₁₁₃銘柄 ― <₉₅. ₅％>
＊ 邦貨換算金額は、₂₀₁₄年₁₀月₁₄日現在の時価をわが国の対顧客電信売買相場の仲値

により邦貨換算したものです。
＊邦貨換算金額欄の＜　＞内は、純資産総額に対する各国別株式評価額の比率
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※各表の数量、金額の単位未満は切捨て、比率は四捨五入で表記しております。

＊元本状況
期首元本額 ₂₉, ₄₇₀, ₃₃₉円
期中追加設定元本額 ₁, ₀₂₈, ₈₀₃円
期中一部解約元本額 ₁₄, ₁₁₅, ₀₆₈円

■資産、負債、元本及び基準価額の状況
（₂₀₁₄年₁₀月₁₄日）現在

項 目 当 期 末
（Ａ）資　　　　　産 33， 355， 324円

チャイナ・エクイティ・マザーファンド（評価額） ₃₃, ₃₅₅, ₃₂₄
（Ｂ）負　　　　　債 17₈， 023

未 払 信 託 報 酬 ₁₇₅, ₄₁₈
そ の 他 未 払 費 用 ₂, ₆₀₅

（Ｃ）純 資 産 総 額（Ａ－Ｂ） 33， 177， 301
元 本 ₁₆, ₃₈₄, ₀₇₄
次 期 繰 越 損 益 金 ₁₆, ₇₉₃, ₂₂₇

（Ｄ）受 益 権 総 口 数 16， 3₈4， 074口
1 万口当り基準価額（Ｃ／Ｄ） 20， 250円

■損益の状況
自₂₀₁₄年 ₄ 月₁₂日
至₂₀₁₄年₁₀月₁₄日

項 目 当 期
（Ａ）有価証券売買損益 2， 435， ₈10円

売 買 益 ₃, ₁₆₅, ₅₄₇
売 買 損 △ ₇₂₉, ₇₃₇

（Ｂ）信 託 報 酬 等 △ 17₈， 023
（Ｃ）当 期 損 益 金（Ａ＋Ｂ） 2， 257， 7₈7
（Ｄ）前期繰越損益金 4， 76₈， 534
（Ｅ）追加信託差損益金 9， 766， 906

（配 当 等 相 当 額） （ ₆, ₈₇₀, ₃₂₅）
（売 買 損 益 相 当 額） （ ₂, ₈₉₆, ₅₈₁）

（Ｆ）　　　計　　　 （Ｃ＋Ｄ＋Ｅ） 16， 793， 227
次期繰越損益金 （Ｆ） 16， 793， 227
追 加 信 託 差 損 益 金 ₉, ₇₆₆, ₉₀₆

（配 当 等 相 当 額） （ ₆, ₈₇₆, ₈₆₃）
（売 買 損 益 相 当 額） （ ₂, ₈₉₀, ₀₄₃）
分 配 準 備 積 立 金 ₇, ₀₂₆, ₃₂₁

＊有価証券売買損益には、期末の評価換えによるものを含みます。
＊信託報酬等には、消費税等相当額を含めて表示しております。
＊ 追加信託差損益金とは、追加信託金と元本の差額をいい、元本を下回る額は損失

として、上回る額は利益として処理されます。
＊ 当期中において、親投資信託財産の運用の指図に係る権限の全部または一部を委

託するために要する費用として、信託報酬の中から支弁している額は₇₆, ₄₂₅円で
す。

＜分配金の計算過程＞
信託約款に基づき計算した収益分配可能額及び収益分配金の計算
過程は以下のとおりです。
（Ａ）配当等収益（費用控除後） ₇₇₅, ₂₁₂円
（Ｂ） 有価証券売買等損益 

（費用控除後、繰越欠損金補填後） ₁, ₄₈₂, ₅₇₅

（Ｃ）収益調整金 ₉, ₇₆₆, ₉₀₆
（Ｄ）分配準備積立金 ₄, ₇₆₈, ₅₃₄
分 配 可 能 額（Ａ ＋ Ｂ ＋ Ｃ ＋ Ｄ） ₁₆, ₇₉₃, ₂₂₇

（ ₁ 万 口 当 り 分 配 可 能 額） （ ₁₀, ₂₄₉. ₇₃）
収 益 分 配 金 ₀

（ ₁ 万 口 当 り 収 益 分 配 金） （ ₀）

■投資信託財産の構成
₂₀₁₄年₁₀月₁₄日現在

項 目 当 期 末
評 価 額 比 率

千円 ％
チャイナ・エクイティ・マザーファンド ₃₃, ₃₅₅ ₁₀₀. ₀
投 資 信 託 財 産 総 額 ₃₃, ₃₅₅ ₁₀₀. ₀

＊ 外貨建資産は、期末の時価をわが国の対顧客電信売買相場の仲値により邦貨換算
したものです。

　　　　 ₁ アメリカ・ドル＝₁₀₇. ₀₈円、 ₁ 香港・ドル＝₁₃. ₈₀円、 ₁ シンガポール・
ドル＝₈₄. ₂₅円、 ₁ 台湾・ドル＝₃. ₅₂円、₁₀₀韓国・ウォン＝₁₀. ₀₆円

＊チャイナ・エクイティ・マザーファンド
　　　　 当 期 末 に お け る 外 貨 建 資 産（₂, ₄₈₇, ₂₀₉千 円 ） の 投 資 信 託 財 産 総 額

（₂, ₅₃₇, ₉₇₅千円）に対する比率　₉₈. ₀％

外国投資信託証券

銘　　　　柄
₂₀₁₄年 ₄ 月₁₁日現在 ₂₀₁₄年₁₀月₁₄日現在

口　数 口　数 外貨建
金　額

邦貨換算
金　　額

（香港・ドル…香港） 口 口 千香港・ドル 千円

ISHARES FTSE A₅₀ CHINA INDEX ₂₅₀, ₀₀₀ ₁₅₉, ₄₀₀ ₁, ₄₄₂ ₁₉, ₉₀₇

合　計 金 額 ₂₅₀, ₀₀₀ ₁₅₉, ₄₀₀ ₁, ₄₄₂ ₁₉, ₉₀₇
銘柄数＜比率＞ ₁銘柄 ₁銘柄 ― <₀. ₈％ >

＊ 邦貨換算金額は、₂₀₁₄年₁₀月₁₄日現在の時価をわが国の対顧客電信売買相場の仲値
により邦貨換算したものです。

＊邦貨換算金額欄の＜　＞内は、純資産総額に対する投資信託証券評価額の比率
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中国
当期、中国株式は上昇しました。当期前半に米国の金融緩和縮小への

思惑から、投資家は高値圏にあり、経常赤字・対外債務が多い東南アジ
ア諸国の株式の利益確定売りを行い、緊急の避難先として中国や香港な
どの北アジアの株式を買い付けました。その後、「影の銀行（シャドー
バンキング）」の規制や余剰設備の閉鎖を推進する中国政府の政策によ
り中国の経済成長は減速し、株価は下落しました。例年に比べ厳冬だっ
たこと、鳥インフルエンザ、ぜいたく品贈答禁止令などが消費の冷え込
みにつながりました。さらに経済状況が悪化に向かうと見込まれる中、
中国政府はハードランディング（急激な景気の失速）を回避するため、
₂₀₁₄年の国内総生産（ＧＤＰ）成長率₇. ₅％を達成することを公約とし
た景気刺激策を発動したことで、期央に向けて中国市場は上昇しまし
た。中国経済の構造改革を受けて、新興セクターである医薬品、クリー
ンエネルギー、インターネット関連などが上昇し、典型的な金属・鉱業
や資本財は下落しました。

香港
香港株式市場は、マカオのカジノ関連企業の好業績に支えられて中国

市場以上に上昇しました。米国の緩和縮小懸念から、景気動向に業績が
左右されにくいディフェンシブで高配当利回りの公益はアンダーパ
フォームしました。印紙税や新しい販売規制などの政策の影響で実物不
動産市場が低迷したことから、不動産も低迷しました。

韓国
韓国株式市場は、米国の緩和縮小懸念を受けて東南アジアから流出し

チャイナ・エクイティ・マザーファンド
運用報告書　決算日：2014年 4 月11日

（第 7期：2013年 4 月12日～2014年 4 月11日）

■最近 5 期の運用実績

決　算　期
基準価額 MSCI チャイナ指数

（円換算） 株 式
組 入
比 率

株 式
先 物
組 入
比 率

投資信
託証券
組 入
比 率

純 資 産
総 額期　中

騰落率 （参考指数） 期　中
騰落率

円 ％ ％ ％ ％ ％ 百万円
第 ₃ 期（₂₀₁₀年 ₄ 月₁₂日） ₆, ₀₈₂ ₄₅. ₁ ₆, ₁₇₇ ₄₀. ₆ ₉₅. ₄ ― ₀. ₆ ₈, ₅₄₀
第 ₄ 期（₂₀₁₁年 ₄ 月₁₁日） ₆, ₀₇₄ △ ₀. ₁ ₅, ₉₅₇ △ ₃. ₆ ₉₄. ₄ ― ₂. ₀ ₅, ₉₉₉
第 ₅ 期（₂₀₁₂年 ₄ 月₁₁日） ₄, ₆₈₉ △ ₂₂. ₈ ₄, ₆₂₇ △ ₂₂. ₃ ₉₅. ₁ ― ₁. ₁ ₃, ₂₆₇
第 ₆ 期（₂₀₁₃年 ₄ 月₁₁日） ₅, ₉₆₄ ₂₇. ₂ ₅, ₈₄₅ ₂₆. ₃ ₉₄. ₈ ― ₁. ₃ ₃, ₃₆₁
第 ₇ 期（₂₀₁₄年 ₄ 月₁₁日） ₆, ₅₂₅ ₉. ₄ ₆, ₂₁₈ ₆. ₄ ₉₄. ₃ ― ₁. ₁ ₂, ₆₄₂
ＭＳＣＩチャイナ指数（円換算）とは、ＭＳＣＩチャイナ指数（米ドルベース）を
委託者が円換算し、設定日を₁₀, ₀₀₀として指数化したものです。
＊先物組入比率は、買建比率－売建比率

■当期中の基準価額と市況等の推移

年　月　日
基準価額 MSCI チャイナ指数

（円換算） 株　式
組　入
比　率

株　式
先　物
組　入
比　率

投資信
託証券
組　入
比　率騰落率 （参考指数） 騰落率

円 ％ ％ ％ ％ ％
（期首）₂₀₁₃年 ₄ 月₁₁日 ₅, ₉₆₄ ― ₅, ₈₄₅ ― ₉₄. ₈ ― ₁. ₃

₄ 月末 ₅, ₈₈₃ △ ₁. ₄ ₅, ₈₁₆ △ ₀. ₅ ₉₅. ₆ ― ₁. ₃
₅ 月末 ₆, ₁₂₃ ₂. ₇ ₆, ₀₂₇ ₃. ₁ ₉₅. ₉ ― ₁. ₄
₆ 月末 ₅, ₄₄₅ △ ₈. ₇ ₅, ₂₀₁ △ ₁₁. ₀ ₉₄. ₀ ― ₁. ₃
₇ 月末 ₅, ₈₁₈ △ ₂. ₄ ₅, ₅₂₅ △ ₅. ₅ ₉₅. ₃ ― ₁. ₃
₈ 月末 ₅, ₉₁₈ △ ₀. ₈ ₅, ₆₃₆ △ ₃. ₆ ₉₆. ₀ ― ₁. ₃
₉ 月末 ₆, ₂₄₁ ₄. ₆ ₅, ₉₇₃ ₂. ₂ ₉₅. ₈ ― ₁. ₁
₁₀月末 ₆, ₃₉₁ ₇. ₂ ₆, ₀₈₂ ₄. ₁ ₉₅. ₉ ― ₁. ₁
₁₁月末 ₆, ₈₅₂ ₁₄. ₉ ₆, ₅₆₉ ₁₂. ₄ ₉₆. ₁ ― ₁. ₁
₁₂月末 ₆, ₈₆₃ ₁₅. ₁ ₆, ₅₆₈ ₁₂. ₄ ₉₆. ₅ ― ₁. ₁

₂₀₁₄年 ₁ 月末 ₆, ₃₀₁ ₅. ₇ ₅, ₉₉₃ ₂. ₅ ₉₂. ₈ ― ₁. ₁
₂ 月末 ₆, ₃₈₄ ₇. ₀ ₆, ₀₉₇ ₄. ₃ ₉₅. ₈ ― ₁. ₁
₃ 月末 ₆, ₃₁₈ ₅. ₉ ₆, ₀₀₅ ₂. ₇ ₉₅. ₆ ― ₁. ₁

（期末）₂₀₁₄年 ₄ 月₁₁日 ₆, ₅₂₅ ₉. ₄ ₆, ₂₁₈ ₆. ₄ ₉₄. ₃ ― ₁. ₁
＊騰落率は期首比です。
＊先物組入比率は、買建比率－売建比率

ＭＳＣＩチャイナ指数
　米ドルベース　期中騰落率＋4． 4％　期首：59． 25₈ポイント
　　　　　　　　　　 　　　　　　　期末：61． ₈₈0ポイント
　円換算　　　　期中騰落率＋6． 4％

投資市場環境（2013年 4 月12日～2014年 4 月11日）

MSCI チャイナ指数の推移
（2013年 4 月11日～2014年 4 月11日）
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た資金が避難先として北アジアに向かったことから上昇し、中国市場を
アウトパフォームしました。自動車、インターネット関連がアウトパ
フォームし、エネルギー、金融、建設などの市場との連動性の高い高
ベータセクターが出遅れました。

台湾
台湾株式市場も北アジア市場への資金逃避の流れを受けて上昇し、中

国市場をアウトパフォームしました。欧州や米国向けの輸出が好調で、
テクノロジーは反発しました。

アセアン
アセアンでは、シンガポール株式市場が下落し、中国市場をアンダー

パフォームしました。米国の緩和縮小懸念により、アセアンから資金が
流出したことが要因となりました。

チャイナ・エクイティ・マザーファンドの運用経過
 （2013年 4 月12日～2014年 4 月11日）

チャイナ・エクイティ・マザーファンド
基準価額の推移

（2013年 4 月11日～2014年 4 月11日）

［基準価額の推移］
基準価額は、期首₅, ₉₆₄円から期末₆, ₅₂₅円となり、前期末比₉. ₄％上

昇しました。

［基準価額の主な変動要因］
（上昇要因）
・北アジア（中国、香港、韓国など）株式が上昇したこと
・円安となったこと

（下落要因）
・シンガポール株式が下落したこと
・一部の保有銘柄が下落したこと

［ポートフォリオ］
参考指数をアウトパフォームしました。エネルギーの銘柄選択がマイ

ナスに作用したものの、ヘルスケアの銘柄選択が最もパフォーマンスに
プラスに寄与しました。香港株式の上昇もプラスに寄与しました。

個別銘柄のうちプラスに寄与したのは以下の銘柄です。中国では健康
志 向 に よ り 医 療 支 出 が 増 加 し て い る こ と か ら、SIHUAN 
PHARMACEUTICAL HLDGS などのヘルスケアの銘柄が上昇しまし
た。CHINA STATE CONSTRUCTION INT は中国の都市化計画の恩恵
を受けて上昇しました。CITIC SECURITIES CO LTD︲H は中国Ａ株
マーケットの改革期待から上昇しました。

マイナスに作用したのは以下の銘柄です。GREENLAND HONG 
KONG HOLDINGS は政府の不動産業規制により下落しました。BELLE 
INTERNATIONAL HOLDINGS、DAPHNE INTERNATIONAL 
HOLDING は既存店売上高が予想を下回り、株価が下落しました。

［参考指数との比較］
基準価額の騰落率は、参考指数であるＭＳＣＩチャイナ指数（円換算）

の騰落率＋₆. ₄％を₃. ₀％上回りました。

7, 500

7, 000

6, 500

6, 000

5, 500

5, 000
2013. 4. 11 2013. 7. 11 2013. 10. 11 2014. 1. 11

（円）

2014. 4. 11
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に関する材料が出てくる可能性の低さから、アセアン市場は投資妙味が
あると考えています。

（主な差異の要因）
＜プラス要因＞
・ヘルスケア、資本財、金融の銘柄選択が奏功したこと
・情報技術をオーバーウェイトとしていたこと
・香港、韓国、台湾がアウトパフォームしたこと
＜マイナス要因＞
・ エネルギー、生活必需品、一般消費財の銘柄選択がマイナスに作用し

たこと
・素材をオーバーウェイトとしていたこと
・シンガポールをオーバーウェイトとしていたこと

今後の投資環境
中国

中国の景気モメンタムはさらに低下する見通しですが、政策の転換ポ
イントにきていると考えています。安定したＧＤＰ成長を維持するた
め、中国政府は政策の見直しをすると見込まれています。戦術的な支援
策が構造改革とあいまって、近い将来、バランスの取れた成長をもたら
すと見ています。

香港
香港も中国と同様に上昇を見込んでいます。中国人民元の国際化の進

展や中国Ａ株、Ｂ株、米国上場中国株の香港上場の試みにより、アジア
の金融センターとしての地位は不動のものと考えています。

韓国、台湾
先進国の景気回復を受けて、韓国や台湾市場は上昇すると見ていま

す。特に韓国において、企業業績の成長は魅力的ではないものの、経常
収支は過去最高水準であり、厳しい金融引き締め状況に対する抵抗力は
強いままと見ています。

アセアン
アセアン各国政府は、経済的不均衡や高いインフレ率の問題に対処す

るために、様々な政策を行ってきました。株価は不安定な資金流入によ
り変動幅の大きい状況が継続していますが、今後は改善が見込まれま
す。

今後の運用方針
中国、香港

中国政府が発表した改革路線は、中国の長期的な成長の可能性を高め
るとして、引き続き市場に好感されると考えています。現状の株価収益
率（ＰＥＲ） ₉ 倍というバリュエーションは割安で、過去のレンジの下
限にあります。グローバル、地域投資家は中国株式の保有は過小であ
り、改革をテーマとした投資家の買いはまだ始まったばかりと見ていま
す。

香港については、中国本土から香港へレジャーやビジネスの目的で人
が動くかぎり、不動産、銀行、マカオのカジノなど消費関連株は堅調に
推移すると考えています。

韓国、台湾
先進国の経済成長の鈍化や輸出にマイナス効果となる韓国ウォン、台

湾ドル高がありますが、韓国、台湾市場は投資妙味があると考えていま
す。

アセアン
各国の選挙、相対的な為替の安定性、新たにネガティブなマクロ経済
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投資信託証券
買　　　　　付 売　　　　　付

口　　数 金　　額 口　　数 金　　額

外
国

ISHARES FTSE A₅₀ 
C H I N A  I N D E X

口 千香港・ドル 口 千香港・ドル

― ― ₇₀, ₀₀₀ ₇₀₁

＊金額は受渡し代金

■ 1 万口（元本10， 000円）当りの費用明細
（₂₀₁₃年 ₄ 月₁₂日から₂₀₁₄年 ₄ 月₁₁日まで）

項 目 当 期

（a）売 買 委 託 手 数 料 ₁₂円
（株 式） （ ₁₂）
（投　資　信　託　証　券） （ ₀）

（b）有 価 証 券 取 引 税 ₆
（株 式） （ ₆）
（投　資　信　託　証　券） （ ₀）

（c）保 管 費 用 等 ₁₂

合 計 ₃₀
 ＊ 期中の費用（消費税等のかかるものは消費税等を含む。）は、追加・解約により受

益権口数に変動があるため、下記の簡便法により算出した結果です。
（a）売買委託手数料＝期中の売買委託手数料÷期中の平均受益権口数
（b）有価証券取引税＝期中の有価証券取引税÷期中の平均受益権口数
（c）保管費用等＝期中の保管費用等÷期中の平均受益権口数

＊各項目ごとに円未満は四捨五入しています。

■売買及び取引の状況
（₂₀₁₃年 ₄ 月₁₂日から₂₀₁₄年 ₄ 月₁₁日まで）

株　　式
買　　　　　付 売　　　　　付

株　　数 金　　額 株　　数 金　　額

外
　
　
国

香 港
株 千香港・ドル 株 千香港・ドル

₈, ₀₈₃, ₉₀₀ ₅₉, ₅₅₈ ₁₅, ₉₇₀, ₁₀₀ ₁₂₇, ₆₇₆
（ ₆₇₇, ₈₄₀）（ ₆₄₄）

台 湾
株 千台湾・ドル 株 千台湾・ドル
― ― ― ―

（ ₂₆, ₄₈₅）（△ ₉₀）
＊金額は受渡し代金
＊ （　）内は増資割当、株式分割、予約権行使、合併等による増減分で、上段の数

字には含まれていません。

■株式売買金額の平均組入株式時価総額に対する割合
（₂₀₁₃年 ₄ 月₁₂日から₂₀₁₄年 ₄ 月₁₁日まで）

項 目 当 期
（ａ）期 中 の 株 式 売 買 金 額 ₂, ₄₃₄, ₂₂₈千円
（ｂ）期中の平均組入株式時価総額 ₂, ₇₂₅, ₀₈₉千円
（ｃ）売 買 高 比 率 （ａ）／（ｂ） ₀. ₈₉
＊（b）は各月末現在の組入株式時価総額の平均

銘　　　　　柄

期　首
（前期末） 当　　期　　末

業種等
株　数 株　数

評　価　額
外貨建
金　額

邦貨換算
金　　額

（香港・ドル…香港） 百株 百株 千香港・ドル 千円
CHINA RAILWAY CONSTRUCTION︲H ― ₄₀₀ ₂₉₀ ₃, ₈₀₉ 資本財
BELLE INTERNATIONAL HOLDINGS ₄, ₂₀₀ ― ― ― 小売
CHINA RAILWAY GROUP LTD︲H ― ₁, ₉₀₀ ₇₄₆ ₉, ₇₈₁ 資本財
POWER ASSETS HOLDINGS LTD ₄₀ ₂₀ ₁₃₈ ₁, ₈₁₄ 公益事業
CHINA EVERBRIGHT INTL LTD ― ₂₅₀ ₂₆₉ ₃, ₅₂₃ 商業・専門サービス
CHINA HUISHAN DAIRY HOLDINGS ― ₃₄₀ ₇₅ ₉₈₈ 食品・飲料・タバコ
GREENLAND HONG KONG HOLDINGS ― ₈₈₀ ₃₄₅ ₄, ₅₃₀ 不動産
SUN HUNG KAI PROPERTIES ₆₀ ₆₀ ₆₀₃ ₇, ₈₉₉ 不動産
SINO LAND CO ₂₀₀ ― ― ― 不動産
BEIJING JINGNENG CLEAN ENE︲H ― ₁, ₅₀₀ ₅₈₆ ₇, ₆₈₃ 公益事業
KINGSOFT CORP LTD ― ₁₀₀ ₃₀₈ ₄, ₀₄₁ ソフトウェア・サービス
CHEUNG KONG HOLDINGS LTD ₆₀ ― ― ― 不動産
CHINA CINDA ASSET MANAGEME︲H ― ₁, ₀₀₀ ₄₂₁ ₅, ₅₁₅ 各種金融
CT ENVIRONMENTAL GROUP LTD ― ₆₀₀ ₃₁₅ ₄, ₁₂₆ 公益事業
HUADIAN FUXIN ENERGY CORP ︲H ― ₁, ₂₀₀ ₄₆₅ ₆, ₀₉₉ 公益事業
WHARF HOLDINGS LTD ₅₀ ― ― ― 不動産
HUANENG RENEWABLES CORP︲H ― ₁, ₄₈₀ ₃₈₉ ₅, ₀₉₉ 公益事業
BEIJING ENTERPRISES WATER GR ― ₁, ₅₈₀ ₈₅₁ ₁₁, ₁₅₆ 公益事業
FAR EAST GLOBAL GROUP LTD ― ₂, ₅₀₀ ₄₆₀ ₆, ₀₂₆ 資本財
CHINA EVERBRIGHT LTD ― ₃₂₀ ₃₇₀ ₄, ₈₅₄ 各種金融
PAX GLOBAL TECHNOLOGY LTD ― ₁, ₁₅₀ ₄₄₉ ₅, ₈₉₀ テクノロジー・ハードウェアおよび機器
HUTCHISON WHAMPOA LTD ₇₀ ₇₀ ₇₅₂ ₉, ₈₅₇ 資本財
GEELY AUTOMOBILE HOLDINGS LT ― ₃, ₈₅₀ ₁, ₁₇₄ ₁₅, ₃₈₂ 自動車・自動車部品
CHINA RESOURCES ENTERPRISE ₁, ₀₀₀ ₈₀₀ ₁, ₈₅₂ ₂₄, ₂₆₁ 食品・生活必需品小売り
ANGANG STEEL CO LTD︲H ― ₁, ₁₄₀ ₅₉₂ ₇, ₇₆₅ 素材
JIANGXI COPPER CO LTD︲H ₂, ₁₇₀ ₃₆₀ ₄₉₃ ₆, ₄₆₀ 素材
SHANGHAI INDUSTRIAL HLDG LTD ― ₆₇₀ ₁, ₆₉₅ ₂₂, ₂₀₅ 資本財
CHINA GAS HOLDINGS LTD ― ₅₂₀ ₆₄₅ ₈, ₄₆₀ 公益事業
CHINA PETROLEUM & CHEMICAL︲H ₁₄, ₉₈₀ ₉, ₀₅₈ ₆, ₆₄₈ ₈₇, ₀₉₆ エネルギー
HONG KONG EXCHANGES & CLEAR ₂₂ ― ― ― 各種金融
SIHUAN PHARMACEUTICAL HLDGS ₁₂, ₅₉₀ ₂, ₉₅₀ ₂, ₆₁₉ ₃₄, ₃₁₆ 医薬品・バイオテクノロジー・ライフサイエンス
GOME ELECTRICAL APPLIANCES ― ₅, ₀₀₀ ₇₂₀ ₉, ₄₃₂ 小売
LI & FUNG LTD ₄₀₀ ― ― ― 耐久消費財・アパレル
CHINA COMMUNICATIONS SERVI︲H ₆, ₇₄₀ ₂, ₉₆₀ ₁, ₁₀₇ ₁₄, ₅₀₂ 電気通信サービス
SINOTRANS LIMITED︲H ― ₁, ₃₀₀ ₅₂₆ ₆, ₈₉₇ 運輸
FOSUN INTERNATIONAL ― ₁, ₀₀₀ ₉₉₀ ₁₂, ₉₆₉ 素材
TENCENT HOLDINGS LTD ₅₂₄ ₂₉₉ ₁₆, ₈₃₃ ₂₂₀, ₅₂₁ ソフトウェア・サービス
CHINA TELECOM CORP LTD︲H ₈, ₀₀₀ ₅, ₉₄₀ ₂, ₁₃₈ ₂₈, ₀₁₃ 電気通信サービス
AIR CHINA LTD︲H ― ₁, ₁₆₀ ₅₆₃ ₇, ₃₈₅ 運輸
CHINA UNICOM HONG KONG LTD ₂, ₈₄₀ ₂, ₁₀₀ ₂, ₂₇₂ ₂₉, ₇₆₅ 電気通信サービス
ZTE CORP︲H ₂, ₂₇₀ ₆₀₀ ₉₈₄ ₁₂, ₈₉₀ テクノロジー・ハードウェアおよび機器
SHIMAO PROPERTY HOLDINGS LTD ― ₅₉₀ ₁, ₀₂₈ ₁₃, ₄₇₉ 不動産
CHINA RESOURCES POWER HOLDIN ₆₀₀ ₆₀₀ ₁, ₃₁₇ ₁₇, ₂₅₂ 公益事業

■組入資産の明細
₂₀₁₄年 ₄ 月₁₁日現在

外国株式
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銘　　　　　柄

期　首
（前期末） 当　　期　　末

業種等
株　数 株　数

評　価　額
外貨建
金　額

邦貨換算
金　　額

（香港・ドル…香港） 百株 百株 千香港・ドル 千円
PETROCHINA CO LTD︲H ₇, ₈₀₀ ₅, ₈₆₀ ₅, ₁₉₁ ₆₈, ₀₁₄ エネルギー
HYSAN DEVELOPMENT CO ₁₂₀ ― ― ― 不動産
DIGITAL CHINA HOLDINGS LTD ₁, ₂₀₀ ― ― ― テクノロジー・ハードウェアおよび機器
XINYI GLASS HOLDINGS LTD ― ₉₀₀ ₅₉₃ ₇, ₇₆₉ 自動車・自動車部品
CNOOC LTD ₅, ₁₃₀ ₅, ₃₄₀ ₆, ₈₃₅ ₈₉, ₅₄₁ エネルギー
HUANENG POWER INTL INC︲H ― ₁, ₂₂₀ ₉₅₆ ₁₂, ₅₂₉ 公益事業
ANHUI CONCH CEMENT CO LTD︲H ― ₅₁₅ ₁, ₆₇₃ ₂₁, ₉₂₆ 素材
CHINA LONGYUAN POWER GROUP︲H ₃, ₆₇₀ ₁, ₅₀₀ ₁, ₂₄₂ ₁₆, ₂₇₀ 公益事業
CHINA CONSTRUCTION BANK︲H ₂₉, ₀₀₁ ₂₃, ₀₁₁ ₁₂, ₇₇₁ ₁₆₇, ₃₀₁ 銀行
CHINA MOBILE LTD ₂, ₄₃₀ ₁, ₇₉₅ ₁₃, ₄₈₀ ₁₇₆, ₅₉₃ 電気通信サービス
XINYI SOLAR HOLDINGS LTD ― ₉₀₀ ₂₁₅ ₂, ₈₁₇ 半導体・半導体製造装置
CHINA CITIC BANK CORP LTD︲H ― ₂, ₄₂₀ ₁, ₁₆₄ ₁₅, ₂₄₈ 銀行
CHEUNG KONG INFRASTRUCTURE ₁₀₀ ₄₀ ₂₀₄ ₂, ₆₈₀ 公益事業
HENGAN INTL GROUP CO LTD ― ₂₄₀ ₂, ₀₃₆ ₂₆, ₆₇₆ 家庭用品・パーソナル用品
HUADIAN POWER INTL CORP︲H ― ₁, ₁₆₀ ₄₇₄ ₆, ₂₁₅ 公益事業
CHINA SHENHUA ENERGY CO︲H ₂, ₄₀₀ ₁, ₂₆₀ ₂, ₈₇₂ ₃₇, ₆₃₃ エネルギー
CHINA RESOURCES LAND LTD ― ₇₆₀ ₁, ₃₆₀ ₁₇, ₈₂₁ 不動産
ZOOMLION HEAVY INDUSTRY ︲ H ₅, ₄₄₀ ₁, ₁₅₀ ₆₈₇ ₉, ₀₀₈ 資本財
HAIER ELECTRONICS GROUP CO ― ₆₀ ₁₁₆ ₁, ₅₂₁ 耐久消費財・アパレル
CHINA RESOURCES GAS GROUP LT ₅₀₀ ― ― ― 公益事業
COSCO PACIFIC LTD ₃, ₄₆₀ ₃, ₄₆₀ ₃, ₇₂₂ ₄₈, ₇₇₀ 運輸
BYD CO LTD︲H ― ₁₃₅ ₇₀₂ ₉, ₁₉₆ 自動車・自動車部品
LIFESTYLE INTL HLDGS LTD ₁₈₀ ― ― ― 小売
BAOXIN AUTO GROUP LTD ― ₈₀₀ ₄₇₈ ₆, ₂₆₇ 小売
AIA GROUP LTD ₂₀₀ ₂₀₀ ₇₆₉ ₁₀, ₀₇₃ 保険
CHINA RESOURCES CEMENT ₃, ₈₀₀ ― ― ― 素材
IND & COMM BK OF CHINA︲H ₃₀, ₂₀₀ ₂₃, ₉₀₀ ₁₁, ₆₈₇ ₁₅₃, ₁₀₁ 銀行
CHINA OVERSEAS LAND & INVEST ₁, ₂₇₆ ₁, ₃₉₆ ₂, ₉₃₁ ₃₈, ₄₀₃ 不動産
CSR CORP LTD ︲ H ₁₀, ₃₈₀ ₂, ₁₉₀ ₁, ₄₂₃ ₁₈, ₆₄₇ 資本財
CHINA COAL ENERGY CO︲H ₇, ₃₂₀ ₁, ₄₄₀ ₆₅₂ ₈, ₅₄₅ エネルギー
SANDS CHINA LTD ₆₀ ₆₀ ₃₉₀ ₅, ₁₁₂ 消費者サービス
CHINA MINSHENG BANKING︲H ― ₆₀₀ ₅₁₃ ₆, ₇₂₈ 銀行
FIH MOBILE LTD ― ₁, ₀₃₀ ₄₄₂ ₅, ₈₀₁ テクノロジー・ハードウェアおよび機器
CHINA LESSO GROUP HOLDINGS L ― ₁, ₃₃₀ ₆₃₁ ₈, ₂₇₅ 資本財
SINOPEC SHANGHAI PETROCHEM︲H ₉, ₈₂₀ ₁, ₅₀₀ ₃₄₈ ₄, ₅₅₈ 素材
PING AN INSURANCE GROUP CO︲H ― ₆₇₀ ₄, ₃₂₈ ₅₆, ₆₉₉ 保険
PICC PROPERTY & CASUALTY ︲H ― ₆₀₀ ₆₆₈ ₈, ₇₅₆ 保険
LI NING CO LTD ― ₁, ₁₅₀ ₅₇₇ ₇, ₅₆₂ 耐久消費財・アパレル
GREAT WALL MOTOR COMPANY︲H ― ₁₅₀ ₆₁₉ ₈, ₁₁₅ 自動車・自動車部品
SUNNY OPTICAL TECH ― ₇₃₀ ₆₂₇ ₈, ₂₂₄ テクノロジー・ハードウェアおよび機器
BOC HONG KONG HOLDINGS LTD ₂₀₀ ― ― ― 銀行
CHINA PACIFIC INSURANCE GR︲H ₂, ₅₉₀ ₁, ₁₄₀ ₃, ₀₈₃ ₄₀, ₃₉₆ 保険
CHINA LIFE INSURANCE CO︲H ― ₂, ₁₀₀ ₄, ₇₇₇ ₆₂, ₅₈₅ 保険
ENN ENERGY HOLDINGS LTD ― ₂₈₀ ₁, ₆₀₅ ₂₁, ₀₃₅ 公益事業
NINE DRAGONS PAPER HOLDINGS ₇, ₅₀₀ ₁, ₂₂₀ ₇₀₂ ₉, ₂₀₅ 素材
SHANGHAI ELECTRIC GRP CO L︲H ₁₃, ₆₆₀ ₂, ₀₄₀ ₆₄₆ ₈, ₄₇₁ 資本財

銘　　　　　柄

期　首
（前期末） 当　　期　　末

業種等
株　数 株　数

評　価　額
外貨建
金　額

邦貨換算
金　　額

（香港・ドル…香港） 百株 百株 千香港・ドル 千円
KUNLUN ENERGY CO LTD ₄, ₆₀₀ ― ― ― エネルギー
CHINA OILFIELD SERVICES︲H ― ₇₄₀ ₁, ₅₀₂ ₁₉, ₆₇₈ エネルギー
CHINA SHIPPING DEVELOPMENT︲H ― ₈₀₀ ₃₉₀ ₅, ₁₁₄ 運輸
LENOVO GROUP LTD ― ₄₄₀ ₄₁₃ ₅, ₄₁₈ テクノロジー・ハードウェアおよび機器
CHINA STATE CONSTRUCTION INT ₅, ₈₀₀ ₂, ₄₈₀ ₃, ₃₅₂ ₄₃, ₉₂₃ 資本財
WASION GROUP HOLDINGS LTD ― ₃₂₀ ₁₈₂ ₂, ₃₉₃ テクノロジー・ハードウェアおよび機器
GCL︲POLY ENERGY HOLDINGS LTD ― ₂, ₀₀₀ ₅₄₀ ₇, ₀₇₄ 半導体・半導体製造装置
ZHUZHOU CSR TIMES ELECTRIC︲H ₁, ₆₉₀ ₅₄₅ ₁, ₄₂₅ ₁₈, ₆₆₉ 資本財
CHINA MERCHANTS BANK︲H ₃, ₄₄₉. ₀₁ ₁, ₉₁₀. ₄₁ ₂, ₇₅₈ ₃₆, ₁₃₈ 銀行
BANK OF CHINA LTD︲H ₃₇, ₀₀₀ ₂₄, ₃₂₀ ₈, ₅₃₆ ₁₁₁, ₈₂₅ 銀行
CITIC SECURITIES CO LTD︲H ₄, ₂₉₀ ₈₆₀ ₁, ₆₂₀ ₂₁, ₂₂₅ 各種金融
HAITONG SECURITIES CO LTD︲H ― ₅₆₄ ₆₇₉ ₈, ₈₉₅ 各種金融
BRILLIANCE CHINA AUTOMOTIVE ― ₅₀₀ ₆₄₄ ₈, ₄₃₆ 自動車・自動車部品
LONGFOR PROPERTIES ― ₇₂₀ ₈₁₉ ₁₀, ₇₃₃ 不動産
DAPHNE INTERNATIONAL HOLDING ― ₁, ₃₀₀ ₄₀₈ ₅, ₃₄₇ 耐久消費財・アパレル

通貨小計
株　数、金　額 ₂₆₂, ₀₈₂. ₀₁ ₁₈₉, ₉₉₈. ₄₁ ₁₆₉, ₅₂₁ ₂, ₂₂₀, ₇₃₇
銘柄数＜比率＞ ₅₀銘柄 ₉₁銘柄 ― <₈₄. ₀％>

（シンガポール・ドル…シンガポール） 百株 百株 千シンガポール・ドル 千円
CAPITALAND LTD ₁, ₅₉₅ ₁, ₅₉₅ ₄₇₀ ₃₈, ₂₁₆ 不動産
GOLDEN AGRI-RESOURCES LTD ₁, ₈₀₀ ₁, ₈₀₀ ₁₀₇ ₈, ₆₉₈ 食品・飲料・タバコ

通貨小計
株　数、金　額 ₃, ₃₉₅ ₃, ₃₉₅ ₅₇₇ ₄₆, ₉₁₄
銘柄数＜比率＞ ₂銘柄 ₂銘柄 ― <₁. ₈％ >

（台湾・ドル…台湾） 百株 百株 千台湾・ドル 千円
TAIWAN FERTILIZER CO LTD ₃₆₀ ₃₆₀ ₂, ₂₆₈ ₇, ₆₆₅ 素材
HON HAI PRECISION INDUSTRY ₃₀₈ ₃₃₈. ₈ ₂, ₉₄₀ ₉, ₉₃₉ テクノロジー・ハードウェアおよび機器
TAIWAN SEMICONDUCTOR MANUFAC ₉₈₀ ₉₈₀ ₁₁, ₇₁₁ ₃₉, ₅₈₃ 半導体・半導体製造装置
QUANTA COMPUTER INC ₂₀₀ ₂₀₀ ₁, ₆₆₀ ₅, ₆₁₀ テクノロジー・ハードウェアおよび機器
CHUNGHWA TELECOM CO LTD ₂₀₀ ₂₀₀ ₁, ₈₇₄ ₆, ₃₃₄ 電気通信サービス
MEDIATEK INC ₉₀ ₉₀ ₄, ₂₂₅ ₁₄, ₂₈₂ 半導体・半導体製造装置
YUANTA FINANCIAL HOLDING CO ₂, ₃₇₉. ₉₆ ₂, ₃₇₉. ₉₆ ₃, ₇₃₆ ₁₂, ₆₂₉ 各種金融
CTBC FINANCIAL HOLDING CO LT ₃, ₃₄₃. ₆ ₃, ₅₇₇. ₆₅ ₆, ₈₃₃ ₂₃, ₀₉₆ 銀行

通貨小計
株　数、金　額 ₇, ₈₆₁. ₅₆ ₈, ₁₂₆. ₄₁ ₃₅, ₂₄₉ ₁₁₉, ₁₄₂
銘柄数＜比率＞ ₈銘柄 ₈銘柄 ― <₄. ₅％>

（韓国・ウォン…韓国） 百株 百株 千韓国・ウォン 千円
SHINSEGAE CO LTD ₆ ₆ ₁₄₇, ₃₀₀ ₁₄, ₄₀₅ 小売
HYUNDAI MOTOR CO ₁₂ ₁₂ ₂₉₁, ₀₀₀ ₂₈, ₄₅₉ 自動車・自動車部品
POSCO ₆ ₆ ₁₈₇, ₂₀₀ ₁₈, ₃₀₈ 素材
SAMSUNG ELECTRONICS CO LTD ₃. ₂ ₃. ₂ ₄₄₁, ₆₀₀ ₄₃, ₁₈₈ 半導体・半導体製造装置

通貨小計
株　数、金　額 ₂₇. ₂ ₂₇. ₂ ₁, ₀₆₇, ₁₀₀ ₁₀₄, ₃₆₂
銘柄数＜比率＞ ₄銘柄 ₄銘柄 ― <₃. ₉％ >

合　　計
株　数、金　額 ₂₇₃, ₃₆₅. ₇₇ ₂₀₁, ₅₄₇. ₀₂ ― ₂, ₄₉₁, ₁₅₆
銘柄数＜比率＞ ₆₄銘柄 ₁₀₅銘柄 ― <₉₄. ₃％>

＊ 邦貨換算金額は、期末の時価をわが国の対顧客電信売買相場の仲値により邦貨換算した
ものです。

＊邦貨換算金額欄の＜＞内は、純資産総額に対する各国別株式評価額の比率
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チャイナ龍翔（FOFs 用）（適格機関投資家専用）

外国投資信託証券

銘　　　　柄

期　首
（前期末） 当　　期　　末

口　数 口　数 外貨建
金　額

邦貨換算
金　　額

（香港・ドル…香港） 口 口 千香港・ドル 千円
ISHARES FTSE A₅₀ CHINA INDEX ₃₂₀, ₀₀₀ ₂₅₀, ₀₀₀ ₂, ₂₅₇ ₂₉, ₅₇₃

合　　計 金　　　　額 ₃₂₀, ₀₀₀ ₂₅₀, ₀₀₀ ₂, ₂₅₇ ₂₉, ₅₇₃
銘柄数＜比率＞ ₁銘柄 ₁銘柄 ― <₁. ₁％>

＊ 邦貨換算金額は、期末の時価をわが国の対顧客電信売買相場の仲値により邦貨換
算したものです。

＊ 邦貨換算金額欄の＜＞内は、純資産総額に対する投資信託証券評価額の比率

■投資信託財産の構成
₂₀₁₄年 ₄ 月₁₁日現在

項 目 当 期 末
評 価 額 比 率

千円 ％
株 式 ₂, ₄₉₁, ₁₅₆ ₉₄. ₃
投 資 信 託 受 益 証 券 ₂₉, ₅₇₃ ₁. ₁
コ ー ル・ロ ー ン 等、 そ の 他 ₁₂₂, ₃₅₀ ₄. ₆
投 資 信 託 財 産 総 額 ₂, ₆₄₃, ₀₈₀ ₁₀₀. ₀

＊ 外貨建資産は、期末の時価をわが国の対顧客電信売買相場の仲値により邦貨換算
したものです。

　　　　 ₁ アメリカ・ドル＝₁₀₁. ₅₄円、 ₁ 香港・ドル＝₁₃. ₁₀円、 ₁ シンガポール・
ドル＝₈₁. ₂₂円、 ₁ 台湾・ドル＝₃. ₃₈円、₁₀₀韓国・ウォン＝₉. ₇₈円

＊ 当期末における外貨建資産（₂, ₅₇₆, ₈₄₆千円）の投資信託財産総額（₂, ₆₄₃, ₀₈₀千円）
に対する比率　₉₇. ₅％

※各表の数量、金額の単位未満は切捨て、比率は四捨五入で表記しております。

■損益の状況
自₂₀₁₃年 ₄ 月₁₂日
至₂₀₁₄年 ₄ 月₁₁日

項 目 当 期
（Ａ）配 当 等 収 益 ₈9， 135， 7₈3円

受 取 配 当 金 ₈₉, ₁₀₈, ₅₅₂
受 取 利 息 ₂₇, ₂₃₁

（Ｂ）有価証券売買損益 173， 579， 124
売 買 益 ₄₃₇, ₃₃₃, ₈₉₈
売 買 損 △ ₂₆₃, ₇₅₄, ₇₇₄

（Ｃ）そ の 他 費 用 △ 5， 42₈， ₈22
（Ｄ）当 期 損 益 金（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 257， 2₈6， 0₈5
（Ｅ）前期繰越損益金 △ 2， 274， 69₈， 65₈
（Ｆ）解 約 差 損 益 金 620， 753， 355
（Ｇ）追加信託差損益金 △ 11， 011， 024
（Ｈ）　　　計　　　 （Ｄ＋Ｅ＋Ｆ＋Ｇ） △ 1， 407， 670， 242

次期繰越損益金（Ｈ） △ 1， 407， 670， 242
＊有価証券売買損益には、期末の評価換えによるものを含みます。
＊ 解約差損益金とは、一部解約時の解約金額と元本の差額をいい、元本を下回る額

は利益として、上回る額は損失として処理されます。
＊ 追加信託差損益金とは、追加信託金と元本の差額をいい、元本を下回る額は損失

として、上回る額は利益として処理されます。

■資産、負債、元本及び基準価額の状況
（₂₀₁₄年 ₄ 月₁₁日）現在

項 目 当 期 末
（Ａ）資　　　　　産 2， 643， 0₈0， 435円

コ ー ル ・ ロ ー ン 等 ₁₀₉, ₂₃₀, ₂₇₈
株 式（評価額） ₂, ₄₉₁, ₁₅₆, ₉₅₉
投 資 信 託 受 益 証 券（評価額） ₂₉, ₅₇₃, ₂₅₀
未 収 入 金 ₁₂, ₃₅₃, ₁₃₃
未 収 配 当 金 ₇₆₆, ₈₁₅

（Ｂ）負　　　　　債 2₈₈， 200
未 払 解 約 金 ₂₈₈, ₂₀₀

（Ｃ）純 資 産 総 額（Ａ－Ｂ） 2， 642， 792， 235
元 本 ₄, ₀₅₀, ₄₆₂, ₄₇₇
次 期 繰 越 損 益 金 △ ₁, ₄₀₇, ₆₇₀, ₂₄₂

（Ｄ）受 益 権 総 口 数 4， 050， 462， 477口
1 万口当り基準価額（Ｃ／Ｄ） 6， 525円

＊元本状況
期首元本額 ₅, ₆₃₅, ₉₆₇, ₂₈₈円
期中追加設定元本額 ₂₉, ₅₀₄, ₇₀₄円
期中一部解約元本額 ₁, ₆₁₅, ₀₀₉, ₅₁₅円

＊元本の内訳
チャイナ龍翔 ₃, ₉₆₅, ₁₀₁, ₈₅₄円
チャイナ龍翔（FOFs 用）（適格機関投資家専用） ₈₅, ₃₆₀, ₆₂₃円

＊元本の欠損 ₁, ₄₀₇, ₆₇₀, ₂₄₂円
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